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はしがき

　交通混雑は、先進国であれ開発途上国であれ、世界中のあらゆる都市で人々

を悩ませている。都市では集積の経済を求めてさまざまな経済活動が互いに近

接して立地し、そのような集中によって実現する高い生産性は社会全体に便益

をもたらすものである。ところが人や企業が近接して立地するのは、それらの

問で頻繁に交通を行う必要のためであり、政策的対応がない場合は交通混雑を

避けることができない。交通混雑は都市集積の利益を得るために社会が支払う

コストといえるが、解決が不可能というわけではない。

　厚生経済学の始祖pigouは、すでに1920年代から、混雑を外部不経済として

とらえ、それを内部化するための手段として混雑料金を提案した。その後1960

年代にVickreyやWaltersらによって現代的な定式化がなされて以来、多くの研

究が行われてきた。しかしつい最近まで、混雑料金の理論は経済学者による机

上の空論と見なされ、現実的な混雑対策として政策担当者に受け入れられなか

った。

　その一つの原因は、混雑料金に関するこれまでの経済分析が、単一の交通施

設（たとえば一本の道路）を対象とした三巴分析を中心としてきたので、現実

問題の要求する分析水準とは大きなギャップがあったことを指摘できる。交通

混雑の状況は時と場所により大きく変化する。したがって料金も「いつ」「どこ

で」「いくら」にすべきかを決めねばならない。ところが異なる時刻あるいは異

なる場所の混雑状態が互いに無関係ではなく、密接に影響を及ぼし合うことが

一般的である。たとえばある道路において混雑料金をかけると、他の道路に交

通量が転換するので、他の道路の混雑を悪化させる可能性がある。このような

問題を取り扱うためには、交通混雑の経済分析に「時間」と「空間」を導入す

る必要がある。

　経済分析の現状に比べて、現実世界は一歩先を進んでいる。シンガポールで

は1975年からエリア・ライセンス・スキームという制度を導入し、混雑する時

間帯に都心部に流入する車両に対して一定額の料金を徴収するようになった。

このような料金制度を導入することによって、交通パターンが変化し混雑緩和

に大きな効果があることが示された。その後情報技術の進歩にしたがって電子



的に自動課金するシステムが開発され、同様のシステムはノルウェーの3都市

などでも適用されるようになった。米国では高速道路の料金を混雑状況に応じ

て動的に変動させるシステムも導入されている。そして2003年には、大都市ロ

ンドンにおいて混雑課金システムがスタートした。このシステムは「世紀の実

験」とも言われたが、現在までのところ経過は順調と報告されている。

　上記のような実践は混雑料金やロードプライシングがもはや机上の空論でな

く現実的な政策代替案であることを立証した。その事例はまだ数えるほどであ

るが、新たな導入に関する検討が世界中で進められており、今後も導入は増え

ることが予想される。現行の料金システムは必ずしも経済理論にもとづいた検

討を通じて制度が設計されたものではないので、それが資源配分上正しいもの

であるかどうか評価が必要である。また今後導入する地域においてシステムを

設計する指針を提供するためにも経済分析の役割は大きい。

　本書は「いつ」「どこで」という問題に応えるため、交通混雑に関する既存の

経済理論を時間および空間の次元に拡張し、より現実的な政策分析をめざした

ものである。その内容は筆者が1990年代から続けてきた研究がその中心になっ

ている。これらの研究成果は、Journal　of　Urban　Economics，　Journal　of　Transport

Economics　and　Policy，　Transportation　Research　AおよびB，　Review　of　Network

Economics、土木学会論文集などの学術誌に発表されたが、本書にまとめるに際

してかなりの部分が再構成され、説明を補充している。時間と空間を考慮した

交通混雑の経済分析は、近年になって世界中で新たな研究成果が生まれている

が、本書はそのような研究潮流を体系的に紹介することもねらっている。

　本書は三部から成る。本論に先立って第1章では経済学における交通混雑の

標準的理論を解説するとともに、本書の主題である時間と空間の分析に関する

先行研究を概観する。この章は交通混雑の理論を数回の講義で紹介する場合の

教材として利用可能である。第1部門時間を考慮した動的分析である。第2章

では、都市における最も深刻な問題である交通渋滞の基礎理論を展開する。交

通渋滞は動的現象であり、伝統的な静学理論の枠組みでは取り扱うことができ

ない。この章では交通渋滞の資源配分上の問題として動学的外部効果を明らか

にし、その性質について論じている。第3章は朝のラッシュアワーにおける交

通渋滞を解決するため、時間ごとに変動するピークロード料金を導出し、その



効果を評価している。第4章は、通勤ラッシュアワーにおけるピークロード料

金が実施できない場合の次善の政策としてフレックスタイム制の効果を分析し、

フレックスタイム導入を促進させるための公的介入のあり方を論じている。第

II部は都市空間を考慮した次善の料金政策に関する研究である。具体的にはシ

ンガポールやロンドンで実施されている現実的な方式である、コードン料金シ

ステムの設計に関する経済学的分析を提示している。第III部では空間を取り

扱うためのもう一つのアプローチとして、ネットワークにおける交通量配分に

着目する。第7章は混雑料金が複数の道路への交通量配分に及ぼす効果を分析

し、一部の道路でのみ料金を徴収する際の料金設定指針を導き出す。第8章は

近年進歩が著しい交通情報システムに着目し、情報提供が交通混雑に及ぼす影

響、さらには情報提供と混雑料金を組み合わせた場合の効果を分析している。

第9章は、都市空間に関する研究の総括として、大阪都市圏のネットワークを

対象としたケーススタディを行っている。

　筆者と交通混雑研究の出会いは、立命館大学理工学部の巻上安国教授のもと

で修士論文を書いた、約20年前にさかのぼる。巻上研究室では、空と陸上そし

て路上走行を通じて交通渋滞の実態を調べる大規模な調査に参加する機会に恵

まれ、交通現象について理論と実証の両面にわたって理解を深めることができ

た。博士課程では、京都大学工学部の吉川和広教授のもとで都市モデルに関す

る研究に取り組んだが、筆者の人生において最も苦しんだ時期でもあった。毎

月の研究経過を吉川教授の前で報告するゼミに備えて、何度徹夜したのか数え

切れない。厳しい一方で、なかなか成果が出ない間も気長に見守ってくださり、

また研究者になることを勧めてくださったのも吉川教授であった。当時吉川研

究室の助手であった小林潔司教授（現在は京都大学教授）は、海外から最先端

の研究を紹介してくださるとともに、共同研究を通じて実に長時間議論してい

ただいた。現在の専門である都市経済学と出会ったのも小林教授を通じてであ

った。この大学院の時期をともに過ごした奥村誠氏（現在広島大学助教授）、多々

納裕一氏（現在京都大学教授）らと多くのことを語り合ったことは忘れられな

い。

　東北大学助手に就職してからは、佐々木公明教授（当時助教授）のもとで、



まさに経済学部一年生の状態から本格的に経済学の勉強を始めた。数年間続い

た週一回のマンツーマンの勉強会では、経済学者の研究作法を学べただけでな

く、いくつかの共同論文も生まれた。東北大学で開催された地域科学ワークシ

ョップには、安藤朝夫教授、森杉壽芳教授をはじめ同じ専門分野の優れた同僚

たちが集い、毎回徹底的に議論する雰囲気に満ちていた。本書のもとになった

論文の多くもこのワークショップで報告された。また東北大学では針山孝彦氏

をはじめ他分野の研究者と交流する機会にも恵まれた。

　現在勤務する京都大学では藤田昌久教授、森知也助教授とともに都市経済学

ワークショップや科学研究費のプロジェクト、あるいは昼食などの日常的な交

流を通じて、絶えず学問的刺激を受け続けている。藤田教授には本書の出版に

際しても仲介の労を賜った。

　本書の第4章は米川誠、第5章と第6章は吉川和広、小西孝治、第8章は小

林潔司、安野貴人、第9章は秋山孝正、奥嶋政嗣の各氏との共同研究である。

　本書の各章のもとになった論文に対しては、赤松隆、金本良嗣、川嶋辰彦、

桑原雅夫、田渕隆俊、八田達夫、松澤俊雄、山田浩之、Richard　Arnott，　Robin

Lindsey，　Jan　Rouwendal，　Ken　Small，　Erik　Verhoef，　Hai　Yangをはじめ、学会や研究

会の参加者諸氏から有益なコメントをいただいた。

　本書に含まれる研究に対して、文部科学省の科学研究費補助金（1993年度、

2001－2003年度、2005年度一）、京都大学21世紀COEプログラム「先端経済分

析のインターフェイス拠点の形成」から資金援助を受けた。また本書の出版に

際しては京都大学経済学会からの出版助成を受けた。東洋経済新報社の小川正

昭氏には出版の過程でお世話になった。京都大学大学院の安起正君、寺地祐介

君、学部生の木村元君には原稿の整理や図表作成などの雑事を手伝っていただ

いた。

　以上のすべての方々のご支援のおかげで本書の出版が可能になったことを、

ここに記して感謝の意を表したい。

　本書は単著による初の出版になるので、私事について書くことをお許しいた

だきたい。大学院に進みさらに研究者をめざすことなど、当時の私にとっては

途方もない冒険といえた。にもかかわらず、息子の選択を常に尊重してくれ支

援を惜しまなかった、父　野天と母　黒鉱、そして学生時代から苦楽をともに



しながら様々な形で研究に取り組む原動力を与え続けてくれた、妻

書を捧げたい。

美穂に本

2005年10月　京都にて

文　世一



「交通混雑の理論と政策」
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第1章　序　論 交通混雑の経済分析

1－1　問題の所在

　エンジンの発明と土木工学の結合により成立した自動車交通システムは、人

や物の空間的移動に大きな自由をもたらした。好きなときに好きなところへ、

戸口から戸口まで移動できることは自動車の最大の魅力である。しかし今日、

アクセルさえ踏めば容易に時速100km以上で走れる自動車が実際に都市内を移

動する速度は、自動車の発明される前の馬車時代とあまり変わらないともいわ

れている　（Wright（1992））。

　混雑に巻き込まれた人々は、そうでなければ有益に使えたはずの貴重な時間

を浪費させられるばかりでなく、欲求不満、怒り、ストレスにより肉体的、精

神的にもダメージを受けている。また混雑による速度低下は燃料効率の低下と

大気汚染を通じて、資源の浪費と地球環境の悪化を加速している。

　日本では2002年度における渋滞損失時間が全国で38．1億人・時間、一人当た

りに換算すると一年当たり30時間に達すると報告されている1。時間価値が

2000円／時とすれば、その額は全国で7兆6200億円、一人当たり6万円にな

る2。米国の85大都市圏では2002年に混雑により浪費された時間は一人当たり

46時間（人口300万人以上の大都市圏では62時間）になるが、その数値は1982

年の16時間に比べると3倍に増加している3。なおこれらの数字は、速度低下

による旅行時間の増大のみを表しており、上に書いたような他の費用は含まれ

ていない。以上は限られた例であるが、世界中で数億人の人々が混雑の影響を

毎日のように繰り返し受けている点も重視すべきである。

1国土交通省では、渋滞している現況と、仮にそのような渋滞がない場合の走行時間を
それぞれ求め、二者の差を集計して「渋滞損失時間」という指標値を計算して公表して
いる。詳しくはht　v・、　nlllt　o　／road／lr／data／uta1／1ndex－d　htmlを参照されたい。

2時間価値とは、個人が交通に要する時間を1時間節約するために支払ってもよいと考
える金額である。国土交通省は就業者の1時間当たり平均賃金を用いているが、交通行
動にもとつく計量分析によれば賃金の1／2から2／3だといわれている。ここでは日本で行
われた実証研究（日本交通政策研究会（1988））の結果を参考にして2000円／時としている。

3David　Schrank　and　Tim　Lomax，2004　URBAN　MOBILITY　REPORTによる推計値。なお
ht〃mobilit　tamu　eduからダウンロードできる。

1



　混雑を緩和するために政府は巨額の投資によって道路の整備を進めたが、そ

の割に混雑の緩和は遅々として進まなかった。道路を整備すると、確かに一時

的に交通条件が改善されるものの、それを知ると、改善前は自動車を利用して

いなかった人々も新たに自動車を利用するようになるので、整備による効果を

相殺してしまうのである。その一方で、公共交通の利用者数は減少し、その経

営を圧迫している。多くの交通企業は，利用者が減少すると、運行頻度の減少

と運賃の値上げを行い、それがさらなる利用者減少を招くという悪循環に陥っ

ている。公共交通サービスの低下は、効率性の観点から問題であるばかりでな

く、自動車を持たず公共交通に依存する人々の生活により深刻な影響を及ぼす。

自動車を持たない人々は所得が低い場合が多いので、所得分配上も問題である。

　交通混雑はきわめて複雑な現象であり、上記のように政策の意図と反する結

果をもたらすことがしばしば起きる。交通混雑の問題に限らず、あらゆる政策

分析においては、問題となる現象のメカニズムを解明することが第一歩である。

さまざまな政策手段がどのように効果を及ぼしてゆくかを正しく評価すること

によって、はじめて有効な政策手段を見いだすことができる。

　道路混雑の場合、まずは道路上の車両の動きを支配する物理的法則を知る必

要がある。道路の幅や勾配、曲線の形状と、個々の車両の加減速性能、そして

前後左右を走る車両間の相互作用の結果として、混雑の状態が決定される。道

路上の交通流に関する理論や実証分析は、主として交通工学の分野で研究され

てきた。そしてこれらの知見は道路の設計に用いられたり、円滑な交通流を達

成するため街路網における信号制御や高速道路における流入制限などの施策の

検討に応用されてきた。

　一方、個々の車両は人間が運転するものであることを忘れてはならない。観

察される交通現象の背後には、各個人の意思決定が決定的な役割を果：たしてい

る。有効な混雑対策とは、このような個人の意思決定のもとになるインセンテ

ィブに働きかけるものでなければならない。交通混雑の問題に対しては、自然

科学と社会科学の知見を動員した学際的アプローチが不可欠といえる。

　交通混雑は、交通に関して個人が行うあらゆる選択が関係している。すなわ

ち交通を行うかどうか、どこからどこに行くか、いつ出かけるか、どのような

2



交通手段（車かバスか電車か徒歩か）、どの経路を通るか、等々。ある道路にお

けるある時刻の交通混雑の状況は、無数の個人による、上記のような多次元の

選択行動が集計された結果として実現する。その結果として交通混雑の状況は

時と場所により大きく変化する。

　本書では、「時間」と「空間」という二つの側面に着目して交通混雑の問題に

アプローチする。道路はいつでもどこでも混んでるわけではない。交通量の空

間的分布や時間的変動を制御することが混雑による経済損失を減少させる上で

有効である。従来の混雑対策は、道路の建設や交通流の規制による制御などの

ような工学的手法が中心であった。本書では混雑料金をはじめとする経済学的

手段が、交通混雑の時間的および空間的変動に及ぼす効果を分析することを主

たる目的としている。

　1990年代以降、交通工学と経済学の融合が進展した。交通工学の論文で経済

学の専門用語が多用されるようになり、混雑料金を取り扱った論文が飛躍的に

増加した。経済学のジャーナルでも交通流理論に基づいて交通混雑を分析した

論文が掲載されるようになった。それに伴い時間と空間を明示的に考慮した交

通混雑の経済学的研究が新たな段階で進められている。本書は基本的には経済

学の研究書であるが、交通工学における研究成果を積極的に取り入れている。

　本章は序論なので、まずは次の節で交通経済学における交通混雑の基本モデ

ルについて説明しておく。これはPigou（1920）以降、　WaIters（1961）、　Vickrey

（1963）、Mohring（1976）をはじめとする多くの研究者により彫琢をへてきた伝統

的理論である。後の各章においても、ここで紹介する基本的概念を頻繁に引用

することになる。

1－2　交通混雑の基本モデル

1－2－1　混雑する交通システムの均衡と最適

　交通経済学における標準的な混雑の理論は、単一の交通施設（たとえば一本

の道路）を対象とした非学分析である。交通混雑は、道路、鉄道、航空などあ

らゆる種類の交通手段について生じるが、経済全体について見ると自動車が引

き起こす道路混雑が最も広範かつ重大である。以下に述べる基本モデルも道路

3



混雑を想定しているが、混雑現象の定式化が抽象的なので、他の交通手段につ

いても通用する。

　二つの地点を結ぶ一本の道路を想定する。この道路は起点から終点まで均一

であり、したがって交通容量も一定であると仮定される。交通容量とは一定時

間に通過できる交通量の最大値のことである。たとえば道路であれば、車線の

幅が広く、勾配が平坦で、カーブがなく直線に近いほど交通容量は大きい。こ

の道路を使って二地点間を移動する（トリップと呼ぶ）ために要する費用には、

燃料費、道路料金などの金銭的費用と、トリップ所要時間を金銭換算した時間

費用が含まれる。金銭的費用と時間費用の和を「一般化交通費用」とも呼ぶ。

交通混雑は、交通容量に比べて大きな交通量が流入することよる速度の低下が

原因である。混雑による経済損失には、燃費の悪化による費用の増大や環境へ

の悪影響が含まれるが、圧倒的に大きな割合を占めるのは所要時間の増大によ

る損失である。個人がこの道路を使って一回トリップするのに要する費用（以

下私的トリップ費用）は、交通量gと交通容量研の関数であり、C（g，研）よう

に表される。ここでCg＞0，　C〆0が仮定される4。　Cg＞0は、交通容量一定のもと

で交通量が増加するとトリソプ費用が増加することを意味するが、これが交通

混雑を表している。また侮く0は、交通量一定のもとで交通容量が増大すると

混雑が緩和されトリップ費用が低下することを表している。

　伝統的理論において、需要サイドは集計的需要関数によって簡単に表される。

トリップ費用が上がると、人々はトリップを行う回数を減らしたり、他の交通

手段を用いたりする。このような選択行動は、個人の効用最大化あるいは企業

の利潤最大化行動から導くことができるが、いずれにしても注目する道路に対

する交通需要はトリップ費用の減少関数となる。逆需要関数をP（g）と表そう。

逆需要関数の値はトリップの私的限界便益を表すと同時に社会的限界便益も表

している。

　各個人はトリップの私的限界便益が私的トリップ費用を上回る限りトリップ

を行う。したがって均衡が達成されるときの交通量は次の関係を満たすように

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　δC　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂C
4％・c・は・それぞれ・c（2のの2”に関する騰関数門扉のことである・
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決定される。

　P（9）＝C（9，の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－1）

図レ1において、需要曲線とトリップ費用の交わる点に対応する横軸の値geが

均衡交通量である。

　上のように決定される交通量は社会的に望ましい水準であろうか。この点に

ついて検討するために、社会的に最適な交通量を求める問題を次のように定式

化する。

聖『P（9）二一C（2の9　　　　　　　　（1－2）

上の目的関数は社会的余剰であり、第1項はトリップを行うことによる総便益、

第2項は一人当たりのトリップ費用にトリップ数を乗じたものなので社会的総

トリップ費用である。したがってここでは資源配分の効率性という観点から最

適性を論ずることになる。

　トリップ数gに関する最適条件より次の式が得られる。

　　P（9）＝C（2の＋Cg（2　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－3）

上の式の右辺は、交通量がわずかに増加したときの社会的総トリップ費用の増

分なので、社会的限界費用と解釈することができる。したがって上の条件式は、

社会的限界便益と社会的限界費用とが等しくなるように交通量が決まるとき、

社会的に効率的な道路利用が実現する、ということを述べている。各個人の自

由な選択により実現する均衡の条件である（1－1）式と比べてみると、（1－3）式には

右辺第2項が加わっている。この項は、交通量がわずかに増加したときの個人

のトリップ費用の増加Cgに交通量（＝道路利用者数）gを乗じたものである。

一台の交通量増加は、他の道路利用者のトリップ費用を少しだけ増加させるが、

それをすべての利用者について集計したものがCggである。これは混雑の外部

効果と呼ばれているが、個人が道路利用を選択することによって混雑の加害者

となることを意味している。
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￥

D

C
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混雑料金＝τ

死重損失

0

B

G
E

社会的限界費用

A

私的トリップ費用

需要曲線＝社会的限界便益

　　　＝私的便益

go 9θ

トリップ数

図1－1混雑する交通システムの均衡と最適

　Cg＞0の仮定により、社会的限界費用は私的トリップ費用よりも大きな値を

持ち、両者の差は交通量とともに拡大するので、図1－1のように描かれる。図

より明らかなように、社会的に効率的なトリップ数goは、　gθよりも小さい。す

なわち個人が自由にトリップの意思決定を行う場合、交通量は過大となり、混

雑による経済損失が生じる。

混雑の経済損失とは、過大な交通量（2θのために、社会的に効率的な交通量go

の場合よりも低い水準の社会的余剰しか達成できないことである。したがって、

下のように、交通量がg¢のときとgoのときの社会的余剰の差として混雑の経済

損失が計算される。

　　［1／P（9）吻一。（釧α］一［ガP（の吻一。（α・のα］

部分積分を適用すると、上式は下のように書き換えられる。
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　　拶（c（媚）・99－P（9魎　　　　　　　　（1－4）

（1－4）式の被積分関数内の第1項と第2項の和は社会的限界費用関数、第3項は

需要関数なので、経済損失の値は図1－1において点OBEで囲まれた（影をつけ

ている）部分の面積に等しく、これは死重損失（dead　weight　loss）と呼ばれる5。

1－2－2　混雑料金：

　各個人は、利用しようとする道路の混雑状況を考慮してトリップを行うべき

かどうかを選ぶが、そのとき他の利用者に与える効果を考慮しないので、私的

トリップ費用と社会的限界費用が乖離する。このとき各個人の選ぶトリップ数

は過大となり、これが混雑による損失の原因である。社会的に効率的な道路利

用を分権的に達成するための手段として、経済学者は混雑料金の徴収を提案し

てきた。混雑料金は、図1－1における社会的限界費用曲線と私的トリップ費用曲

線の差に等しい。このような料金制のもとで、道路利用者の被る費用は社会的

限界費用に等しくなるので、私的動機に基づく均衡解として、効率的な交通量

20が実現するのである。このとき最適な混雑料金は図における点OG間の距離

（＝τ）に等しい。このような料金政策を通じて社会的に効率的な資源配分を達

成することを、一般に「外部効果の内部化」と呼ぶ。

　混雑料金は、混雑の程度が激しい道路ほど高額になる。図1－2には、二通りの

需要曲線のもとでの均衡解と最適解をそれぞれ示している。需要水準が高い場

合（需要曲線d1に相当する）、低い場合（需要曲線d2）よりも大きな交通量に対

応する点で、需要曲線がトリップ費用曲線と交わる（9f＞9茎）。したがって、

均衡におけるトリップ費用は、前者の方が高い（混雑が激しい）。一方、混雑料

金を課した場合、図より、需要水準が高いほど、混雑料金の額が大きくなるこ

とがわかる（τ1＞τ2）。

5本章の冒頭では、日本および米国において推計された混雑の経済損失額を紹介したが、
それらの値はここで述べた経済学的な定義にもとづいて計算したものではない。

8



￥

￥

需要が大きい

時の混雑料金

需要が小さい

時の混雑i料金：

τ2

9｝gl

　図1－2

ろ

社会的限界費用

　　　　私的トリップ費用

41

42

容量が小さい

時の混雑料金

τ1

9f　　∂f
　　　　　　　　　　　　　　　トリップ数

需要水準と混雑料金

社会的限界費用（容量小）

　　　　　　　　私的トリップ費用（容量小）

　　　　　　　　　　　　社会的限界費用（容量大）

　　　　　　　　　　　　　　私的トリップ費用（容量大）

容量が大きい

時の混雑料金

需要曲線

図1－3　交通容量と混雑料金

　　　　　　　9

トリップ数



　図1－3には、二通りの交通容量に対する均衡解と最適解を示している。交通容

量は道路の幅や線形（坂道やカーブのきっさ）に依存する。ここで交通容量の

大小は、自由走行時（交通量がゼロのとき）の費用に影響を与えないものと仮

定する。交通容量の小さい道路においては、小さな交通量の水準から混雑が生

じ始める。したがって、道路に対する需要関数が同じであっても、容量の小さ

な道路においては、均衡におけるトリップ費用が高く、混雑料金も高くなるこ

とが図より読み取れる。以上より、需要水準が高い場合や道路の交通容量が小

さい場合は、混雑の外部費用が大きくなるので、より高い混雑料金が課される

のである。

　ただでさえ混雑してサービス水準が低いのに、高い料金を課されることに利

用者は不満であろう。実際、その通りである。混雑料金の導入は社会全体の効

率性を改善する一方、道路利用者の厚生を低下させる。混雑料金が導入されな

い状態（無料金均衡）において利用者の消費者余剰は、図1－1の点DEFで囲まれ

た領域の面積に等しい。ところが混雑料金が課されると消費者余剰は点DOCで

囲まれた領域の面積になるので、それは課されないときの面積よりも小さい。

利用者にとっては、混雑料金の導入によって交通混雑は減少するものの、金銭

的負担が混雑緩和効果を上回るので、厚生が低下することになる。このことは、

混雑料金の導入を阻む最大の原因である。

　一方、社会的観点から見れば、混雑料金は消費者余剰の減少分を上回る料金

収入を生むので、全体としては経済厚生を改善する。ただし以上の議論は短期

における結果であることに注意されたい。長期においては、その料金収入を有

効に用いることによって、利用者の厚生をも改善することができる。その内容

については、後述する。

1－3　混雑の経済理論の展開

1960年代以降、交通混雑に関する研究は膨大な数になり、レビュー論文も多く

出ている（Morrison（1986）、山内・竹内（1992）、　Small（1992）など）。本書の主

題である「時間」と「空間」を明示的に取り扱った研究について、1990年代以
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前のレビュー論文では、Small（1992）を例外として、ほとんど言及されていない。

本節ではまず時間と空間を捨象した伝統的な枠組みのもとでの代表的なトピッ

クに絞ることとし、交通容量の拡大、機関分担と公共交通の問題、そして所得

分配の問題について紹介する6。時間と空間を導入した研究については次の節で

述べることにする。

1－3－1　交通容量の拡大

　混雑の問題に対してまず最初に思いつく対策は、道路線形を改良したり道路

の拡幅により交通容量を拡大することである。このような手法は従来から実施

されてきたが、必ずしも有効でないことはすでに多くの経験を通じて認識され

ている。

　図1－4には、混雑料金が徴収されない状況での交通容量拡大の効果を図示し

ている。たとえば交通容量が研からπ’（〃7＜〃が）のように大きくなると、トリッ

プ費用曲線が右下の方ヘシフトするので、均衡点がBからAに変化する。この

とき、トリップ費用が減少するが、交通量がgからg’に増加する。これは以前

に他の道路や交通機関を使ってきた人が、新たにこの道路を利用するようにな

ったからである。

6これらのトピックは、すでに従来の研究で多く論じられているものであり、時間と空
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問の分析に焦点をあてる本書の第2章以下では取り扱わない。
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￥
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図1－4　交通容量拡大の効果

　交通容量の拡大は、ほとんどの場合、公共部門による計画に基づいて行われ

るが、その際、個々の計画案は整備することによる社会的便益が費用を上回る

場合に限って正当化される。すなわち費用便益基準である。この点について詳

しく見よう。

　交通容量拡大による社会的便益は、整備した場合としない場合の社会的余剰

の差として評価される・社会的余剰はr『Pω断。（9，の9により求められるので・

研から〃’への変化による社会的便益は、図1－4におけるPBAP’で囲まれた面積

に等しい。したがって費用便益基準を満たすためには、社会的余剰増加が道路

整備費用を上回らねばならない。

　トリップ需要の弾力性が高い場合、単なる道路整備は混雑緩和に有効でない。

図1－5には、そのようなケースを示している。弾力性が高いとき、需要曲線は

水平に近くなる。このとき、道路整備による効果は、交通量増加によってほと

んど相殺されてしまう。このような場合、道路整備による対応は有効な混雑対
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策とはいえない。

　　　￥

P

P，

E

整備前のトリップ費用

E’

整備後のトリップ費用

需要曲線

　　　　　　　　9　　　　9’
　　　　　　　　　　　　　　　　　トリップ数

図1－5　交通容量拡大が有効でないケース

　実際に行われてきた道路整備が、費用便益基準に基づいて進められてきたと

は必ずしも言えないが、厳密な費用便益基準に基づいて行なったとしても、そ

れは社会的に効率的でない。なぜなら、図1－4や1－5に示したような変化は、

非効率な均衡点から、また別の非効率な均衡点への移動に過ぎないからである。

また混雑料金などの対策なしに、道路整備のみを行う場合、その財源として他

の税金からの収入を用いる必要がある。一般にそのような税金は資源配分を歪

める上、いずれ最終的には消費者が負担することになる。

　一方、混雑料金を導入し、その料金収入を用いて道路整備を行うことは有効

な対策である。トリップ数と交通容量の最適な組み合わせを求める問題を以下

のように定式化する。

　　轡『P（の49－C（（2，〃つ9一ρ〃「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－5）

上の問題は、（1－2）式の目的関数に交通容量〃を持つ交通施設を整備するために

要する費用ρπ（たとえば道路建設費用）を考慮し、交通容量を計画変数とし
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て加えたものである。なおρは正の定数であり、交通容量一単位の整備費用を

表す。1－2－2の分析が、交通容量が固定されたもとでのいわば短期の問題であっ

たのに対し、ここでは長期の問題を取り扱っていることになる。

　トリップ数に関する最適条件は式（1－3）と同様である。交通容量に関する最適

条件は以下の通り。

　　一（㌃（2一ρニ0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－6）

上式の左辺第1項は交通容量が増大したときの総トリップ費用の減少分であり、

これは容量拡大による社会的便益の増加を表している。一方、第2項は交通容

量を一単位増大させるために要する費用である。したがって上式左辺は、容量

拡大による社会的純便益の変化を表している。そして（1－6）式は、社会的純便益

が増加する限り道路容量を拡大すべしという、いわゆる費用便益基準と同じこ

とを述べている7。すでに示したように、最適なトリップ数は混雑の外部効果に

等しい混雑料金を課することにより達成できるが、このような混雑料金の収入

と最適な容量を整備する費用との問には興味深い関係が成立する
（Mohring（1976））。

　ここでトリップ費用関数C（g，のがゼロ次同次であると仮定する。これは規模

の繍が存在しないことを意味し・トリップ費用は。（％1）のように・雛率

の関数で表される。すなわち交通容量とトリップ数を定数倍しても、トリップ

費用は不変である。道路交通の場合、この仮定はほぼ満たされることが知られ

ている。たとえば片側2車線道路が4車線に拡幅され、2車線のときの倍の交

通量が流れたと想定しよう。このとき、拡幅される前後で走行速度がほぼ同じ

になるであろうことは直感的にも理解できるだろう。このとき、同次関数に関

するオイラーの定理より次の式が成り立つ。

　　Cg9＋C研π＝0

　上の式の両辺にgを乗じ、容量に関する最適条件（1－6）を代入すると次の式が

7最適な混雑料金の条件（1－3）は道路容量がどのように決められていても影響を受けない
が、最適な容量を決定する条件は料金がどのように課されているかに依存する。すなわ
ち料金が課されていないか、課されていても最：適でない場合、（1－6）のような単純な費用

便益基準にもとづいて道路整備を進めると、容量が過大になったり過小になったりする。
この点についてはWheaton（1978）を参照されたい。
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得られる。

　　C、92一ρ〃π＝0　　　　　　　　　　　　　　　（1－7）

一台あたり混雑料金はCggなので、左辺第一項は混雑料金の総収入であり、第

二項は交通施設整備費用である。したがって最適な混雑料金を課したとき、そ

の料金収入は最適な容量の施設整備費用をちょうどカバーする。

　料金収入を用いて道路整備を行うと、混雑料金の導入によって個人の便益が

減少するという、前節に述べた命題は修正される。すなわち混雑料金の収入を

用いて道路整備を進めれば、混雑料金を導入しない場合に比べて、長期的には

個人の便益も増加するのである。このことは料金が最適な水準でなくても成立

する。いま道路料金がτに等しく、そこから得られる料金収入をすべて道路整

備のために支出するものとしよう。このとき次の式が成立する。

　τ9＝ρπ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－8）

交通量gは次の均衡条件式により決定される。

　P（9）＝c（9，〃）＋τ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－9）

図1－6には、上のような政策によって利用者の厚生が増加するケースを描いて

いる。当初は料金を徴収していないとすると、均衡は点Eで達成される。容量

増加により走行費用曲線が下にシフトするが、それに料金が加わるので、新た

な均衡は点E’に移る。容量増加による費用の下方シフトが十分大きく、そのた

めに要する料金水準が十分小さい場合には利用者の厚生が増加するのである。

このことは道路容量への投資が効率的であることを意味する。以下この点につ

いて具体的に示そう。
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　　　　　　　　　　　　　（29’

図1－6　料金収入を用いた道路容量拡大の効果

9

　（1－8）式を（1－9）式に代入してτを消去した式の両辺を研で微分すると次の式が

得られる。

　璽＝一一C研9一ρ　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－10）
　　　　（％9－Cg9＋τ）　♂〃「

上式右辺の分母はよほどのことがない限り負である8。したがって丞≧の符号は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　♂〃π

分子によって決まる。分子は（1－6）式のところで述べたように、交通容量拡大に

よる社会的純便益を表している。すなわち容量拡大が費用便益基準を満たす場

合、分子の符号は正であり、塑＞0である。
　　　　　　　　　　　　　　4〃r

　図より明らかなように、利用者の厚生が増加することは、利用者の（料金込

8分母の第1項は％く0なので負である。第2項は混雑の外部効果なので、分母が正にな

るのは料金τが最適混雑料金よりも十分に大きい場合に限られる。実際上、このようなケ
ースは想定し難い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　17



み）トリップ費用の低下を通じて均衡交通量が増加することと同義である9。し

たがって、道路利用に対し過度に高くない料金を徴収し、その料金収入を用い

て実施される容量増加が費用便益基準を満たす場合、利用者の厚生は増加する。

1－3－2　交通手段選択と公共交通の問題

　道路混雑の対策として、鉄道やバスなど公共交通の利用を促進する必要性が

しばしば指摘される。そのような政策手段には地下鉄の新線建設、公共交通へ

の補助を通じて運賃の割引や本数の増加のようなサービス改善を行うことなど

が含まれる。

　まずは公共交通と自動車という二つの交通手段が存在する状況での個人の交

通手段選択と交通システムの均衡を記述するモデルを定式化しよう。

　公共交通機関として鉄道を想定するlo。経済にはN人の個人がおり、各個人

は自動車か鉄道のいずれかを用いて1日に必ず1回トリップを行うものとする。

このとき各交通手段に対する需要は弾力的であるが、総トリップ需要は非弾力

的である。この仮定は交通手段分担に焦点を絞るためのものであるが、通勤交

通に関しては妥当する11。各個人は時間費用と金銭費用の和からなるトリップ

費用の小さい交通手段を選択する。自動車および鉄道によるトリップ費用は、

それぞれ以下のように書ける。

　ろ＝ら（9浸，鷹）＋τ澄

　場＝Cβ＋τB

ここに②は自動車によるトリップ数、％は道路容量、％は道路料金である。

Cオ（gρ鷹）は自動車を用いたトリップ時間費用であり、基本モデルと同様、

Cg＞0，C〆0であるものとする。　Cβは鉄道を用いた場合のトリップ時間費用であ

・より酵的に示すには・1ごP（9）吻一（c（2の・・炉表される瀕者余剰（料銚み）

を〃で微分したものが正になるかどうかを調べればよい。
10バスの場合、道路を使うのでトリップ費用が混雑の影響を受ける。混雑料金を導入す
ると、道路の交通混雑が減少してバスの速度も上昇する。Ahn（2005）は、このことを考慮
して、バスの運賃政策を分析している。
11Henderson（1985）、　Arnott　and　Yan（2000）は、より一般的なモデルを用いてこの問題を分

析している。
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り、その値は交通量に関わらず一定であると仮定する。τBは鉄道の運賃である。

なお鉄道の乗客一人当たりの運行費用は一定であり、運賃は運行費用に等しく

設定されると仮定する。

　交通手段別の均衡交通量は図1－7のように決まる。鉄道の利用者数を9Bとす

ると、仮定よりg。＋gβ＝2＞なので、横軸上の各点では、グラフの左端からその

点までの距離が自動車の交通量g』、右端からの距離が鉄道の交通量（2Bを表す。

道路料金が徴収されない場合、均衡は点Eにおいて達成される。この点におい

て自動車と鉄道のトリップ費用は等しくなっており、各個人は交通手段を変更

する誘因を持たない。この状況は、Pigou（1920）とKnight（1924）の論争で用いら

れた例、すなわち混雑する道路と、時間はかかるが混雑の生じない迂回道路と

の間の経路配分問題と同じ構造を持っている。迂回道路を鉄道に置き換えれば、

彼らの議論がそのまま適用される。道路の混雑を緩和しようと道路容量を拡大

すると、自動車トリップ費用曲線が右下にシフトする。新しい均衡はシフトし

た自動車トリップ費用曲線が％に等しくなった点で達成される。

　したがってトリップ費用は道路容量を拡大しても不変である。道路を整備し

ても混雑の水準は緩和されず自動車交通量が増え鉄道の利用は減少するのみで

ある。そして社会は道路整備のための費用を負う12。

　社会的に最適な交通量分担は、社会的総費用ら（gρ鷹）g』＋1も9Bを最小化する

ような蟻と臨み合わせである・髄綿まら（卿・面忘一・なので・

最適点は図における点0で与えられる。

　図より明らかなように、均衡における自動車交通量は過大である。最適な交

通量分担を実現するためには、道臨・」用に対し混雑の外部効果聾9。に等い・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂（2∠

料金を課すればよい。

12 謔闖ﾚ細な議論はArnott　and　Small（1994）において与えられている。
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図1－7　交通手段選択と鉄道運賃割引の効果

　様々な社会的制約のために混雑料金が実施できない場合、自動車交通を鉄道

に転換させるための方策として、公的補助による鉄道運賃の値下げが考えられ

る13。図1－7に示すように、鉄道運賃をδだけ値下げした場合、鉄道利用のトリ

ップ費用は瑠に低下し、新たな均衡における自動車交通量はg力になる。このよ

うな運賃値下げにより、均衡におけるトリップ費用が低下した分、すなわち

ノ〉δに等しい社会的便益が得られる。しかしそのためにδ鱗に等しい額の公的補

助が必要なので、社会的純便益はδg身である。実証研究によると、公共交通の

運賃に関する自動車トリップの交差弾力性は非常に低い14。トリップ費用の内

13 �I補助を施設整備や本数の増加などサービスの改善に用いても同様の効果が得られ、

島を下方にシフトさせる。

14Button（1993）のp．47には実証分析に関するレビューとその含意について論じられてい
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運賃の割合が小さい（すなわち時間費用の割合が大きい）場合、運賃をゼロに

しても交通混雑を大きく軽減するほどには自動車トリップから公共交通への転

換は期待できない。むしろ本数の増加などサービスの改善のために公的補助を

用いる方が有効である可能性がある。

　一方、道路利用に対して料金を課し、その収入を鉄道運賃値下げのための補

助に用いることは有効である。このとき混雑の外部性を内部化するような最適

料金より少ない額で最適な交通手段分担を達成できる。混雑料金に対する社会

的合意を得ることが難しいことはすでに述べたが、その額が低ければ合意を得

ることは相対的に容易であろう。また、単なる鉄道運賃補助の場合には別の税

負担が必要であったが、この場合は不要である。

　上の例では、鉄道サービスの供給費用が乗客数に比例すると仮定していたが、

鉄道の場合、線路や駅の施設など、乗客数にかかわりなく必要とされる大きな

固定的費用が存在する。この場合、上の分析は修正を受けることになる。鉄道

サービスの平均費用が乗客数とともに減少し、運賃が平均費用に等しくなるよ

う設定されているものと仮定しよう15。このとき鉄道によるトリップ費用は図

1－8のろ曲線のようになり、均衡における手段別トリップ数は点Eで決まる。

このとき道路の整備は、混雑の問題をより悪化させる。道路容量を鴎から呪に

拡大すると自動車トリップの費用曲線が右下にシフトし、新たな均衡が点E’

に移る。この点では均衡トリップ費用が道路整備前よりも増加している。それ

は鉄道利用者の減少により平均費用が増加し、その平均費用と均衡するまで道

路の混雑が増えるためである。これはDowns－Thomsonパラドックスと呼ばれて

いる（Arnott　and　Small（1994））。さらに道路容量を〃7にまで拡大すると鉄道事

業は存続できなくなり、均衡点E”ではすべてのトリップが自動車で行われるよ

うになる。このとき混雑の水準は整備前よりもさらに悪化する。

る。

15 ﾀは公共交通に規模の経済が存在しなくても、トリップ費用が乗客数とともに減少す
ると想定することができる。乗客数が増えると列車の本数が増加するので、駅で列車を
待つ時間が減少するためである。
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図1－8　交通手段分担と道路容量の拡大

　一方、道路料金を課する場合、1－2－2で述べた基本モデルの結果とは逆に、利

用者の厚生も改善する。いま道路利用に対し％に等しい料金が課されるとしよ

う。このとき図のように道路利用者が負担する私的費用は上にシフトし、均衡

点は：Eτに移る。この点でのトリップ費用はもとの点Eよりも小さくなる。その

上社会全体としてはτ。鱗に等しい料金収入を得る。この料金収入を用いて鉄道

運賃割引や鉄道サービス水準の改善を行えばさらに効率性が改善されることを
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上の例と同様に示すことができる。

1－3－3　所得分配への影響

基本モデルは同質の個人から成る経済を暗黙に想定していたが、現実の経済で

は人々の間で所得や選好が大きく異なっており、このように異質な人々が同じ

道路を同時に利用している。このとき混雑料金をはじめとする諸政策から受け

る影響は、異質な人々の間で異なる。混雑料金が社会全体にとって好ましい政

策であっても、それによって不利益を受けるグループの反対が強い場合、実行

は困難である。

　混雑料金に対する有力な批判として、それが高所得の人々よりも低所得の

人々の厚生をより悪化させる逆進的政策であるという指摘がなされている。所

得が高いことが時間当たり賃金の高いこと、そしてトリップ時間の機会費用（時

間価値）が大きいことを意味するのであれば、混雑料金は逆進的な政策になる

可能性が大きい。

　個人のトリップ費用は時間費用と料金の和であり、無料金均衡および混雑料

金賦課の場合のトリップ費用を、それぞれ、αブ、α70＋τと表そう。ここにrは

トリップ所要時間、τは道路料金、そしてαは時間価値である。混雑料金の賦

課によりトリップ所要時間はブー70だけ減少する一方、個人の負担はτだけ増加

する。したがって個人にとってのトリップ費用の変化は次の式で計算される。

　　　　　一α（TT－7コ。）＋τ

時間価値の異なる人々が同じ道路を利用する場合、τとブー70は全員にとって共

通である。このとき上の式より、時間価値（すなわち所得）が高いほど第1項

の効果が大きくなるので、トリップ費用が増加するにしてもその額は小さく、

減少する可能性もある。すなわち混雑料金の導入は低所得のグループに対して

相対的に大きな損失を与え、高所得のグループは厚生が改善される可能性もあ

る。Small（1983）は、仮想的にサンフランシスコ湾岸地域の幹線道路でピーク時

に1ドルの料金を課した場合について詳細な分析を行った。低所得の通勤者は

0．28ドル、中所得の通勤者は0．13ドルの損失を被る一方、高所得の通勤者は

0．08ドルの便益を得ると推定した。

　しかし以上の結果は、混雑料金の収入がどこに支出されるかを考慮していな
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い。Richardson　and　Bae（1998）カミ述べるように、混雑料金の実施が所得分配に与

える影響は、料金収入をどのように使うかに依存する。たとえば混雑料金を徴

収する代わりにガソリン税率やそのほかの税率を下げることで、損失を相殺す

ることは可能である。また1－3－2で見たように公共交通の運賃を値下げするこ

とは、効率性のみならず所得分配にも好ましい影響を与える。所得の低い人ほ

ど車を持たず公共交通に依存する割合が高いからである。たしかに混雑料金を

導入すると低所得の人々ほど自動車トリップを断念することになるが、それら

の人々が公共交通に転換するならば所得分配に対する負の影響を軽減すること

ができる。実際、2003年からロンドンにおいて混雑料金を開始した際には、バ

ス本数の大幅な増加を行った。その結果バス待ち時間の短縮と、混雑の緩和に

よるバス交通の遅延減少が報告されている16。このような変化は、もともと公

共交通に依存していたグループに大きな便益をもたらしたといえる。

　しかし混雑料金と所得分配の問題は単純ではない。所得の高いことが時間価

値の高いことを意味するとは限らない。急病のときなど、1分でも早く目的地

に着くことに対する支払い意思額は、所得が低くても（少なくとも平時におけ

る高所得者の時間価値よりも）大きなものであろう。また微視的に見れば、同

じ所得階層であっても各個人の職業やその他の属性により帰着の内容は異なり

得る。居住地域によっては公共交通のような代替手段が利用できない場合があ

り、そのような地域に住む者は混雑料金の支払いを避けることはできないので、

他の地域よりも負の影響が大きくなるだろう。また公共交通への補助にしても、

それによって便益を受ける人と混雑料金により道路利用を断念する人が重なっ

ているとは限らない。

　上述のような限界はあるものの、政策当局は混雑料金の導入による負の影響

を防止するために料金収入が用いられるよう、政策パッケージを注意深く設計

する必要がある。そしてそのような政策の確実な遂行を公約し、その遂行能力

についても人々の信用を獲得することが混雑料金の実施を可能にするための重

要な条件といえる。

16ロンドン交通局のホームページ（http：〃www．tfLgov．uk／tfl／cclondon／cc＿monitoring．shtml）

にもとつく。
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1－4　時間、都市空間、ネットワーク

　本書の第2章以降では、時間と空間を導入した交通混雑の経済分析について

具体的に展開されるが、ここでは本書の構成に沿って従来の研究を概観し、本

研究の位置付けを明らかにしておく。

1－4－1　時間

　交通混雑の水準は時間とともに大きく変動する。たとえば朝のラッシュアワ

ーには住宅地から業務地区への交通が集中的に発生して大きな混雑を引き起こ

すが、それ以外の時間帯は空いている。短期的に交通容量は不変であるのに対

し、季節ごと、曜日ごと、そして一日のうちでも時間帯ごとに交通需要が変動

するからである。これは生産や消費を貯蔵できないという交通サービスの特性

から必然的に生ずるものである。このような問題は交通ばかりではなく他の公

益事業においてもしばしば生じる。たとえば電力についても、夏は冷房のため

に需要が大きいが、春や秋は小さい。また一日のうちでも昼間と夜間では電力

需要が大きく異なる。

　以上のように施設の容量を更新する周期に比べて需要変動の周期が非常に短

かい場合に、料金と容量をいかに決めるべきかという問題はピークロード問題

と呼ばれる。標準的なアプローチは、ピークとオフピークの二つの市場を想定

して、最適な料金と容量を求める問題を解くというものである17。

　交通に関する最も重要なピークロード問題は通勤ラッシュアワーである。ピ

ークロード問題の標準モデルでは、暫時点間の代替を考慮していないか、して

いても上記のようにピークかオフピークかという二選択肢しかない場合が多い。

ラッシュアワーの混雑を緩和するためには、ピークかオフピークかという選択

よりも、ピーク時間帯内の変動を制御することの方が現実的で有用である。

　Vickrey（1969）は通勤者の出発時刻選択行動を定式化し、ラッシュアワー中の

交通混雑の時間変動を記述する動学モデルを構築した。このモデルは二つの点

17このタイプの研究に関する、詳しい説明は松川（2003）において与えられている。
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で独創的な新しい枠組みを提示した。一つは勤務先への希望到着時刻（たとえ

ば始業時刻）からの乖離をスケジューリング費用と定義し、これと交通混雑と

のトレードオフを通じて通勤者の出発時刻分布を内生化したこと。もう一つは

交通混雑をボトルネック後方に伸びる待ち行列として定式化することにより、

解析的に取り扱いやすい形で混雑の動学的分析を可能にしたことである。とこ

ろがvickreyの研究は、その執筆スタイルにも起因して、刊行後長い間注目さ

れることはなかった18。このモデルの重要性に注目したのは交通工学の研究者

たちであった。たとえばHendrickson　and　Kocur（1981），　Daganzo（1985）らは、均

衡の存在や一意性などに関する理論的な検討を行った19。そして経済学でも、

Braid（1989），　Arnott，　de　Palma　and　Lindsey（1990a）以降、様々な拡張がなされ、標

準的分析ツールとして確立するに至った。

　一方、Henderson（1981）は1－2で示した伝統的国学モデルと同様の混雑関数（交

通量に関して単調増加）を用いてラッシュアワーの問題を分析した。この場合、

交通混雑の時間変動のパターンは、vickreyモデルによるものとはかなり異なっ

ている。本書の第3章ではVickreyタイプのモデルとHendersonタイプのモデ

ルの解説とそれらの比較を行っている。

　時間を考慮した動学分析は、交通渋滞の問題を取り扱う上で重要な役割を果

たす。交通渋滞はきわめて非効率な状態であり、それによる経済損失も大きい

ので、有効な対策の立案が求められている。交通渋滞はその長さが伸びたり縮

んだりすることからもわかるように、動学的分析が必要である。Lighthill　and

Whitham（1955）は、交通流を流体として取り扱う理論を展開し、渋滞の時間的

推移を衝撃波の運動として定式化した。交通工学においては、このモデルにも

とつく理論・実証・応用研究が蓄積されている。なお交通混雑の基本モデルで

用いられる静学的な混雑関数（フロー混雑とも呼ばれている）はこの流体モデ

ルの定常状態に対応している。またvickreyのボトルネックモデルは衝撃波の

理論を大胆に簡略化したものである20。経済学では、フロー混雑とボトルネッ

18この点についてArnott（1994）のpp．274－275では「珠玉のようなアイディアにあふれて

いるのに、それらを強調するなどの工夫もなく無造作な文体で書かれているため＿」と
述べている。

19この点については桑原（1998）が詳細な解説を与えている。
20Arnott（1994）は、当時Vickreyが交通工学の研究動向を把握しており、それに基づいて
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ク混雑がそれぞれまったく別の理論にもとづいて構築されたモデルのように説

明されることが多いが（たとえば金本（1997）、竹内（1999））、それらはいずれも

流体理論から導かれたものである。本書の第2章と第3章では、この点につい

て明らかにし、流体理論にもとづいた交通渋滞の動学モデルを用いて経済分析

を行っている。

　ところでHenderson（1981）にはもう一つ重要な貢献が含まれている。それは

既存のモデルで与件とされていた、通勤者の希望到着時刻（すなわち企業の始

業時刻）の分布を内生化したことである。都市に立地する企業は互いに頻繁に

取引をするために集積しているので、他の多くの企業と同時刻に業務を開始す

ることが望ましい。このような時間に関する集積のメリットを考慮しながら混

雑を避けるための時差通勤を導入するインセンティブを定式化した。このよう

なアプローチは、ラッシュアワーの混雑を平滑化するための交通需要マネジメ

ント政策の分析を行うために有用である。本書の第4章では、フレックスタイ

ムに関する経済分析を行っている。

1－4－2　都市空間

　都市空間における交通混雑の分析は、主として都市経済学者によって行われ

た。1970年代にMills　and　de　Ferranti（1971），　Solow　and　Vickrey（1971），　Kanemoto

（1980）らは、一次元の連続空間において各地点の混雑水準が内生的に決まるモ

デルを構築し、土地利用の均衡を求めるとともに資源配分の問題を分析した。

このような研究の背景には、交通混雑問題を解決するために交通施設を整備す

るだけではなく、土地利用の改編を含めて総合的に計画しようという考え方が

有力になったことが指摘できる。

　すべての生産活動が集中する都心があり、その周辺に住宅地が広がる単一中

心都市を想定しよう。各地点の土地は住宅か道路に利用され、交通容量は道路

面積に比例するものと仮定する。すべての住民が都心に通勤するので各地点に

おける交通量はその地点より外側から発したトリップ数の合計である。都心に

近づくほど通過交通量が増加し混雑水準が高くなるが、このことを考慮して各

県のモデルを考案したと述べている。
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世帯は効用を最大化するように立地点と住宅地の広さを選択する。立地均衡で

は住宅の立地分布と地代、そして各地点における混雑水準が決定される。混雑

料金のような政策的介入がない場合、均衡における土地利用分布は非効率であ

る。ある地点から発するトリップは、その地点から都心までの区間で交通量を

一台ずつ増加させる形で混雑の外部効果を発生させる。したがって都心から離

れた所に住む者ほど大きな外部効果を発生させることになるが、それが内部化

されないと立地分布が過度に分散する。最適な土地利用を達成するためには、

各地点で発生させる外部効果に等しい混雑料金を徴収すればよいが、その額は

都心からの距離が大きいほど高くなる。このような政策は長距離の通勤を抑制

する効果があるので、最適な土地利用が達成されたとき、無政策の場合よりも

高密度で都市の広さもよりコンパクトになる。

　これらの研究では都市空間の各地点ごとに道路用地をどのように配分すべき

か、という問題が分析された。上記のモデルによると、都心に近いほど混雑が

激しいので道路容量（＝道路面積）拡大の便益が大きい。しかし都心に近い場

所は住宅地としても魅力的なので価値が高い。このとき立地点ごとに、道路容

量拡大の便益と費用の間のトレードオフが存在する。

　最適な混雑料金を課している場合、

　　道路容量拡大によるトリップ費用減少＝容量拡大費用

のような費用一便益基準にしたがって道路面積を決定することが最適である。

なお容量拡大のために土地のみが用いられる場合、そのための費用は道路用地

の地代に等しい。そしてその地代は住宅地の地代とも等しくなる。なおSolow

and　Vickrey（1971）は、単一中心とは対照的に、線形空間に立地するすべての経

済活動間で互いに一定数のトリップを行うと仮定したモデルにもとづいて、道

路への土地配分問題を分析している。この設定は業務地区内部の土地利用を対

象とするものと解釈できる。

　上述のように、最適な配分を実現するためには、都市内の各地点で異なる額

の混雑料金を徴収する必要があるが、そのような政策を現実に適用することは

きわめて困難である。このような混雑料金を課していない場合は費用一便益分
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析基準により道路整備を進めることは効率的ではない。Kanemoto（1980）は、混

雑料金を課さない状況で次善の政策として、各地点の道路容量を最適に決定す

る問題を分析した。次善の状況では、ある地点の道路容量すなわち道路面積の

変化が他のすべての地点における土地市場に影響を与えるので、このような波

及効果を考慮した複雑な分析が必要になる。

　Hatta（1983）は、都市空間モデルを用いて鉄道における混雑を分析した。鉄道

路線が競争的な企業により運営されており、各企業が利潤を最大化するように

運賃と容量を決定する場合、混雑が内部化され社会的に最適な資源配分が達成

されることを示した。

　1980年代以降は、より複雑なモデルを数値シミュレーションによって分析す

る研究が行われるようになった。たとえばSullivan（1983a）は住宅だけでなく

CBD内における企業の土地利用も内生的に求める一般均衡モデルを用いて、シ

ミュレーションを行った。Anas　and　Xu（1999）は、企業の立地が都市の中心部に

限定されない、非単一中心都市モデルにもとづいて交通混雑の空間分布を分析

した。

　以上のような都市空間モデルによる研究では、混雑料金をまったく徴収しな

い場合か、最善の混雑料金を徴収する場合かという、両極端のケースのみを想

定していた。上述のように、次善の政策として道路容量の選択を取り扱った研

究はあるが、次善の料金政策に関する分析はほとんどなされていない21。シン

ガポールやノルウェー、あるいは最近のロンドンなどで実施しているシステム

は、いずれも最善ではないが実施の容易な次善の料金政策である。次善の料金

政策に関する経済分析は、既存のシステムの有効性を評価すること、そして料

金システムをどのように設計すべきかについて示唆を与えることができる。本

書の第II部の第5章と第6章では、都市空間モデルを用いて、代表的な次善の

政策であるコードン料金システムについて分析している。

21 rullivan（1983b）およびKraus（1989）は例外である。前者ではSullivan（1983a）と同様のモ

デルを用いてガソリン税の効果を分析した。しかしガソリン税は混雑の水準に関係なく
設定され、都市部や周辺部に関係なく税率も一律なので、混雑対策としては限界がある。
Kraus（1989）は都市空間モデルにもとづいてコードンプライシングを取り扱った最初の研
究である。彼のモデルでは、混雑料金が各地点に立地する家計の交通手段選択に影響を
与えるものと想定されている。
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1－4－3　ネットワーク

　空間分析へのもう一つのアプローチは、ネットワーク空間を対象とするもの

である。ネットワークとは、図1－9に示すように、空間上に散在する離散的な

点（ノード）とそれらを結ぶリンクから成る。トリップの発地と着地はネット

ワークにおけるノードで表される。トリップを行う人は、発地から着地までど

のリンクを通って行くかという、経路選択を行う。このような個々の経路選択

の集計として各道路における交通量と混雑水準が決まる。発地から着地までの

交通量が与えられたときにそれらが各経路（あるいは各道路リンク）をどのよ

うに流れるかを求めることを交通量配分（Traffic　assignment）と呼ぶ。

　いま道路ネットワークに沿ってトリップを行う者が、旅行費用の最小となる

経路を選ぶものと仮定しよう。道路に料金が課されていない場合、最小費用経

路は最短旅行時間経路である。Wardrop（1952）は次のような交通量配分原理を提

示した。

　「（均衡において）利用される経路の旅行時間はみな等しく、利用されない経

路の旅行時間はそれよりも大きいかせいぜい等しい」

　Beckmann（1956）は上の原理を数学的に定式化し、均衡条件式が最適条件とし

て得られる数理最適化問題を示した22。そして非線形計画法の理論を用いて均

衡解の存在と一意性に関する検討を行った。このBeckmannのモデルは経済理

論としても独創的であるが、交通工学における交通量予測にとってきわめて重

要な貢献を含んでいた。しかしそれが引用されるようになったのは、Dafermos

（1969），LeBlanc（1975），　Evans（1976）以降である。その間にも、交通工学の分野で

は独立に交通量配分の研究が行われていたことから、学際的な交流の欠如が悔

やまれる23。交通ネットワーク均衡に関する工学的研究では、多数のノード、

リンクから成る大規模な道路網について均衡解を計算するアルゴリズム開発が

最も重要な課題であり、膨大な研究が蓄積されている。現在ではソフトウエア・

22 ﾟ年盛んに研究されているポテンシャル・ゲームの理論の源流とも解釈できる。
Sandholm（2001）は、　Beckmannモデルをポテンシャル・ゲームとして取り扱い、需要関数
や走行費用のパラメータに関する情報なしに最適な混雑料金を求めそれを遂行する方法
を提案した。

23Boyce（1994）はこの間の経緯を説明している。
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パッケージも数種類開発されるなど、交通計画の実務への導入も進んでいる。

また交通手段分担との統合モデル、確率的利用者均衡、動学的交通量配分、ネ

ットワーク設計など多様な拡張が行われており、交通工学における主要な研究

分野の一つである24。

ノード
C

D
B

A

リンク

F・

G
E

図1－9　ネットワーク

　ネットワーク均衡モデルの応用研究は膨大な数になるが、料金政策を取り扱

うものは相対的に少ない。その中でもほとんどの研究はシステム最適、すなわ

ちすべてのリンクで外部効果に等しい混雑料金を徴収する状況を想定していた。

都市空間の場合と同様、そのような政策は現実的ではないので、一部のリンク

でのみ料金を徴収するという次善の政策を考えることが有益である。交通量配

分の効率性を改善するための次善料金に関する研究が行われるようになったの

24 �ﾊネットワークに関する研究全般については土木学会（1998）を参照されたい。
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は比較的最近のことである（たとえば文（1993b）、　Verhoef，　Nijkamp，　Rietveld

（1996），Small　and　Yang（2001），　May，　Milne（2000）、Santos，　Newbery，　Roj　ey（2001）、

Verhoef（2002）、　Zhang　and　Yang（2004））。本書の第7章と8章では、1つのOD

ペアについて複数の並行する経路がある場合に関する基礎的分析を行った後、

第9章においてより一般的なネットワークを対象として次善の料金政策に関す

るシミュレーションを行う。

付与：ロードプライシング実施の事例

　世界のいくつかの都市では、混雑対策や道路財源を日的として、ロードプラ

イシングが実際に行なわれたり、あるいは計画されている。これらは、上で述

べたような理論どおりに実施しているわけではないが、様々な工夫が見られ、

それらは今後の適用に向けて参考になる情報や教訓が多く含まれているので、

以下に一部を紹介する。

　シンガポールでは、1975年にArea　License　Schemeと呼ばれる方式の課金を

開始した。これは、都市中心部に規制区域を設定し、朝のラッシュ時間帯にそ

の規制区域を通行する車両に通行許可証を購入させ、それをフロントガラスな

どに提示することを義務付けるものである。規制区域の境界にはゲートがあり、

そこで通行許可証を提示ししているかチェックするとともに、区域内では警察

が徹底的な監視を行ない、通行許可を持たずに通行する車を摘発することにし

ている。導入後に行なった調査によると、ドライバーの反応は敏感で、導入前

に比べて走行速度が平均で22％も増加したことが報告されている。その結果、

特に時間的、空間的境界で交通パターンが激変することが明らかとなった。す

なわち規制時間帯の直前に交通量が集中したり、規制区域の境界のすぐ外側に

企業が立地したりする。なおシンガポールでは、最近、フロントガラスに貼る

許可証から、スマートカードという電子システムに切り替えられ、それに伴い

課金方式もコードン料金制に変更された。シンガポールの場合、混雑料金によ

り、道路利用を抑制するだけでなく、自動車の保有に対するきわめて重い税を

組み合わせることによって、効果的な混雑対策を実現している。
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　香港では、1985年に：Electronic　Road　Pricing（ERP）の導入が計画され、実験ま

で行なった。その方法は、あらかじめ設定された混雑区域の境界を車が通過す

るときに、電子機器によってナンバープレートを読み取り、1ヶ月分の料金を

後にまとめて請求するというものである。実験の結果、ナンバープレートの読

み取り精度はきわめて良好であることが報告された。しかし課金に関連してプ

ライバシーが侵害される恐れがあるという導入反対論が議会において勝利を収

め、結局実施されなかった。ここで得られた教訓としては、技術的障害よりも

社会的合意を得ることの方が難しいので、計画の早い段階でどのような反発が

ありうるかを予測し、その対策を十分に行なう必要が指摘されている。さらに

は収入が市民にどのように有益に使われるかを明らかにする必要もあるだろ

う。

1995年には、米国のカリフォルニア州で新設された高速道路（91Express　lanes）

において、時間帯ごとに変動する料金が導入された。この道路は、既存の高速

道路（無料）に新しく2車線を追加したものであるが、民間企業が運営している。

そこでは、HOVは常に無料であるが、それ以外の車両は時間帯によって0．25－

25ドルに料金が変動する。このような時間帯別変動料金は、トリップを行な

う時刻の変更を促すことを通じた混雑緩和に有効である。

　韓国のソウルにおいても、中心部に流入する車のために混雑する2箇所のト

ンネルの通過に対して、きわめて安価ながら、1996年より料金を徴収すること

にした。都心に入るには、他の迂回道路を用いれば料金は徴収されないので、

この料金制実施は交通量配分に大きな影響を与えた。わずかな料金であっても、

人々のトリップに関する意思決定に対する影響は大きいことが改めて示された。

　混雑緩和を目的とするものではないが、1986年から91年にかけて、ノルウ

ェーの三都市では道路整備の財源とする目的で、コードン料金制が実施されて

いる。

　英国では1964年のスミード・レポート以来、40年間、何度か混雑料金の導

入が議論されてきたが、実現には至らなかった。ところが2000年、ロンドン市

長にケン・リビングストン氏が混雑課金を公約に掲げ当選したことを契機とし

て、急速に具体化することになった。導入までに数多くの調査分析と市民参加
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による合意形成の努力が行われた。たとえばTfl（Transport　for　London、ロンド

ン交通庁）のホームページによると、このたびの課金導入の必要性として「ロ

ンドン中心部のドライバーは半分の時間を渋滞の中で過ごしている」「ロンド

ンでの週あたり混雑の損失は200－400万ポンド」であることが示されている。

　ロンドンにおける混雑料金制は2003年2，月17日から開始された。その内容

は次の通りである。

・月一金の朝7時から夕方18時までの間に都心部に流入する各車両に対し、

　1日あたり5ポンド（約1000円）の料金が課される。（ただし課金ゾーン内

　の居住者は90％の割引、他にも様々な割引）

・利用者は事前（または当日の22時まで）にナンバーをデータベースに登録

　　し料金を払う

　・各種の支払い方法が利用可能（インターネット、ガソリンスタンド、コン

　　ビニエンスストア、電話でクレジットカード、課金地域内の自動支払機）

　・課金地域の境界線や課金地域内のカメラでナンバープレートを読み取り、

　データベースに登録されているかチェック　　　　　　　　　　　　　・

　・違反には80ポンド（ただし14日以内に払えば40ポンド）、28日を経過し

　たら120ポンド

　mは導入から3ヶ，月、6ヶ，月、1年、そして2年経過後に効果を評価する報

告書を発表している25。2年経過後の報告書によると、その効果は以下の通りで

ある。

・交通パターンは安定しているが、課金地域内の交通遅延が課金前に比べ30％

　減少、これはTflの予想した楽観値に近い

　・課金地域に関係するトリップの所要時間が平均14％減少、信頼性が30％向上

・課金地域に流入する自動車の数は6万台減少した。これらの内20－30％は周辺

地域に分散、50－60％は公共交通に転換、15－20％は車の相乗り、自転車への

転換、課金時間帯以外のトリップ、トリップそのものの削減など、上記以

25http：〃www．tfl．gov．uk／tfl／downloads／pdf／congestion－charging／cc－6monthson．pdfからダウン

ロード可能
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外の形態

・バスは初めて乗客増（バスの本数増の効果も含む）公共交通は車からの転

換利用者をバスネットワーク容量の増大によってよく処理している。

・バス乗客の待ち時間が、混雑減少とバスの本数増加により1／3以上減少。

　・混雑課金が経済活動に弊害をもたらすという懸念は当たらなかった。ロン

　　ドン中心部を訪れる人の数は減少したが、それは他の原因によるものであ

　る。

　・混雑課金により、2004年度は9000万ポンドの収入を得た。これらの収入は

　主としてバス・ネットワークの整備に使われた。

　以上の結果は、導入前の予測とほぼ一致するものであり、混雑料金が有効で

あることを示している。この成果を受けて、市では課金地域の西への拡大と、

料金を8ポンドに値上げすることを提案している。

　ロンドンにおける成果は、世界中で大きな関心を呼んでおり、混雑に悩む多

くの都市にとって、道路利用に対する課金は有望な政策の選択肢として現実の

ものとなりつつある。
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第1部　時間を考慮した動学分析



第2章　交通渋滞と動学的外部性

2・1　はじめに

　今日、大都市ではいたる所で日常的に渋滞が発生しているが、交通混雑によ

る経済的損失の大半はこの渋滞によるものといわれている。交通経済学では交

通渋滞を「超混雑」　（hyper－congestion）と呼び、伝統的な静学モデルにもとづ

いた議論が行われてきた1。しかし後で詳しく述べるように、交通渋滞は動的な

現象であり、静学モデルでは適切に取り扱うことができない。

　読者はたとえば「○○トンネルを先頭に渋滞5km」などという交通情報を

日常的に見かけるだろう。もし渋滞に巻き込まれた場合、その○○トンネルの

所までノロノロ運転が続いた後、急に交通がスムーズに流れることもよく経験

することである。トンネルの入り口や、橋の手前、二本の道路が合流する場所

などは、道路の他の部分よりも幅が狭かったり、合流する車両により交通流が

撹乱されるので、単位時間に通過できる交通量すなわち交通容量が小さくなる。

このような道路上の地点はボトルネックと呼ばれる。上流からの交通量が多い

と、ボトルネックを通過できず超過した分がその後方に溜まって行くのが渋滞

の原因である。

　現在までのところ最も有力な交通渋滞の理論は、交通流を圧縮性流体として

取り扱うモデルであり、これは1950年半にLighthill　and　Whitham（1955）により

串本章は、文（1993a）、およびMun（1994）に基づいているが、大幅に加筆修正されている。

1多くの論者は、交通量に対して描かれた交通費用曲線が反転（backward　bending）すると

し、そのような費用曲線と需要曲線の交点で均衡を定義したが、これはまったくの誤り

である。この問題の取り扱いをめぐって、交通経済学者の間で1980年代から大きな論争

が起きたが、論争の参加者たちはいずれの側も交通現象を正しく理解していたとはいい

がたい。当時の経済学者は、すでに交通工学では確立していた交通流理論に関する研究

成果をほとんど参照していなかった。近年になって、Verhoef（2003）、　Small　and　Chu（2003）

など、経済学者からも従来の議論に関する誤解が指摘され、混乱も解消に向かいつつあ

るようである。したがってこの問題について本文で議論することはせず、付論2－Aにお

いて紹介することにする。
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定式化されたものである。その後、主として交通工学の分野で理論的研究とと

もに、渋滞現象の調査、分析、モデルの適用など膨大な研究成果が蓄積されて

いる。また渋滞対策として高速道路の入路制御などといった物理的規制手段に

ついての研究もなされ、一部は実用化されている。このような知見が経済学者

の問で十分に知られてはいなかった。

　本章では、上記の流体理論を適用して交通渋滞の動的モデルを構築し、それ

に基づいて、交通渋滞が生ずる場合の資源配分上の問題を明らかにする。交通

渋滞の先頭付近にいる車は渋滞の後尾にいる車よりも早い時刻に道路に入った

ことに注意されたい。すなわち異なった時刻に道路利用を選択した車が同じ交

通渋滞に加わっているのである。先頭にいる車が道路利用をやめていれば、後

続の車にとって渋滞の長さはこの一台分だけ短く済んでいたはずである。すな

わち早く道路に進入した車が後続の車に外部効果を与えているのである。本研

究ではこれを動学的外部効果と呼ぶ。

　以下、2－2では交通流理論の基本について解説する。2－3では、渋滞の発生と

変遷メカニズムを記述するモデルを提示し、それに基づいて渋滞する道路にお

ける交通費用を定式化する。2－4では、時々刻々と変動する交通需要に対して、

均衡解と最適解を決定する条件を示す。さらに最適な道路利用を分権的に達成

するための混雑料金を導出する。

2－2　交通流理論

　交通流理論にはいくつかのアプローチが存在するが、ここでは交通流を圧縮

性流体とみなして定式化したモデルを取り上げる。第1章で紹介した、交通経

済学における混雑の理論もこの流体モデルに基づいている。

　交通流の状態を表現する基本的変数として、交通量g（台／時）、速度7（Km／

時）、そして密度κ（台／Km）が用いられる2。交通量は交通流率（flow　rate）

とも呼ばれるが、単位時間に道路上のある地点を通過する車の台数である。速

2流体といっても、水のような液体とは異なり、密度が可変という意味で圧縮性流体と

呼ばれる。
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度はその地点を通過する車の平均速度である。そして交通密度は、道路の延長

方向の単位距離内に、ある瞬間に存在する車の台数である。そしてそれらの間

には次の式のような関係が常に成立する（具体的な導出は付論2－Bを参照され

たい）。

　（～＝．肝7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－1）

また、速度は下記のように密度の減少関数として与えられる。

　7＝ノてん），　　　〆，＜0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－2）

密度が増加すると車間距離が短くなるので、前の車との衝突を避けるために運

転者は速度を低下させるからである3。上の二つの式により、7、　g、1（の内

一つの値が与えられれば他の変数の値が決まる。たとえば交通需要を表す変数

として交通量が与えられれば、速度と密度がわかる。

　図2－1は、これら3変数の間の関係を図示したものである。

　　　　　　　　　　（a）　　　　　　　　　　　　　（b）

　　　　　　7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7

　　　　　　　　　獣玲
　　　　　脇（砺）卜一皿㍉マー一一一…一一一一一一一一一一一一一’，’唱取9）一

　　　　　匙→き1鑑一＄欝聾

　　　　　　　　　l　　　　l

　　　　　　　　　　　I　　　　■　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　κ
　　　　　　　む　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　撫9）　1葛（9）　　　　　　　　　　　　　　9研
　　　　　　　　　1　密度　l　　　　　　　　　　　　　　　　　ll　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　ほ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　iii　　　　　ω　ii
　　　　　　　　　iii　　　・る・Q）　ii
　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　l　l　l　　　　　　　　　　　　　　　日
　　　　　　　　　；　i　L一…一一一一一一る（9）…一一一一一ii

　　　　　　　　　iL…磯蕪砺一一朝
　　　　　　　　　隆　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　巳一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一鞠（9）’一一一一一．一一一一一一一一　　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳳Q）　　目
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0　　　　　　　　9躍
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交通量

　　　　　　　　　図2－1　交通量一密度一速度の関係

3この関係は、個々の車が前を走る車との距離に応じて速度を選択する行動を定式化し

た追従モデルによって導くことができる。前の車の速度と距離とを考慮に入れて加減速

を選択するモデルも開発されている。
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　上の図2－1（b）における交通量一速度（Q－v）曲線を見ると、一つの交通量に

対して速度の値が二つ存在することに注意されたい。図において下付添え字N

は交通流が非渋滞状態、Jは渋滞状態であることを表わしている。すなわち速

度が㌦よりも低い（密度が1（Mより高い）交通流の状態を渋滞と定義している。

渋滞状態はきわめて非効率である。なぜなら同量の交通を処理するのに速度が

著しく低いからである。

　渋滞した交通流は非渋滞の場合とは異なる性質を持つ。たとえば図2－1（b）に

おける曲線臨（g）は速度が交通量の増加とともに減少することを表しているが、

渋滞状態に対応する曲線巧（g）は交通量の増加関数である。交通量が増えると混

雑が激しくなって速度が下がるというのは直観と整合するが、巧（g）については

奇異に感じられるかも知れない。しかし交通量の定義が、一定時間に通過する

車の台数であることを思い起こせば不思議なことではない。渋滞して速度が下

がると、一地点を通過する交通量が低下するのである。極端なケースとして、

速度がゼロになるほど交通密度が高い状況を想定しよう。このとき車はまった

く動かないので通過交通量もゼロになるだろう。そのような状態から密度が低

下し速度が上がると、車が流れるようになるので交通量は正の値を持つ。この

ことは速度と交通量が正の相関関係にあることを意味する。交通量一密度曲線

（Q－K）についても同様である。このような関係についてのより詳細な説明は

付論2－Bで与えられている。

　式（2－2）の〆（κ）の形を次のように特定化して具体的なQ－V関係を導いてみよ

う。

継）一称／l一⊂刻
（2－3）

ここに吟は自由走行速度であり、丸は最大密度（速度がゼロの時の密度）であ

る。　この式はGreenshields（1935）が実測データをもとに提案したものであり、

広く応用されている。なお本書の第3章におけるシミュレーションでもこの式

を用いている。上の式を（2－2）式に適用し、（2－1）式と合わせて解くことにより次

が得られる。

38



臨（9）一讐1・周　　　　　　　（禰

ろ（9）一

上の式から交通量と速度の関係が、図2－1（b）に描いたような形になることが確

かめられる。なお〃は交通容量である。その定義の通り、g＝研のとき交通量

が最大になることが図から見てとれる。交通容量を上記の関数〆（κ）におけるパ

ラメータで表現すると、次のようになる。

　　研一㌦

　以上述べたような関係は、均一な交通流の内部で成り立つ関係であることに

注意すべきである。道路上の一地点ないしはごく短い区間においては、近似的

に交通流が均一であるとみなせるので、この関係を適用することができる。十

分長い道路区間について適用するためには交通流が定常状態であることを仮定

する必要がある。なお交通渋滞の問題を分析する際、交通流の定常状態を想定

することはできない。付論2－Aで論ずるように定常的に交通渋滞の状態が持続

するということはあり得ないからである。

　交通流の状態は時間と場所によって変動する。連続的に変化する場合もある

が、しばしば異なる状態（密度、速度が異なる）の交通流の間で不連続な変化

が生じうる。たとえば渋滞列の後尾では、それより下流側で密度が高く速度の

低い状態である一方、上流側は密度が低く速度の高い状態である。そのような

不連続点の位置は時間とともに変化するが、その動きを衝撃波（Shock　wave）と

呼ぶ。

　図2－2のように、ある時刻に不連続点の位置がκにあり、κより上流側の交

通状態がgσ，κひ，玲、下流側では9D，κD，ろであるとしよう。このとき衝撃波の速

度は次の式で求められる（導出については邪論2－Bを参回目れたい）。

G。9ガ9・　　　　　　　　　　　　　（2．5）
　　κ一κ　　　D　　　σ

なお、G＞0の場合は衝撃波が交通流と同じ方向に伝播し、　G＜0の場合は逆の方

向に伝播する。
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κσ→9σ

G

→9D κD

　　　　κ＋σ

一G一

図2－2　衝撃波

　以上、本章の分析に必要な内容に限定して交通流理論の基本を解説した。よ

り体系的な交通流理論の解説は、飯田（1992）などを参考にされたい。次の節か

らは、具体的に道路条件を設定して交通渋滞の時間的推移とそれに伴うトリッ

プ所要時間の変化を求めるモデルを定式化する。

2弓　交通渋滞の動的モデルとトリップ費用

2－3－1　交通渋滞の動的モデル

　図2－3のような道路区間を想定する。区間の終端Bに容量嵯のボトルネック

がある以外は、道路区間の交通条件は均一（容量は肌）であると仮定する。ま

た道路区間を走行する車の性能はすべて等しいものとする。
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交通流

●　　　　既 渋滞i 嬬　・

ノまたはH

L

B

図2－3　道路区間の構造

図2－4には、この道路におけるQ－v曲線とボトルネック部分のQ－v曲線を重

ねて描いている。図よりボトルネック部分の交通容量が道路区間の容量よりも

小さくなっていることが確認できる。

　地点Aから流入する交通量は時間とともに変動する。時刻’に流入する交通

量gωが％を上回らない限り、同量の交通量が一定時間経過後に地点Bから流

出し、渋滞は起こらない。このとき速度は図2－4周目臨（9ω）である。しかし交

通量gωがボトルネックの交通容量％を超えると、ボトルネックを通過する交

通量は容量を上回らないので、その超過分が渋滞列を形成する。このような渋

滞列の内部では、連続条件よりボトルネック容量鷹に等しい交通量が流れてお

り、速度は巧（鷹）である。この場合でも渋滞列より上流側では流入した交通量

がそのまま流れており、その速度は臨（9ω）である。なお渋滞が生じたとき、

図2－4に示すようにボトルネック部分を走行する速度は殊であり、その上流の

渋滞区間で巧（鷹）となる。同じ交通量が流れているのに、交通容量がより大き

な上流部分の速度が低いことに注意されたい。たとえば高速道路のトンネルは

ボトルネックになる場合が多いが、その手前で渋滞が生じていてもトンネル内

に入ると交通がスムーズに流れることが実際の観測データからも確認されてい

る（たとえば巻上ほか（1983））。
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速度

（km／時）

ろ（9（∫））

レ｝（鷹）

臨（9）

　　　　　　　　　ヤへ
，齢・部分の一）＼

＼

巧（9）i

M

非渋滞

渋滞

　　　　　　　　　　　　　〃～9ω
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交通量（台／時）

図2・4　道路区間及びボトルネックの交通流の状態

ρ

　非渋滞流と渋滞流の境界は渋滞列の後尾であり、そこでは交通流が不連続に

なる。図2－1（c）の関係を適用すると、不連続点の上流側では交通量がg（’）、交

通密度がκN（g（∂）であり、下流側の渋滞列内部では交通量が％、密度がK」（％）で

ある。この不連続点の位置は時間とともに変化するが、この動きを前節で述べ

た衝撃波として定式化する。（2－5）式を適用すると、衝撃波の速度δ（りは次の式

によって与えられる。

δ（り一 l（諾≡継（り）　　　　　（外6）

上式右辺の分母は常に正であるから、流入交通量がボトルネック容量を上回る

（g（り〉呪）とき、G（りは負の値となる。このとき衝撃波は交通流と逆の方向

に伝播するので、渋滞列が上流側に延伸する。一方、　g（りく嵯のときδ（りは正

となるので交通流と同じ方向に伝播する。すなわち渋滞列は縮小する。

　ある時刻’における渋滞列の長さH（∂は次式のように計算される。
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H（り一L’一δ（肋　　　　　　　　　　　（2－7）
　　　　σ

　ここに研ま、流入交通量がはじめてボトルネックの容量を上回り、渋滞列の

形成される時点である。なお、次のような関係が成り立つことを示すことがで

きる　（Mun（1994））。

四一咽素（9（’））・｛論≡呈鴇ω）押gω）・・　陶

甥一一llil・』・’≦〃
（2－8b）

2－3－2　渋滞する道路の走行費用

　トリップは図2－3の地点Aから発生し、地点Bを目的地とする。道路の走行

費用は料金などの金銭的費用と時間費用から成るが、時間費用は道路区間の通

過所要時間に比例すると仮定する。いまαを個人の時間評価値、7ωを時刻’

に地点Aを出発した車が地点Bに到着するまでに要した時間とすると、この道

路区間の走行時間費用はα7roにより計算される。

　時刻’に単位時間あたりg（り台の交通量がこの道路に流入し、このときボトル

ネックから渋滞列が生じているものとする。このような渋滞列の内部では、上

で述べたようにボトルネック容量鷹に等しい交通量が流れているので、図2－4

よりその速度はろ（％）である。また、渋滞列よりも上流側では流入した交通量

がそのまま流れ、その速度は㌃（9（∫））である。したがってこの道路を走破するた

めの所要時間7（りは次の式によって表される。

7ω一

ここに五は道路区間の長さであり、」（りは時刻’に流入した車が経験する渋滞列

の長さである。上式の右辺第1項は渋滞列の内部を通過する時間であり、第2

項は非渋滞区間を走行する時間である。なお本モデルにおいて、ボトルネック

は長さを持たない点と仮定している。したがって上の式にはボトルネック部分

を通過する時間が含まれていない。

　さて、この7ωと流入交通量gωの関係を調べるため、（2－9）式をg（りに関して
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微分する。

諾鴇一一転生・・　　　　　　（2－10）

上の式より所要時間丁ωは流入交通量とともに単調に増加する。すなわちトリ

ップ費用曲線に反転部分は存在しない。また流入交通量一走行時間の関係は一

意ではなく、図2－5のように、そのときまでに形成された渋滞列の長さによっ

て無数に描ける。このことは、ある時刻’における走行時間は、その時刻以前

に道路に流入し、渋滞列の形成に寄与した車両に影響されることを意味する。

すなわち渋滞は、異なる時点に道路を利用する車の間で外部効果を発生させる。

以下ではこれを動学的外部効果と呼ぶこととするが、その具体的な内容は2－4

において示される。

　ところで（2－9）式に含まれる」（’）は、前節の（2－7）式で定義した渋滞長H（’）とは

微妙に異なることに注意されたい。すなわちH⑦は時刻’に存在する（すなわ

ち観察された）渋滞長であるのに対し、」（りは時刻’に流入した車が経験する

渋滞長である。道路区間に流入した車は渋滞の後尾に到達するまで非渋滞区間

をしばらく走行するので、その間に渋滞長が変化しているはずである。すなわ

ち時刻’に流入した車は
Jを経過した後で渋滞列の最後尾に達するので・

二つの変数の関係は次のように書ける。

」ω一Hl・繍〕
（2－11）

そして」（りの時間変化は次式によって記述される4。

4（2－ll）式の両辺を∫について微分し、（2－8a）式の関係を用いることにより、次が得られる。

’ω矧1一墳ll））｝

一G妬）

1一
G（’N）

琢（9ω）
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　　　　　　嵯一9（リ
ノ（り＝

　　　岨）一％（9（，））

ここに」（りは」（りの時間に関する導関数である。

（2－12）

s

壇

ノ8

／7

ノ6

　ノ5

　／4

　／3

　／2

」（り＝Jl

」1く12’
ｭノ3く14＜．．，

　　　　　　　　　　　　　　交通量（流率）g（の

　　　　　　　　　図2－5流入交逼量と走行時間の関係

2－4　均衡および最適道路利用

　朝夕のラッシュアワーや昼間の業務時間帯のように、交通需要に関して一つ

のまとまりとなる時間帯を考える。その時間帯は時刻’1に始まり時刻ちに終わ

・ζに榊繍である・上式に（・礎代入し鯉すると（一・得られる・
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るものとする。道路を利用するトリップ需要は時刻ごとに変動するが、各時刻

’におけるトリップ需要はその時刻に道路を利用した場合のトリップ費用にの

み依存すると仮定する5。したがって道路利用の逆需要関数はP（g，りのように与

えられる。このとき各時刻におけるトリップ数g（りは次の式を満たすように決

定される。

　　P（9（り，り＝α7（り、　　　∫1≦’≦ち

ここにT（りはトリップ所要時間であり、（2－9）式において定式化されている。

　一方、最適な道路利用とは、時刻∫1からちまでの時間帯の社会的余剰の和を

最大化することによって達成される。したがって目的関数は次のように定式化

される。

　　7－fl［B（’）一α9ωア（’）物　　　　　　　　（2－13）

ここに［］内の第1項B（りは時刻’における道路利用の社会的総便益であり、

第2項のαg（り7（りは総トリップ費用である。B（りは次の式により表される。

　　B（’）一「8ωP＠吻　　　　　　　　　（2－14）

　最適制御問題として定式化する。この問題における制御変数は各時刻に流入

するトリップ数g（りであり、状態変数は各時刻における渋滞長」（りである。状

態方程式は次のように記述される。

5同様の需要関数は、Verhoef（2001）、桑原（2002）においても採用されているが、このよう

な定式化は当該時刻にトリップを行うか否かという選択のみを考慮しているという点で

制約的である。他の時刻におけるトリップ費用に依存して、出発時刻問の代替が行われ

ることを考慮したモデルは次の第3章において扱われる。
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式（2－15a）は式（2－12）に基づいており、（2－15b）は、渋滞長が非負であることを考

慮したものである。また次のような渋滞長の非負条件がこの問題の制約条件式

として含まれる。

　　」（’）≧0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－16）

　最大原理を適用して、上の問題の最適条件を導出する（導出過程の詳細は付

論2－Cを参照されたい）。最適条件は交通状態に依存して異なる形になる。

　まず渋滞が存在しない場合（」（り＝0）は次の形になる。

　　　　P（9ω，り一αT（り・E、（9（’））　　　　　　　　　　（2－17）

ここに聯）一α9（’）瓢ぎ鴇・上の式の右辺第1項は私的トリップ費用で

あり、第2項の双（g（り）は非渋滞状態における交通量の限界的増加が、速度を

低下させることを通じて同じ時刻に道路に流入したすべての車のトリップ費

用を増加させる効果である。すなわちこれは静学モデルにおける混雑の外部効

果と同じものであり、（2－17）式の右辺全体は、渋滞の生じない場合の社会的限

界費用と解釈できる。したがって（2－17）式は、三富モデルにおける社会的最適

の条件とまったく同じである。

　一方、交通渋滞が存在する場合（」（り＞0）の最適条件は次の通りである。

　　P（9（’），’）一αrω凧（α’））・瑞ω　　　　　　　　　　　（2－18）

ここ剛一圓肱）一顧））｝舞　　　四

（2－19）式右辺の被積分項内の｛｝は、渋滞列内と非渋滞区間をそれぞれ単位距

離走行するために要する時間の差なので、これは渋滞長一単位あたりの遅れを

表している。そして御（のは、時刻tにおける交通量の増加がそれ以後の時刻u
　　　　　　　　　δ9σ）

における渋滞長を長くさせる効果である。したがって被積分関数は時刻tにお

ける一台の交通量増加が、その際に形成される渋滞列をより長くすることを通
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じて、t以降に流入するすべての車に、より長い渋滞走行をさせる効果と解釈

できる。したがって一Ed（りを動学的外部効果dnamlc　externalltと呼ぶことにす

る。これと対応させるため、E、（g（り）を静学的外部効果と呼ぶ。

　（2－18）式の右辺は、渋滞が存在する場合の社会的限界費用と解釈できる6。第

2項の瓦（g（り）はgα）＝肌のとき無限大になるので、この点は伝統的な静学モデ

ルによる社会的限界費用と同様の性質である。しかし略くg（りく肌の範囲では、

渋滞が発生するが、（2－18）式の右辺は有限になる。このとき需要の水準が大き

ければ、最適な道路利用のもとでも交通渋滞が起きる可能性がある7。

　最適な道路利用を分権的に達成するためには混雑料金を課する必要がある。

混雑料金のもとでの利用者均衡の条件は以下の通りである。

　　P（9（り，り＝α7（∫）＋τ（り、　　　’1≦’≦ち

　最適条件（2－17）と（2－18）を上の式と対応させることにより、最適な混雑料金は

次のようになる。

姻一 aFε1；』あ繍：1　（鵬

渋滞が存在するときに最適な道路利用を達成するためには、静学的外部効果と

動学的外部効果の和に等しい混雑料金を徴収する必要がある。動学的外部効果

は、時刻が早いほど大きな値となる8。早い時刻に道路区間に流入して渋滞の形

成に貢献すると、その後より多くの車に動学的外部効果を与えることになるた

めである。最適な混雑料金は、早い時刻に出発するトリップにより高い料金を

課することによって動学的外部効果を内部化するのである。

2－5　おわりに

6桑原（2002）の示した「動学的限界費用」は（2－18）式の右辺と同じものである。彼のモデ

ルはボトルネックでの待ち行列のみを考慮しているので、第2項のE。（9（り）は存在せず、

E4（’）に相当する項も（2－19）式とは異なった形であるが、意味するところは同じである。

7Mun（1994）は、数値例によって最適のもとで渋滞が生じることを示した。
8このことは（2－19）式のEd（’）を時間に関して微分すると負になることからわかる。
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本章では、衝撃波の理論により交通渋滞の発生メカニズムをモデル化すると

ともに、交通渋滞が存在するときの、最適な道路利用の条件を導いた。ここで

得られた結果は次の通り。

　（1）トリップに関して定義された走行費用関数は流入交通量の単調増加関数

である。

（2）最適な道路利用を達成するためには、動学的外部効果を考慮した混雑料金

を徴収する必要がある。

　（3）最適な道路利用のもとでも、交通渋滞が生じる可能性がある。

　最後の結果は、本章における交通需要関数の仮定に依存する。ここでは各時

刻のトリップ需要がその時刻のトリップ費用のみに依存すると仮定した。本章

では、伝統的アプローチと比較可能な枠組みで交通渋滞の理論を展開すること

によって、その特性を明らかにすることをねらっていたので、時刻間の代替を

無視した。次の章では、個人がすべての時刻のトリップ費用を考慮して出発時

刻を選択するという対照的な仮定のもとで分析する。その場合、最適な道路利

用のもとで交通渋滞は生じない。

　本研究で示したような、動学的外部性を考慮した混雑料金を実際に徴収する

ことは容易なことではない。なぜなら、（2－20b）式の右辺第2項には料金を徴収

する時刻よりも後の交通量に関する情報が必要であり、これを正確に知ること

は困難と思われる。不完全な情報にもとづいて計算された料金を徴収されるこ

とには、道路利用者の同意も得られ難いだろう。しかし日々繰り返される交通

量の時間変動には一定の傾向も見られるので、それをもとに時間帯別交通量の

予測精度が向上されるのであれば上述の困難はある程度克服可能である。

愚論2－A：　「超混雑」に関する議論の総括

　図2－Aは、　「超混雑」の議論において用いられる道路の走行費用と需要曲線

を描いている。図において走行費用曲線はX－Y－Zのように反転している。そし

てその反転した部分Y－Zに相当する状態が「超混雑」と呼ばれている。
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　まずは、図2－Aのような費用曲線がいかにして描かれたかについて述べてお

く。道路の走行費用は所要時間に比例し、所要時間は走行した距離を速度で除

したものとして定義される。この定義にしたがい、図2－1（b）における交通量一

速度関係を交通量一走行時間（費用）関係に変換すれば、確かに図2－Aにおける

X－Y－Zのように反転した走行費用曲線が描ける。しかし交通量一速度関係は、

2－2で述べたように、道路上のある地点において成立するものであり、より長

い道路区間に対しては適用できない。

走行

費用

X

Z

01

SMC

Y

図2－A

　　　　　　　　交通量

「超混雑」の理論における均衡と最適

　さて図2－Aでは、41やげ2のように需要曲線を描き、費用曲線との交点（図の

点ElやE2）において均衡交通量が決まるとしている。ここで点E1では均衡にお

いて「超混雑」が生じるとされている。社会的限界費用はSMCのように描か

れ、需要曲線との交点（図の点01や02）に相当する交通量が最適であるとして
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いる。そしてそのような最適解を達成するためにはSMCと走行費用（＝私的

費用）との差に等しい混雑料金を徴収することを主張する。社会的限界費用曲

線は道路の交通容量（図2－Aの点Yに相当する交通量）に近づくにつれ無限大

に発散する。したがって、需要曲線がいかなる高水準になろうとも、最適にお

いて「超混雑」の存在は許されない。これは、　「超混雑」の生ずる場合、同量

の交通をより低い費用で処理できるためであると解釈されている。

　以上の理論における費用曲線と需要曲線の定義には不整合がある。このこと

は、「超混雑」の生じる場合、特に問題になる。それは図2－Aにおける縦軸の

費用の解釈である。需要者側からみれば、縦軸の費用は道路区間を走破するこ

と、すなわちトリップのために要する費用と解釈すべきである。トリップとは、

空間的に離れた二つの地点間の移動である。したがってトリップを行うかどう

かの意志決定、すなわちトリップ需要は、出発地から目的地までの費用を考慮

して行われるはずである。一方、図2－Aにおける費用曲線は、上述したように、

道路上の一地点でのみ成り立つ交通量一速度関係にもとづいて描かれたもの

である。これより明らかなように、従来の理論における需要曲線と費用曲線は、

本来、同一平面上に描くことはできないのである。本文の2－3で示したように

一地点における関係ではなく、トリップに関して走行費用曲線を描くと、渋滞

が起きても、図2－Aのような反転部分を持たない。したがって渋滞の存在する

場合、点E1のように均衡解が求められるとすることは正しくない。

　図2－Aのように反転する費用曲線を想定する経済学者の多くは、　「超混雑」

（交通渋滞）の状態がなぜ起きるかについて深く考察することなく分析を行っ

ているようである。渋滞は、図2－3に示すように道路区間の途中に交通容量の

低いボトルネックが存在し、上流からの交通量がボトルネックの容量嵯を上回

るときに生ずるものである。このときボトルネックを通過できなかった車が待

ち行列を形成し、これが上流方向に伸びるが、この待ち行列の内部における交

通流の状態が渋滞に相当する。

　従来の「超混雑」の理論ではボトルネックを明示的に考慮せず、単一の交通

量一費用関係に基づいているが、これは均一な道路区間を対象に渋滞の分析を

行っていることを意味する。実際には、渋滞は均一な道路区間では生じない。
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均一な道路区間では、流入交通量がその道路の交通容量を下回る限り、それら

は渋滞することなく一定時間後に下流端から流出する。容量を超える交通量が

流入しようとした場合は、当該道路区間の中ではなく、道路に入る直前で渋滞

列が形成され、上流に伸びるので当該区間にはやはり渋滞は生じない。何らか

の原因により、道路区間の途中で渋滞に該当するほど高い密度の交通流の状態

になったとしても、それは間もなく解消される。なぜなら、そのような箇所の

交通流の速度は低くなるが、その箇所の前方にはそれより密度が低く速度が高

い交通流があるので、それら二つの交通流の間には車の存在しない空間が生じ

る。このとき一時的に生じた渋滞流は前方の空間を詰めるよう加速することに

よって密度を低下させることができるので、やがて渋滞は解消する。最近、

Verhoef（2001）は、追従モデルを用いて上述のプロセスを厳密に記述することに

より、均一な道路区間において渋滞状態が持続し得ないことを示している。

渋滞はボトルネックの存在抜きには考えられない。その意味で、Walters（1961）

がここでいう渋滞をボトルネック混雑と呼んだのは正しいが、彼の分析内容は

そのような呼称と対応していなかった。

　伝統的アプローチは、基本的に静学的分析であり、交通流の定常性を想定し

ている。しかしこの想定は、渋滞の問題を取り扱うためには不適当である。た

とえば、定常的にボトルネック容量を越える一定の交通量が流入した場合、渋

滞列はいつまでも伸び続けるので、同じ流入交通量に対しても、流入した時刻

によって渋滞列の長さは異なり、したがって走行費用も異なる。渋滞を考慮す

るためには、動学的分析が必要である。

　ただし流入交通量が容量を下回り、渋滞が生じない場合は、定常性を仮定し

ても問題はない。またこの場合は、道路区間が均一であれば上流からの交通量

がそのまま終点から流出するので、断面交通量と速度の局所的関係を全区間に

引き伸ばすことができ、図2－AのE2点のように均衡と最適を決めても定性的に

は間違いではない。すなわち伝統的アプローチは、渋滞の生じない限りにおい

て正しい結果を与える。

　ところでElse（1981）は、需要曲線及び費用曲線を交通密度について定義する

という、代替的アプローチを提案した。速度は交通密度の単調減少関数である
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ことから交通費用を密度の増加関数とし、交通量で定義した費用曲線が反転す

る問題を回避しようと試みたのである。同様の主張は、Evans（1992）、

Kawashima（1988）、松澤（1992）においても見られる。密度が大きくなれば速度が

低下するので費用が増加するという関係は正しい。しかし密度に関して定義さ

れた費用曲線を用いて均衡を求めるためには、需要関数も密度に関して定義す

る必要がある。しかしストック変数である密度を道路利用者の意志決定変数と

するような行動理論は経済学に存在しない。経済分析における意思決定変数は、

消費や生産のように単位期間あたりの数量を表すフロー変数で定義すべきで

あろう。意思決定変数がElse自身の主張する”completed　journeyllであるために

は、それは交通密度ではなく、道路の始点から終点までの「トリップ」につい

て定義すべきである。なお定常状態であれば、トリップは交通量の定義と一致

する。このElseの議論をめぐって、様々な論争が行なわれたが、それらはいず

れも均一な道路区間を対象とした静的分析の枠内にとどまったものなので、か

えって議論を混乱させただけの不毛なものであった。

　以上より、　「超混雑」に関するこれまでの議論では、動的な現象である渋滞

を伝統的な静的モデルにもとづいて議論したこと、ボトルネックの存在を考慮

せず均一な道路区間において渋滞が生じると考えていたこと、そしてトリップ

費用と局所的な交通量一速度関係（あるいは密度一速度関係）を混同したこと

が誤まりの原因である。

　以上の議論とは別のところで、実はVickrey（1969）以来、ボトルネック混雑に

関する経済学的研究が行われている。このモデルは、ボトルネックを通過する

ための待ち時間に基づくものであり、ドライバーの出発時刻選択を組み合わせ

てピークロード料金の分析が行われている。ボトルネック混雑の基本モデルに

ついては、次の章の3－2において解説される。経済学の文献では、このボトル

ネックモデルが、先に述べた交通量一速度関係に基づく混雑理論と互いに無関

係のものであるかのように紹介されているが、実はいずれも、本来、統一的な

交通流理論の体系から一部分を切り出して簡略化したものなのである。vickrey

モデルは、現象の本質を損なうことなく、操作性の高い枠組みを構築した点で

優れているが、交通流の取扱いは過度に単純化されている。そこでは車が出発

地からボトルネック地点まで（他の車に影響されず）一定の速度で走行するも
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のと仮定されている。このことは、ボトルネックを通過するための（待ち時間

は考慮されているものの）待ち行列の物理的長さはゼロであることを意味する。

これは、あたかもボトルネック地点に車を駐車する広いスペースがあり、各車

は自分の番がくるまでそこで車を止めて待つことができるような状況を想定す

ることになる。Arnottら（1990a）においても、今後の課題の一つとして渋滞現象

を明示的に取り扱うべきであると述べている。

付論2－B：交通流理論の補足

（2－1）の導出：

密度κ、速度7、交通量gの均一な交通流がある地点κを流れているものと想

定しよう。この地点から上流側に7離れた地点とxの間に存在する車の台数は

κ7に等しい。単位時間の間にこの1（7台の車がすべて地点xを通過するが、そ

れは交通量の定義よりgそのものである。

交通量一密度関係について：

　式（2－2）をKで微分すると

　　聖＝7＋κ巫
　　詔（　　　　詔（

右辺第1項は、速度一定のまま密度が増加したとき通過交通量が増加する効果

を表している。第2項は式（2－1）よりプ（κ）＜0なので負の値である。密度が増加

すると速度が低下するのでその地点を走り抜ける台数が少なくなる、すなわち

通過交通量が減少することを表している。密度が低い状態では上式右辺第1項

の効果が支配的なので璽は正になる。逆に密度が高い場合璽は負になる。密
　　　　　　　　　　凶（　　　　　　　　　　　　　　　　　　認（

度がゼロのとき、（車が存在しないので）交通量もゼロである。一方、密度が非

常に高い場合（前の車との間隔がゼロに近いとき）車は身動きできず速度はゼ

ロになる。このときもやはり交通量はゼロである。また通過交通量が最大とな

る密度K層が存在するが、そのような最大交通量が交通容量である。以上より

g一κ曲線が図2－1（c）のような形になることがわかる。図2－1（b）のg－7曲線につ

54



いても同様である。

（2－5）式の導出：

図2－2に示すように、時刻’に地点xにあった不連続点がGの速度で運動して

いるものとする。単位時間経過後、すなわち時刻’＋1において不連続点はκ＋G

の位置にあるはずである。κとx＋Gの間の区間における’から∫＋1までの交通

状態変化を考えよう。この区間にはgσの交通量が流入し（2Dの交通量が流出す

るので、単位時間当たり2ザ9D台の車が溜まる。一方、長さGの区間に存在す

る車の数は時刻’の1（DG台から時刻’＋1にはんσG台へと変化しているので、そ

の間の変化は1（σG－1（DGである。したがってgσ一g、＝κσG－1（DGから（2－3）式が得

られる。

　もう一つの導出法を紹介する。いま道路の横で観察者が常に不連続点と並ん

で動くことができるものと想定しよう。このとき観察者から見た車の相対速度

は絶対速度マイナスGになる。観察者から見ると、上流側でκσ（砺一G）、下流

側で邸（巧）一G）の交通量が流れている。そしてこれらはいずれも観察者の前を通

り過ぎる車の台数なので等しくなるはずである。したがって
1（σ（玲一G）＝κD（ろ一G）が成り立つ。この式をGについて解き、gσ＝κσ砺、

9D＝κρろの関係を用いれば（2－5）式が得られる。

付論2－C：最適な道路利用の条件

最大原理によれば、この問題の最適解は次のハミルトニアンを最大化する。

　　〃（り＝B（り一α9（り7（り一Ω（りGω　　　　　　　　　　（2C－1）

ここにΩ（’）は状態方程式（2－15）に関する随伴変数（costate　variable）である。各

時刻毎の制約条件が含まれるので、次のようにラグランジアンを定義する。

　　∠コ（り＝ノ／（り＋η（’）」（り

ここにηα）は制約条件式（2－16）に関するラグランジュ乗数である。

　最適条件は次のように書ける。

P（9ω・り一α7（り一α9（’）懲）轟）一Ωω1ぎ8一・

（2C－2）

（2C－3）
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　　η（り」（り＝0，　　　　　η（り≧0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2C－4）

また随伴変数Ω（りは次の式を満たす。

　∂君　　　一一虚ω
　∂」（’）

　　　一辺ω伝杭）一玲（19ω）｝・ηe）　　　（2G5）

時間帯の終端時刻ちは固定されているので、横断性条件は次のようになる。

　　Ω（ち）＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　（2C－6）
　したがって式（2C－5）を時刻’から’、まで積分し、横断性条件（2C－6）を考慮する

と次の式を得る。

Ωω一陣ω誌）一応））｝・η触　（2G7）

　最適条件は、交通状態によって異なる形になる。

　交通渋滞が存在しない場合（」（’）＝0）、　状態方程式は（2－15b）のケースが該

当するので亜。・となる．このとき（2C．3）は下記の形になる．

　　　　　4（2

　　　　P（9ω・　一αT（り・α9（’）警）轟）　　　（2G8）

　一方、交通渋滞が存在する場合、」（り＞0なのでη（り＝0になる。また状態方程

式は式（2－15a）のケースが該当するが、このとき（2－8b）と同様にして

♂（｝（’）＿　　6〃（〃）が成り立つ。この関係と式（2C－7）を式（2C－3）に代入すると、次が得

49（’）　　　　49（り

られる。

P（9卵（棚需）轟）・r曜ω伝あ繭）｝諜iぬ（2G9）

式（2C－8）と（2C－9）は、それぞれ、本文における式（2－17）と（2－18）に対応している。
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第3章　通勤ラッシュアワーにおけるピークロード問題典

3－1　はじめに

　朝の出勤ラッシュアワーにおける交通渋滞は、多くの都市で共通に見られる

代表的な交通問題である。朝7時台から徐々に混雑が始まり、8時30分から9

時半かけて最も激しくなった後、9時を過ぎて解消に向かうというのが、毎日

のように繰り返される典型的なパターンである。このような道路利用の時間的

変動は資源配分上どのような点で問題なのか、またこれに対しどのような政策

をとるべきか、などの問いに答えることが本章の目的である。

　ラッシュアワーにおける混雑の時間変動は、人々のトリップ時刻選択の結果

である。都心部にあるほとんどの企業は朝の9時に業務を開始するので、その

時刻ちょうどにオフィスに到着することがすべての労働者にとって望ましい。

しかし交通容量の制約があるのでそのような交通パターンは実現不可能である。

したがって一部の労働者は、始業時刻よりも早くオフィスに到着することにな

る。オフィスに到着してもすぐに仕事を始められるわけではないので、始業時

刻まで待機することになるが、この待機時間の機会費用をスケジューリング費

用と呼ぶ。個々の労働者は、早めにオフィスに着くよう出発すると、比較的交

通混雑による遅れが少なく済むが、オフィスにおけるスケジューリング費用が

大きくなるというトレードオフに直面する。

　本章では、朝のラッシュアワーにおいて、各労働者が混雑とスケジューリン

グ費用とのトレードオフを考慮して出発時刻を選択する行動を定式化し、時刻

別道路利用の均衡解とその社会的効率性を分析する。

　以下、3－2ではまず出勤ラッシュアワーにおける通勤者の出発時刻選択のモ

デルを提示し、均衡および最適な出発時刻分布を求める問題を定式化する。3－

3では、ラッシュアワーの問題について従来から研究されてきた代表的なモデ

＊本章は、Mun（1999）およびそれを改訂した文（2001）に基づいている。改訂に際しては桑

原雅夫教授より重要なご指摘をいただき、モデルの再定式化と数値計算をやり直した。

またKen　Small，　Robin　Lindseyの両教授からも貴重なコメントをいただいた。
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ル、すなわちHenderson（1981）によるフロー混雑モデル、およびVickrey（1969）

一Arnott，　dePalma，　Lindsey（1990a）によるボトルネックモデルにもとつく分析を

紹介する。そして3－4では、第2章で定式化した交通渋滞の動的モデルにもと

づいて同じ問題を分析し、このモデルが従来のモデルを特殊ケースとして含む

という意味で一般性の高いことを示す。3－5では、数値シミュレーションを通

じて、均衡および最適な道路利用のパターンと経済厚生の関係について分析す

る。

3－2　通勤ラッシュアワーにおける均衡と最適

3－2－1　出発時刻選択と均衡

　毎朝、N人の労働者が郊外の住宅地からCBDにある勤務先まで車で通勤する

ものとする。通勤費用は、トリップ時間費用とスケジューリング費用および道

路料金（課される場合）から成る。トリップ時間費用は、住宅地から勤務先ま

でのトリップのため道路を走行する時間に関する機会費用である。スケジュー

リング費用は、始業時刻よりも職場に早く着いたり、遅く着くことによって発

生する。前者の場合は始業時刻までの待ち時間による機会費用、後者の場合は

遅刻によるペナルティである。時刻’に自宅を出発したドライバーの通勤費用

。ωは次のように表される。

　C（’）一αア（’）・β（2＋7（’））・・（’），ゲ・・r（’）≦2　　　　　　（3－1・）

　C（り＝α7（り＋γ（’＋7（リィ）・・（り，ゲ’・T（り・2　　　　　　（3－1b）

ここにT（りはトリップに要する時間、τ（りは通行料金である。そしてαは走行時

間の金銭的評価値、β，γはそれぞれ、早着による待機時間の価値、遅刻時間当

たりペナルティである。なおβくα〈γを仮定する1。また2は始業時刻である。

本章では、CBDにある全企業の始業時刻が同一であると仮定する。什7（りは時

1β・αは、オフィスにいれば車の中で過ごすよりもイ可かしら有用なことがそ了えるという

ことを考慮すると妥当である。また遅刻によるペナルティは旅行時間より高い、すなわ
ちα＜γも自然な仮定である。以上の関係は、Small（1982）による実証研究でも確認され

ている。



刻’に出発した人が職場に着く時刻なので、（3－la）は早着する場合の通勤費用、

（3－1b）は遅刻する場合の通勤費用である。

　各通勤者は通勤費用を最小化するよう出発時刻を選択する。労働者は始業時

刻ちょうどに職場に着けばスケジューリング費用はかからない。しかしすべて

の労働者が始業時刻ちょうどに着くことは不可能なので、大半の者は始業時刻

の前か後に着くことになる。均衡は、どの個人も出発時刻を変更する誘因を持

たなくなるような状態と定義される。そのような状態は、出発時刻に関わらず

通勤費用が一定であるとき達成される。したがって均衡条件は次のように書け

る。

　　　　バ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ホ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ
　αT（’）＋β（’一’一丁（’））＋τ（∫）＝C，　　　　　グ　’1≦’≦’一7（∫）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－2a）

　　　　　　　　バ　　　　　　　　　　　　　　　　ホ　αT（’）＋γ（∫＋『（’）一’）＋τ（’）＝C，　　　　　グ　’一7（’）〈’≦ち　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－2b）

rlg（り鱈　　　　　　　　　　　（3－2・）

　ここに’1，ちは、それぞれ、ノ〉人のドライバーの内最も早く出る者、最も遅く

出る者の出発時刻である。すなわちラッシュアワーの開始時刻、終了時刻であ

る。またg（のは時刻’に住宅地を出発する労働者の数であり、それは道路の入

り口における交通量に等しい。g（りの単位は（人／分）であり、出発率とも呼

ばれる。そしてC＊は、均衡時に各ドライバー間で等しくなる通勤費用である。

（3－2c）式の左辺はラッシュアワーの間に出発した労働者の総数である。

　いま道路の通行料金が課されない、すなわちτ（り＝0であるものとする。そし

て（3－2a）、（3－2b）式の両辺を時間に関して微分すると、次の式が得られる。

グ’1≦’≦∫一7（り

グ’一7（’）＜’≦ち

（3－3）

これは無料金均衡の条件式である。プ（りはトリップ時間の時刻に関する導関数

であるが、その具体的な形は、交通混雑のモデルをどのように定式化するかに

依存する。
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3－2－2　最適な道路利用

　総トリップ数が与えられているので、社会的に最適な道路利用はラッシュア

ワー中の総通勤費用を最小化することである。したがって目的関数は次のよう

に書ける。

呵1びσ）2（磁・∫許C2（りC（磁　　　　　　　　（3－4・）

ここにC1（∫）＝α7（∫）＋β（2一’一7（’））　　　　　　　　　　　（3－4b）

　　　C2e）＝α『（り＋γ（’＋『（り一2）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－4c）

上式におけるC1（’），C2（’）は、それぞれ始業時刻よりも早く着く者、遅く着く者

の通勤費用である。また1は、ちょうど始業時刻に着く者が自宅を出発する時

刻である。すなわち1＋7σ）＝2が成り立つ。解くべき問題は、（3－2c）式の制約の

もとで総通勤費用を最小化するような交通量の時間配分2（りを求めることであ

る。

3－3　交通混雑のモデルとピークロード問題

　朝のラッシュアワーにおけるピークロード問題については、混雑のモデル化

に際して、大別すると二通りのアプローチがなされており、それらは混雑料金

の効果に対して異なった結論を導いている。Henderson（1981）は、道路の走行費

用が交通量の単調増加関数であると仮定したモデルに基づいて、この問題を分

析した。彼は、混雑料金を導入した場合、無料金均衡に比べ社会的最適解にお

けるラッシュアワーの長さが長くなる、すなわち出発時刻分布がより分散する

ことを示した。その結果、混雑料金を課すことによってドライバーの厚生は悪

化する。一方、Vickrey（1969）及びArnott，　de　Palma　and　Lindsey（1990a）らは、ボ

トルネックにおける待ち行列として混雑をモデル化している。このモデルでは、

無料金均衡と社会的最適解におけるラッシュアワーの長さは等しくなり、ドラ

イバーの厚生、すなわちドライバーの負う私的費用は混雑料金を課しても変化

しないという結果が得られる。

　上の二通りのモデルによる分析結果は大きく異なっている。以下では、これ
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らについて詳細に検討することにする2。

3・3－1　Hendersonのフロー混雑モデル

Henderson（1981）は、トリップ時間が交通量の単調増加関数であると仮定してピ

ークロード問題を分析した。すなわちトリップ時間を次のように定式化する。

　T（’）＝乃（9（り），　乃’（1）＝0，　〃（9）＞0，　乃”（9）≧0

上の仮定にしたがえば、時刻の進行にともなうトリップ時間の推移は

2（りニ〃◎（りとなるが、これを無料金均衡の条件である（3－3）式に適用すると、次

が得られる3。

　　　　β
9（’）ニ　　　　　　＞0，
　　　（α一β）万

　ぬ　　　　　　　バ
ヴ’1≦’≦卜7（り （3－5a）

　　　　　γ9ω＝一　　　　　　　く0，
　　　（α＋γ）〃

　ハ　　　　　　　　　　　　　　　　　　ホ

グ’一rω＜’≦’、 （3－5b）

ここに’1，ぢは、それぞれ、均衡におけるラッシュアワーの開始時刻と終了時刻

である。上の式より早着時間帯には交通量が時間とともに増加し、遅着時間帯

2同様の枠組みで通勤ラッシュアワーを取り扱った研究は、Mahmassani　and　Her皿an（1984）、
Newell（1988）、　Chu（1993，1995）、坂下（1994）らによっても行われている。　Mahmassani　and

Herman（1984）は、速度一密度関係にもとづいて定義された走行費用関数を用いたモデル
を定式化している。このモデルは、均一な道路区間を対象としているにも関わらず、均
衡において渋滞が生じるとしている。しかしNewell（1988）も指摘したように、ボトルネ
ックのない道路区間では渋滞は起こり得ない。またこのようなモデルに基づく分析は、
後で出発した車が早く目的地に到着するという奇妙な結果を導くことが、Chu（1993）によ
って指摘されている。Newell（1988）は、流体理論に沿って厳密に定式化されたモデルに基
づいて利用者均衡および社会的に最適な出発時刻分布を導いている。しかし均一な道路
区間を対象としているので、渋滞に関する分析は行われていない。坂下（1994）は、
Mahmassani　and　Hermanとほぼ同様のモデルに基づいて最適な出発時刻分布を導いてい
る。その結果、最適な交通量は時間を通じて一定であり、それは道路区間の容量に等し
いという結果を得ている。さらにChu（1995）は、　Hendersonのモデルにおける走行費用を
到着地の交通量の関数として再定義し、同様の分析を行った。しかし交通流のモデルと
してそのような費用関数の正当性は疑問である。いずれにせよ、以上のモデルは、ボト
ルネックのない均一な道路区間を対象としており、渋滞現象を明示的に分析することは
できない。

3Henderson（1981）におけるスケジュール費用は、本章の3－2で定式化したものとは異なる。

彼はオフィスへの希望到着時刻とのかい離ではなく、自宅での希望出発時刻とのかい離
についてスケジューリング費用を定義している。また、スケジューリング費用関数が希
望出発時刻を中心にして対称的な形を仮定している。しかしこのような違いは、結果に
本質的な影響を与えないので、比較が容易になるように3－2の定義に沿って定式化して
いる。
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には減少する。上の式をさらにもう一度時間について微分すると、早着・遅着

のいずれの場合でも¢（りく0となることがわかる。したがって早着時間帯におい

て交通量の増加率は時刻とともに逓減し、遅着時間帯では減少率が逓増する。

一方、最適な道路利用の条件は、上のT（りを3－2－2で定式化した問題に適用す

ることにより求められる。すなわち

　　（α一β）｛乃＋乃’9（∫）｝＋β（2一’）＝co，　据。≦’≦2－r（り　　　　　（3－6・）

　　（α＋γ）｛乃＋〃9（’）｝＋γ（’一2）一co，　ガ2－r（りく’≦4　　　　　（3－6b）

ここに40逐は、それぞれ、最適なラッシュアワーの開始時刻と終了時刻である。

無料金均衡の場合と同様に（3－6）式の両辺を時間で微分すると、次が得られる。

◎（り一 iα一β）（2悪闘）・9塀・’・2－T（り （3－7a）

¢（り一一 iα．γ）（2多．が9（，））・似幽（り・’・’8　　　（3－7b）

同様にして、上の式についても¢（りく0となる。したがって出発率関数g（りの形

状は無料金均衡と同様である。

　このような最適解を分権的に達成するための混雑料金は、（3－6）式を（3－2）式と

対応させることにより、次のように求められる。

姻一C＝鋤器物ll識）　　　　　（3刷
上の式において万g（りは時刻’に出発する労働者が一人増えることによりその

時刻に道路を利用するすべての者が被る旅行時間の増加分である。最適な混雑

料金はこのような混雑の外部効果に等しくなるよう設定する必要がある。なお

最初に出発する通勤者にとってはτ（∫1）＝0である。

　図3－1には、以上の分析をふまえて無料金均衡および社会的最適のもとでの

出発率の時間変動が描かれている。図では社会的最適のもとでは出発率曲線の

勾配が無料金均衡のときよりも緩やかに描かれている。これは（3－7）式を（3－5）式

と比較すると、社会的最適のもとでの◎（りの絶対値が無料金均衡のもとでのそ

れよりも、あらゆる時刻において小さくなるからである。この関係と、両ケー

スとも曲線の下側の面積がNに等しいことを考慮すると、社会的最適の出発分
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布は無料金均衡の場合よりも前後に広がらねばならない。したがってラッシュ

アワーは社会的最適の方が早く始まり、遅くまで続く。すなわち4〈イ、ぢ〉ぢで

ある。このことは社会的最適のもとでのラッシュアワーが無料金均衡の場合よ

りも長いことを意味する。また図では7＊＜10となっているが、これは

g（め＞g（10）であることを考慮して、7＊＋7σ＊）＝7と10＋7（10）＝2を比較すれば明ら

かである。

　ラッシュアワーの長さは私的厚生の水準と密接な関係がある。ラッシュアワ

ーの開始時刻’1において最初に住宅地を出発する者は他の車の影響をまったく

受けないので自由走行速度でトリップを行うことができる。したがって（3－2）式

と（3－6）式にτ（ち）＝0、乃’（1）＝0を適用すると、次の関係が得られる。

　　　　　　　ハ　　　　　ホ　　　　　　　　　　＊　（α一β）乃（1）＋β（卜’1）＝C

　（α一β）乃（1）＋β（2一’f）一co

既に述べた’f＜イの関係を上の二式に適用して比較することにより、co＞C＊とな

ることがわかる。coは最適における料金込みの通勤費用なので、混雑料金を導

入した場合の私的通勤費用は無料金均衡のもとでの費用よりも大きい。混雑料

金の導入により利用者の私的厚生は低下するのである。この結果は第1章で示

した標準的な静学モデルで得られた結果と同様である。
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出発率

　9ω

　　　均衡

一一 ﾅ適

　　　　　　　　　　　　　　　　　孟
’10 @ぺ Z＊70

ホ

’2　　’20

図3－1Hendersonのモデルによる均衡と最適

　H：endersonのモデルは、本質的には静学的な混雑モデルに時間の次元を追加

したものに過ぎず、真の意味では動学モデルとはいえない。また交通流の物理

的法則をふまえて考察すれば、このモデルにおける均衡の存在可能性がきわめ

て限定されることが明らかになる。以下ではこの点について検討しよう。

　静的モデルにおいては交通量gに対して様々な解釈が可能であるが4、ここで

対象とするように、連続時間のラッシュアワーの問題におけるg（りは、時刻’

前後の非常に短い時間に流入する単位時間あたり車の台数（あるいは時刻∫に

おける瞬間的な流入率）と解釈するほかない。これは第2章で述べたような交

通流理論における交通量の定義と一致する。このときトリップ時間が流入交通

量の単調増加関数であるということは、図2－1のQ－v曲線における上半分の関

係のみを想定することを意味する。したがってHendersonモデルのトリップ所

要時間を交通流理論にしたがって定義すると次のように書ける。

4たとえば一日の総交通量、ピーク交通量、あるいは定常的に流入する交通量など。
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　　　　ゐ　r（り＝
　　　臨（9（’））

そしてトリップ時間の時間的推移は

劾一一
o　　　Le（2（り）毒）◎ω （3－9）

となる。

　均衡条件（3－3）式によると、早着時間帯において7（りは一定の率で増加し続け

ねばならない。ところが上の式により求められる7（りには上限があり、それは

流入交麗の上概（二二間の容量）に対する％潤に等しい・緻六二

が大きい場合、式（3－2c）よりラッシュアワーが長くなるので、ア（りの増加する時

間帯の途中でこの上限に達してしまう可能性がある。遅着時間帯においても同

様である。このとき式（3－2c）を満たし、かつすべての出発時刻において通勤費

用が等しくなるような均衡は存在しえない。すなわちHendersonのモデルでは

無料金均衡の存在しないケースが広範に生じるのである。混雑水準が各時刻の

交通量のみに依存して単調増加するというモデルは、所要時間の増加が主たる

要因である道路混雑を表すモデルとしては不適切であるが、混雑による疲労や

不快が主たる要因である公共交通機関の混雑には適用可能である5。

3－3－2Vickrey型のボトルネックモデル

　このモデルはVickrey（1969）において初めて定式化されたが、経済学者の間で

広く知られるようになったのは、Arnott，　de　Palma　and　Lindsey（1990a）によって

再検討がなされて以降である。以下の説明は、Arnottらの記述に基づくもので

ある。

　住宅地とCBDは一本の道路で結ばれており、道路にはCBDの直前にボトル

ネックがあるものとする。車は自宅からボトルネック地点までを一定速度で走

行することができる。したがってこの区間の走行時間は一定値であり、乃と表

記する。交通量がボトルネック容量呪を超過する場合にはボトルネック後方に

5奥村・小林・田中（1999）は鉄道混雑に対してそのようなモデルを適用している。
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待ち行列が発生する。時刻∫に出発した場合のトリップ所要時間ア（りは、次のよ

うに定義される。

　　　　　　ハ4（’）
　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－10）　　7（’）＝乃＋

ここにM（りは（車の台数で測った）待ち行列の長さである。したがって上の式

の右辺第2項は待ち行列の中で過ごす時間を表す。

　時刻’に出発した人が経験する待ち行列の長さは次のように求められる。

　　M（り一『1［9（・）一贋捧・　　　　　　　　　　　　（3－11）
　　　　　9

ここに、’gは待ち行列が発生する時刻であり、g（りは時刻’に住宅地を出発する

トリップ数である。（3－ll）式を（3－10）式に代入して得られた式を時間’に関して

微分することにより、下記のようにトリップ時間の時間推移が得られる。

　　2（，）。塑．。9の一鷹　　　　　　　　　（3－12）
　　　　　”～　　％

この式を無料金均衡の条件式（3－3）に代入すると、各時刻の出発率が次のように

求められる。

　　9（り一．璽，　　グ，1≦，・1　　　　　　　（3．13。）
　　　　α一β

　　9（り一皿，　　グ1．，・，2　　　　　　　（3．13b）
　　　　α＋γ

ここに∫1は最初の通勤者の出発時刻、らは最後の通勤者の出発時刻である6。ま

た7は始業時刻ちょうどに着く通勤者が自宅を出発する時刻であり、1＋7（1）＝2

を満たす。上の式からわかるように、早着時間帯においてはg（り〉瑳なので、

待ち行列が形成される。時刻’1に出発する最初の通勤者は待ち行列に遭わない

ため、通勤費用は次のようになる。

　　C（’1）＝（α一β）乃＋β（’一’1）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－14）

均衡が達成されたとき、任意の出発時刻∫においてC（の＝C（’1）＝びが成り立つの

6均衡において、’1は式（3－11）の’g（待ち行列が形成され始める時刻）と一致する。
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で、’1が求められれば、均衡通勤費用びが得られる。そのためには、下の方程

式を∫1，’2，1について解かねばならない。

　　N一「ぐ9（り読　　　　　　　　　　（3－15・）

　　’＋7（’）＝’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－15b）

　　M（ち）＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－15c）

式（3－15a）は、’1と’2の間に家を出た通勤者の合計がんであることを意味し、式

（3－15c）は、時刻’2に出発（すなわち最後に出発）した者が待ち行列に遭わない

ことを求めている。Mσ2）＞0だと、出発時刻を遅らせることによって通勤時間

を節約できるので、均衡とはならないからである7。

　上の方程式を解くことにより次が得られる。

4－2一 _老一心

1－2一 ｯβ≒老一乃

　　ち一2・β孕γ老・乃

式（3－14）と（3－16a）より、次のように均衡通勤費が得られる。

び一α乃・漁民

（3－16a）

（3－16b）

（3－16c）

（3－17）

　次は社会的に最適な道路利用を、Arnottら（1990a）に倣ってヒューリスティッ

クに導くことにする8。

　まず、待ち行列はまったくの死重損失なので、待ち行列の発生を完全に防止

7仮にM（’2）＞0としよう。ラッシュアワーの終了直後、’2から∫2＋4’の問は車が流入しな

いので、その間に待ち行列はボトルネック容量に等しい率で減少する。そこで
該（’2）ニー鷹を（3－12）式に適用すると、ノ（’2）＝一1となる。このときご（’2）＝一α＜0となるが、

これは出発時刻をら＋漉に遅らせることによって通勤費用が減少することを意味する。こ

れは均衡の定義と矛盾する。
83－4－2で示すような最適制御理論を適用することによって、同様の解を厳密に導くこと
ができる。
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する必要がある。待ち行列があろうがなかろうがボトルネックを通過する台数

はたかだか略なので、待ち時間を減らしてもスケジューリング費用は不変だか

らである。したがって出発率は現を超えてはならない。待ち行列が存在しない

とき、総通勤費用は総スケジューリング費用＋一定値（＝α2＞乃）になるので、

総スケジューリング費用を最小化することが社会の目的となる。そのためには

始業時刻2を中心としてボトルネックは完全利用されねばならない。さもない

とラッシュアワーが前後に広がって、総スケジューリング費用が増加してしま

うからである。したがって出発率は鷹を下回ってはならない。以上からラッシ

ュアワーの間、出発率をボトルネック容量％に等しくすることが最適である。

　さらにラッシュアワー開始時刻と終了時刻におけるスケジューリング費用は

等しくならねばならない。すなわち

　　β（’一’1）ニγ（ち一り　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－18）

もし等しくなければ、小さい方にトリップを再配分することによって総スケジ

ューリング費用を低下させることができる。なお（3－18）式は、無料金均衡にお

いても成立していたことに注意されたい。このことは無料金均衡と社会的最適

におけるラッシュアワーの長さは等しいことを意味する。

　図3－2は、以上の分析にもとづいて無料金均衡および社会的最適のもとでの

出発率の分布を描いたものである。
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図3－2　ボトルネックモデルにおける均衡と最適

　社会的に最適な道路利用を分権的に達成するためには時刻ごとに変動するピ

ークロード料金を課すればよい。最適では出発率がボトルネック容量に等しく

なることは既に述べたが、そのときトリップ時間費用は一定になる。一方、出

発時刻が始業時刻に近づくほどスケジューリング費用は小さくなる。分権的均

衡では料金を含めた通勤費用が出発時刻にかかわらず一定にならねばならない

ので、最適な料金は（スケジューリング費用＋料金）が一定となるように設定

すればよい。最適ピークロード料金およびスケジューリング費用の時間的推移

を図3－3に示す。早着時間帯では始業時刻に近づくほどスケジューリング費用

が減少するので、それと同じ率（単位時間当たりβ）で料金が上昇する。同様

にして遅着時間帯ではγに等しい率で時間とともに減少する。したがって時刻

ごとの料金スケジュールは、以下の通りである。
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ここに・一 齪Vである・・は」・ちまたはら・’に出発する誘因をなくさせると

同時に料金が非負であるという条件から導かれた。最適料金を課したときの均

衡通勤費用はα乃・島老であるが・これは（3－17）式に示した無料金均衡のとき

の通勤費用と等しい。すなわちボトルネック混雑の場合、料金によって通勤者

の私的厚生を悪化させることなく混雑の経済損失を解消することができる。こ

れはフロー混雑にもとつくHendersonの分析とは大きく異なる結論である。

C（’）

　　βγNα乃＋

　β＋7贋

α乃

スケジューリング
費用

料金＝均衡時の持ち

行列費用
β

7

トリップ時間費用

’1 1 ’2

’

図3－3
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3－4　交通渋滞の動的モデルによる分析

第2章では、流体理論にもとづいて交通渋滞の動学モデルを定式化した。前節

で紹介した二通りのモデル、すなわちフロー混雑のモデルとボトルネックモデ

ルはそれぞれ無関係に見えるが、いずれも第2章のモデルの特殊ケースである。

以下ではこのことを示すとともに、朝のラッシュアワーにおける道路利用の均

衡と最適について分析する。

3・4－1　トリップ時問に関する動学

渋滞が存在するとき、時刻’に出発する者のトリップ所要時間は第2章の（2－9）

式により与えられたが、それを下に再掲する。

　　　　　」（∫）．L－」ω
　　7（の＝
　　　　巧（瑳）㌃（9ω）

右辺第1項は渋滞区間を走行する時間、第2項は非渋滞区間を走行する時間で

ある。上式を時間について微分することにより、次が得られる。

　　2（り一尾◎（り・多」（り

　　　　一一赫構◎ω・〔　　1巧（％）一献（占ω）〕ノω

　　　　一一｛麟縫◎ω・9σ評　　　　鋤

最後の式は、前章の（2－12）式を代入することによって得られたものである。渋

滞列が存在しない場合（」（り＝0）、上式の右辺第2項は消え、そのときこのモデ

ルは、Hendersonによるフロー混雑のモデルに基づいて導いた（3－9）式と一致す

る。一方、非渋滞区間における走行速度が交通量に依存しないと仮定すれば、

♂9

デル（（3－12）式）と一致する。すなわち本モデルはHendersonモデルとVickrey

モデルを特殊ケースとして含んでいる。

　無料金均衡のもとでの時刻別交通量は、上式を（3－3）式に適用し、それをg（りに

藍一・なので、右辺第1廊・消え、そのときvi、k，eyタイプのボトルネックモ
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ついて解くことにより求められる。

3－4－2　最適な道路利用とピークロード料金

　最適な道路利用とは、3－2－2で定義したように、総通勤費用を最小化する時刻

別流入交通量（出発人数）とラッシュアワーの時間帯（開始時刻、終了時刻）

の組み合わせとして求められる。

　　、撫肩び（’）9（り読・∫蜘）9（磁　　　　　　（3－21・）

ここにC’（’）一αr（’）＋β（2’一7（’））、C2（’）ニα7（り＋γ（’＋7（り一2）

　最適制御問題として解く。制御変数は各時点’における出発台数g（∫）であり、

状態変数は渋滞長」（りと、時刻’までに出発した累積人数D（りである。ノのおよ

びD（りに関する状態方程式は次の通り9

また

わ（り＝9（り　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－21c）

また境界条件は

　」（’1）＝0，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－21d）

　Z）（’1）＝0，！）（’2）＝ノ〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （3－21e）

そして渋滞長の非負条件が加わる。

　」（’）≧0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－21f）

　この問題は、（3－21a）に示した目的関数からもわかるように、始業時刻に対す

る早着（添え字1）と遅着（添え字2）という二通りの状況を結合した2－Stage最適

制御問題（Tomiyama（1985））になっている。（3－21a）における7はswitching　time

と呼ばれ、一つの制御パラメータである。最適条件の詳細については出馬の付

gJ（∫）に関する式は、第2章の（2－15）式を再掲したものである。
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論で説明している。

　最適解において渋滞は生じない。それは渋滞が生じた場合よりも短い走行時

間で、同量の交通を処理するような解を（渋滞なしの状況で）見つけることが

できるからである。したがって次の二通りの交通状況のみが可能であり、それ

ぞれについて最適条件が導出される。

　PhaseA：　」（り＝Oand　gσ）〈〃B

　PhaseB：　」（り＝Oand　g（’）＝〃～

Phase　Aは、流入交通量（＝出発率）がボトルネック容量よりも低い状況であり、

Phase　Bはボトルネック容量とちょうど等しい交通量がしばらく継続するよう

な状況である。最適条件を分析することによって、Phase　Aが実現している間、

早着の場合は◎（’）＞0（fbr’＜1）であり、遅牛の場合は¢（∫）＜0（fbr∫＞1）となる

ことがわかる（付論を参照）。このことから、早着の場合は交通量が単調に増加

するが略を超えることはないので、Phase　Bが生じるとすればそれは必ずPhase

Aの後である。　したがって早着の場合、ラッシュアワーが始まるとまずPhase

Aのもとで交通量が徐々に増え、ボトルネック容量％に等しくなった時点から

Phase　Bに移行する。そして一旦Phase　Bになると、早着の間はPhase　Aに戻る

ことはない。遅着の場合は以上と逆のプロセスで交通流の状態が遷移する。す

なわちPhase　Bの後でPhase　Aに移行する。

3－4－3　最適なピークロード料金

最適解を実現するように、通勤者の出発分布を誘導するためには、出発時刻ご

とに変動するピークロード料金を課すればよい。ピークロード料金が通勤者の

分権的な出発時刻選択と整合的であるためには、各時刻において次の条件が成

り立たねばならない。

　　（α一β）T（’）＋β（’一り＋τ（り＝co　　　／b7　’f≦’≦’　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－22a）

　　（α＋γ）『（り＋γ（’一δ）＋τ（り＝co　　　ノわr　1＜’≦ぢ　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－22b）

ここにcoは最適ピークロード料金のもとで均衡が達成されたときの私的通勤

費である。なお料金は非負の値を持つものとする。上で議論したPhase間の順

序関係を考慮しながら、付論で導いた最適条件と（3－22）式を対応させることに

より、次のような最適料金スケジュールが得られる。
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τ（り＝

0，　　　　　　　　　ノbア’≦’1

（α一β）E，（9（り），　　　か’1＜’≦’1

（α一β）E。（％）＋β（’一’1），　力撹1≦’≦’

（α＋γ）E。（鷹）＋γ（ち一り，　か1≦’≦4

（α＋γ）E。（9（’）），　　　か’1≦∫＜’、

o，　　　　　　　か’、≦’

（3－23）

ここに鞠一9磯）銑）である・蜘即・それぞれ・早着日寺にP㎞

AからBに移行する時刻、及び遅着時にPhase　BからAに移行する時刻であ

る。E。（g（り）は、第2章で定義した静学的外部効果である。すなわち非渋滞区間

において交通量がg（りのとき、一台の交通量増加が、同時に道路を利用する他

の車両の速度を低下させる効果である。上の式より、Phase　Aが実現している

問（’1＜’≦4またはぢ≦’＜ち）、料金は静学的外部効果の値に等しい。この原則は

Hendersonによるフロー混雑モデルから導いた（3－8）式と同様である。一方、

Phase　Bが実現している間（∫1≦∫≦’1）、。E。（％）は一定値なので料金はβあるいはγ

の率で線形に推移する。この性質は、vickrey型のボトルネックモデルから導か

れた、（3－19）式と同様である。したがって本稿における最適ピークロード料金

は、Henderson型（Phase　A）とVickrey型（Phase　B）の解を特殊ケースとして含む

ものである。Henderson型の料金は静学的外部効果を内部化する一方、　Vickrey

型の料金は渋滞の発生（すなわち動学的外部効果）を完全に防止する。なお

（3－23）式に示したように、料金は非負なので、どの通勤者も’＜31や’＞32の時間

帯に出発する誘因を持たない。

3－5　均衡解及び最適解のシミュレーション分析

3－5－1　関数の特定化とパラメータの設定

　まず交通量一速度の関係式は、第2章で導いた式（2－4）を用いる。

臨（9）一髪〔1・隔〕

ろ（9）一
^〔1一圧〕
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ここに琴は自由走行速度である。

　道路区間の交通条件については、次のようにパラメータを設定した。

　　道路区間の長さ：五＝20（km）

　　道路区間の交通容量：耽＝3600（台／時）＝60（台／分）

　　ボトルネックの交通容量：％＝2400（台／時）＝40（台／分）

　　自由走行速度：り；80（km／時）

これらの値は、日本の名神高速道路を対象とした実証研究（Makigami，　et．　al．

（1984））の結果を参考にしている。

　走行時間の金銭的評価値αは、日本交通政策研究会（1988）による計測例を参

考に、2000円／時とした。早着および遅着の時間価値に関しては、日本を対象

として本モデルと整合的な計測を行った例を知らない。そこで、しばしば引用

されるSmall（1982）の計測例における走行時間価値との比率を参考にして

β／α＝0．4，〃α＝2．1とした。

3・5－2　均衡解と最適解の比較

　図3－4には、総通勤者数Nが1500と4000のこ通りのケースについて、均衡

解と最適解のもとでの出発時刻分布をプロットしている。

　いずれのケースにおいても、均衡における交通量は、ある時刻からボトルネ

ック容量を超過しており、渋滞が発生している。しかし最適では、ボトルネッ

ク容量に達するまでは単調に増加するものの、そこまで達すればボトルネック

容量に等しい率で出発する状態が継続する。図3－4（a）における出発分布の形状

はHenderson（1981）が導いたもの（図3－1）と似ている。この場合、総交通量が少

なく渋滞は軽微なので、非渋滞領域における混雑の影響が支配的なのである。

一方、図3－4（b）の出発分布はvickrey型のボトルネックモデルによって導いた

もの（図3－2）によく似ている。すなわち早着時間帯においては一定の高い出発率

が続き、遅着時間帯にスイッチした直後から一定の低い率で出発する状態が継

続する。この場合は、激しい渋滞が生じるので、ボトルネックからの渋滞列に

おいて費やす時間の項が支配的となったためである。
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　　　　図3－4均衡および最適な出発分布
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　本モデルにおいては総トリップ数が固定されているので、道路利用に関する

社会的厚生は総通勤費用（（3－4）式において定義された7）で表わされる。一方、

利用者の私的厚生は私的トリップ費用（均衡解のもとでは（3－2）式のC＊、最適解

のもとでは料金込みの額である（3－22）式のco）で表わされる。図3－5には、総

トリップ数の変化が、無料金均衡と社会的最適のもとでの私的厚生および社会

的厚生に及ぼす影響を図示している。

1．2

1．1

1

0．9

0．8

0．7

0．6

c％・

％

　　O　　　　　　lOOO　　　　2000　　　　3000　　　　4000

　　　　　総トリップ数

図3－5総トリップ数と最適／均衡における総通勤費

図を見ると％の値は常に1より大きい・すなわち私的厚生は雛料鋳入

により低下する。しかしその程度は総トリップ数に依存して変動する。総トリ

ップ数の小さい場合には混雑の水準が低いので混雑料金の額も小さく、私的厚

生の低下は小さい。一方、総トリップ数がかなり大きい場合には、無料金均衡

で渋滞が激しくなるので、混雑料金による渋滞防止効果が大きく、最適なピー

クロード料金導入による私的厚生の低下割合が減少する。社会的厚生の改善度

を示す％の値は織りップ数個心するにしたがい、輔に低下している．
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すなわち渋滞の激しい状況であるほど、混雑料金導入による社会的トリップ費

用の節約額が大きくなる。したがって渋滞の激しい状況では、混雑料金導入の

効果は大きく、かつ私的厚生の低下が相対的に少ないので、混雑料金導入が特

に望ましい。

3－6　おわりに

　本章では、動的な現象である交通渋滞を記述するモデルを、朝の通勤ラッシ

ュアワーにおけるピークロード問題に適用し、利用者均衡と最適な道路利用を

導いた。

　ここで得られた結果は次の通り。

　（1）交通渋滞の動学モデルは、フロー混雑に基づくHenderson流の解と、ボト

　ルネックの待ち行列に基づくvickrey流の解を、それぞれ特殊ケースとして

　含む、統合モデルである。

　（2）朝のラッシュアワーにおける最適な道路利用を達成するためには時刻ご

　とに変動するピークロード料金を課す必要がある。このような料金の役割は、

　非渋滞流における静的外部効果を内部化すること、および渋滞の発生を抑止

　することである。

　（3）均衡において生ずる渋滞が激しくなるほど、　ピークロード料金による利

　用者の私的厚生の減少は相対的に小さくなり、渋滞解消による社会的便益は

　大きくなる。

　本章で導いたような、時々刻々と変動する料金システムを実施することは、

　現状では困難と思われる。したがって厳密には最適ではないが、実行可能な

　次善の料金システムを考案し、その効果を分析することが今後の課題として

　あげられる。たとえばArnottら（1990a）は、単純なボトルネックモデルに基づ

　いてではあるが、次善の料金として二段階に変動する料金制の効果を分析し

　ている。ただし次善のシステムが最適解に比べてどの程度有効かを評価する

　ためにも、ここで導いた最適解は重要な情報になる。
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付論：最：適な道路利用の条件

目的関数（3－21a）について、ハミルトニアンが次のように定義される。

　　ノ”（∫）＝一Cノ（∫）g（’）一Ω《’）G（’）＋λブ（’）g（’），　　　ノ＝1，2　　　　　　　　　　　（3A－1）

ここにΩ《∫）とλノ（’）は、それぞれ、状態方程式（3－21b）と（3－21c）に関する随伴変

数である。上付き添え字jは早着G＝1）および遅着（j＝2）時間帯を表している。最

大原理によれば、最適解は制約条件（3－21f）のもとでハミルトニアンを最大化す

る。そこで下のようなラグランジアンを定義する。

　　β（り＝ノ／ノ（り＋ηω」（’）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3A－2）

ここにη（’）は渋滞長の非負条件（3－21f）に関するラグランジュ乗数である。

　早着時間帯（j－1）における1階の条件は次の通り

一［（α一β）7（’）・β（研（α一β）9ω警）轟）割（’）1；ll・ガ（’）一・

　η（り」（り＝0，　　　　　η（り≧0

また随伴変数Ω1ωノ（りは次の関係を満たさねばならない。

　　　　　∂∠71
　論’（り＝一

　　　　∂」ω

一（α一β）9（り伝㍍）一㌃（毒ω）｝一ηω

矛（　　　　　　∂∠ア1

閨∴黶@　　　　∂D（’）一・・

（3A－3）

（3A－4）

（3A－5）

（3A－6）

　ラッシュアワーの開始時間’1は制御パラメータであるが、これに関する最適

条件は

　　〃1（’1）＝一［（α一β）7（’1）＋β（2一’1）］9（’1）一Ω1（’1）G（’1）＋λ’（’1）9（’1）＝0。　　（3A－7）

　弾着時間帯Gニ2）に関する最適条件は早着の場合と基本的に同様であるが、

式（3A－3）、（3A－5）、（3A－7）はそれぞれ次のように書き換えられる。

個）r（り＋フ！（∫一’）］一（α・γ）9（’）磯）轟）側1舞8・ヂ（’）一・

蜘）一（α・γ）gω臆）一坐（占e））｝一ηω

（3A－3）’

（3A－5）’
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　　〃2（’、）一一［（α＋γ）T（’、）＋γ（’、一2）］9（’、）一Ω2（’、）G（’、）＋λ2（’、）9（’、）＝0。　　（3A－7）’

　Tomiyama（1985）によれば、　スイッチング時刻1において下のような条件が

成り立つ。

　　Ω1（’）＝Ω2σ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3A－8）

　　λ1（1）＝λ2（1）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3A－9）

　　ノ／1（1）＝ノ∠2（7）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3A－10）

　そしてちにおける横断性条件は

　　Ω2（’2）≧0，　　」（’2）Ω2（ら）＝0。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3A－11）

　（3A－6）より、随伴変数λノ（りの値は時間について一定の値を取るので、これを

λノ（’）＝πのように書くことにする。また’1において」（’1）＝0なので（3A－7）の右辺

第3項は消え、下記のようになる。

　　（α一β）T（∫1）＋β（£一’1）＝π。　　　　　　　　　　　　（3A－12）

上式の左辺はラッシュアワーで最も早く出発する通勤者の私的トリップ費用で

ある。最初の通勤者は（前に誰もいないので）自由走行速度で運転することを

考慮すれば7σ1）＝〃弓となる。一方、’2においては、」（’2）＝0かどうかは明らか

でない。しかし」（’2）＝0なら状態方程式（3－21b）式よりG（∫2）＝0、」（’2）＞0だとして

も横断性条件（3A－11）よりΩ2（’2）＝0なので、いずれにしても（3A－7）’の右辺第3項

は消え、次が得られる。

　　（α＋γ）r（’、）＋γ（’、一2）＝π　　　　　　　　　　　　（3A－12）’

また（3A－8）、（3A－9）、（3A－10）より、1＋7（1）＝£を得る。この式はスイッチング時

刻に出発した通勤者は、ちょうど始業時刻に到着することを意味している。す

なわちこの通勤者はスケジューリングコストを負わない。このことは定義から

自明であるが、一つの最適条件として導かれるのである。

　各時刻における出発率に関する最適条件については、以下で3通りの状況ご

とに説明する。

　【Phase　A】　Jro＝0　かつ　9（∫）＜〃1

　　この状況では、状態方程式（3－21b）よりG（り＝0なので、最適条件（3A－3）と

（3A－3）’は次のようになる

（α一β）7（り・鯛・（α一β）9（り歌）轟）一π
メ）r’1≦’≦’ （3A－13a）
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　　（α・γ）r（り・γ（’一2）・（α・γ）9（り歌）轟）一π伽・ち（3ん13b）

ここに左辺第1項と第2項の和は時刻’に出発した通勤者の私的交通費用であ

り、第3項はこの時刻に出発する通勤者がわずかに増加することによって、同

時に走行するすべてのドライバーが被る（非渋滞流での）交通費用の増分であ

る。この結果は、3－3－1においてHendersonモデルについて導いた条件と同様で

ある。しかし本研究においてこの条件が成り立つのは一つの特殊ケースに過ぎ

ない。（3A－13a）において左辺第1項と3項はg（∫）とともに増加する一方、第2

項は時間とともに減少する。このことから’＜7の間は¢（り＞0となる。同様にし

て∫＞1の間は¢（’）〈0を示すことができる。

　【Phase　BI　Jro＝0　かつg（’）＝〃～

　このとき、ボトルネックの容量嵯に等しい交通量が道路に流入する状況が

しばらく継続する。最適条件（3A－3）と（3A－3）’は次のようになる。

（α一β）Tの・β（2一り・（α一β）鷹饗）銑）・卿）器一π卵・7（3ん1翻）

（α・γ）7（’）・γ（’一f）・（α・γ）磯）轟）・卿）藷一π伽・ち（3飼4b）

　Phase　Aとの違いは、左辺に第4項が加わったことである。上式の両辺を時

間で微分し、交通量の時間変化がないことを考慮することによって、次を得る。

　　dω一論9・加・・≦1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3A－15）
　　謡（り一一論9・加…ら

なお、交通量が贋に等しく一定なので4G／4gも定数であり、ζ）（りも一定になる。

すなわち上式の左辺第4項はスケジューリング費用の変化と同率で変化する。

　【P畳1ase　Cl　Jω＞0、

　この状況ではβA－3）、（3A－3）’は次のようになる。

（α一β）7（’）・卿（α一β）gω歌聯）叫面一λ郷・≦7

（3A－16a）
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　　（α・γ）T（り顧）・（α・γ）9（’）懲）轟）叫藷一物1・’・ち

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3A－16b）

第4項は、第2章で示されたと同様の動学的外部効果を表している。実は、こ

のPhase　Cが最適解として実現することはない。このことに関する直感的説明

は以下の通りである。Phase　Cのように渋滞が生じた場合、ボトルネックから

流出する交通量は峨であり、渋滞列の中では速度が巧（鷹）である。ところが

Phase　Bのように、流入交通量が％に等しい場合、ボトルネックから流出する

交通量も％である。このとき流出交通量が等しいので総スケジューリング費用

はPhase　Bと同じであるが、渋滞が生じていないので速度（＝㌃（略））は高い。

したがってPhase　Cのように、出発率（2roが鷹を超え、渋滞が生じるような状

況は総通勤費用を最小化しない。

　ところで、Phase　Aの状況では、必ず¢＞0（∫＜1），（2＜0（’＞1）となることを上で

述べた。早着の場合、Phase　Aで流入交通量が単調に増加して％に達すると

Phase　Bに移行するが、早着時間帯内でPhase　Aに再び戻ることはない。同様の

理由で、遅着の場合は必ずPhase　Bの後でPhase　Aに移行する。
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第4章　交通需要マネジメントーフレックスタイム実

4－1　はじめに

　交通混雑の対策として、主に道路の拡幅や新設など交通容量の拡大のために

巨額の投資が行われてきたが、すでに述べたようにこのような政策は、多くの

場合、それほど有効でないばかりでなく、既成市街地では長い期間と莫大な費

用を要するので、ますます困難になりつつある。そこで交通需要を制御するこ

とを目的として、自動車利用の方法、トリップ手段やトリップ時刻などを変更

させることにより、混雑の緩和を図るための方法が提案され、実施されている。

これらの施策は交通需要マネジメント（Transport　Demand　Management；TDM）と

総称されており、かってに比べると交通政策において重要視されている1。混雑

料金はトリップに関するあらゆる選択に影響を与えるという意味で究極の交通

需要マネジメントといえるが、さまざまな社会的制約によりその実施は容易で

ない。上述のような種々のTDM手法は、混雑料金が実施できない場合の次善

の手段と考えることができる。

　本章では、朝夕の通勤ラッシュ時における交通混雑の緩和策として期待され

ているフレックスタイムに着目する。現在、ほとんどの企業は8時30分や9

時に設定された始業時刻までにすべての労働者が出勤することを求めている。

第3章で分析したように、労働者は始業時刻ちょうどに出勤しようとすれば激

しい混雑に耐えねばならないが、それよりも早く出勤すれば混雑を回避する代

わりにスケジューリング費用が発生するというトレードオフに直面する。とこ

ろがフレックスタイム制が導入されると、労働者は同一時刻に勤務を開始する

必要がなくなるので、自ら混雑を回避するよう出勤時刻を選択することによっ

て、ピークが平滑化されるのである。

＊本章のもとになった論文（文・米川（1999）およびMun　and　Yonekawa（1999））に対し、

小林潔司、八田達夫、藤田昌久、Richard　Arnottの諸氏より貴重なコメントをいただいた。

1代表的なTDM手法としては、相乗り、パーク・アンド・ライド、物資の共同集配、フレ
ックスタイム、時差通勤、交通情報の提供、土地利用規制、ロードプライシングなどが
含まれる（室町（1999））。
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　フレックスタイム制度は、実際に一部の企業で導入されている実績もあるの

で、実行可能性という観点からも有望な手段といえる。近年、この制度を導入

する企業が徐々に増えていることは確かであるが、現時点では、混雑に対して

有意な影響を及ぼすほど普及しているとは言いがたい2。その原因としては、フ

レックスタイムの導入が、社会的には好ましくても、私的企業あるいは個人の

誘因と整合的でない可能性が考えられる。

　都市における企業は、相互に頻繁なコミュニケーションや取引を行っている

が、フレックスタイムの導入は、これらの活動を阻害する効果がある。たとえ

ば、ある企業の従業者が取引先企業の社員と面談しようとしても、その相手が

出勤していなければ面談が成立しない。このように両者が面談可能な時間帯に

制約を加えることは、結果としてコミュニケーション活動に依存する企業の生

産性を低下させる3。混雑緩和の便益がこのような生産性低下のコストを上回ら

ない限り、企業はフレックスタイムを導入する誘因を持たない。

　上記のような、混雑緩和効果と生産性低下効果とのトレードオフは、

Henderson（1981）において初めて明示的に定式化された。この研究では、各企業

が個別に始業時刻を選択する方式（staggered　work　hours）を想定して、均衡および

最適な始業時刻分布を分析した。結果として各企業が連続的に異なる始業時刻

を選択することになるが。このような状況は現実に想定し難い。多くの場合、

始業時刻は限定的な時刻、たとえば8：30、9：00、9：30といった時刻に集中して

いることが報告されている（たとえばWilson（1988）を見よ）。さらに、H：enderson

は始業時刻が各企業によって完全に分散するケースのみを分析しており、時差

始業制と伝統的な固定始業制の比較はない。このため、固定始業制から時差始

業制へ移行した場合の経済効果については明らかにされていない。また前章で

2日本では、フレックスタイムを導入している企業の従業者数の割合は1989年の2．3％か
ら1998年の7．7％に増加している（労働省（1999））。なお、アメリカのケースはBeers（2000）
に詳しい。

3一福ﾅ、フレックスタイム制度が生産性を向上させるという議論もある。すなわち労
働者はより熱心に働くようになり、企業は同じ賃金を払ってもより質の高い労働者を惹
きつけることができると考えられるからである（たとえば、Shepard，　Clifton　and　Kruse
（1996））。本研究では、フレックスタイム制を実施している企業が比較的低い賃金で労働
者を雇えるようになるという結果が得られるが、これは後者の効果を反映していると考
えられる。
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議論したように、本来動学的な枠組みであるにもかかわらず交通混雑は静的モ

デルによって記述されている。

　本研究では通勤者の交通行動と企業の生産活動をモデル化し、フレックスタ

イム制の採用に関する企業の選択行動とその帰結である均衡解を分析する4。こ

のような分析によって、フレックスタイム制が企業や個人の誘因と整合的であ

るのかどうか、そして混雑緩和に有効となるほど多くの企業で導入されるため

にはどのような政策が必要か、などについて示唆を得ることが本研究の目的で

ある。

　各企業はフレックスタイム制と固定勤務制（9時から5時）の選択に直面す

るが、この状況は時差始業制のもとで始業時刻に関する企業の選択が連続的で

あったのとは対照的に、離散的選択である5。都市内の企業は、フレックスタイ

ム制を導入する企業（タイプ1）と固定的始業時刻制を導入する企業（タイプ

2）の二つに分類される。タイプ1の労働者は始業時刻を自由に選べるため、

交通混雑のピークを回避できる。一方、生産性については、先に述べたように

タイプ1の企業の方がタイプ2よりも低くならざるをえない。均衡でのタイプ

1と2の労働者数は、混雑と生産性のトレード・オフに直面する企業と労働者の

選択により内生的に決定される。このように離散的選択（すなわちタイプ1か

タイプ2かという選択）として定式化することにより、連続選択アプローチに

よるHenderson（1981）とは異なる結果が得られる。たとえば、タイプ別企業数

の分布について複数の均衡解が得られる。一つの解は一部の企業がフレックス

タイムを採用している状況、もう一つの解ではフレックスタイムを採用してい

る企業が存在しない状況である。経済厚生の面では前者の解が望ましいもので

あるにもかかわらず、それよりも劣る後者の解が実現する可能性が高い。

　以下、4－2ではモデルの枠組みを示し、均衡で二つのタイプの企業（労働者）

数が決定される条件を説明する。フレックスタイムを採用する企業が存在する

ための条件は、タイプ1の私的純便益がタイプ2よりも大きくなることである。

4Moss　and　Curtis（1985）はフレックスタイムが労働者の行動に与える影響を分析した。し
かし、交通混雑や都市の生産性への影響は考慮されていない。
5奥村・小林・田中（1999）は時差始業制のもとでの離散選択問題の研究を行っている。
Hendersonとは異なり、二つの始業時刻の選択肢しか存在しないことを仮定している。
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ここで私的純便益とは、労働者一人当たり生産額から通勤費用を引いたものと

して定義される。4－3では交通混雑と通勤者の出発時刻選択を定式化し、均衡

出発パターンを解くことにより通勤費用を求める式を導く。4－4では二つのタ

イプの企業の生産額を求める。4－5では、4－3と4－4で求めた通勤費用と生産額

の計算式を、4－2で定義した均衡条件に適用して均衡解の性質を調べ、その効

率性を評価する。さらには混雑料金の効果も調べる。そして、4－6はまとめで

ある。

4－2　モデル

　都市は業務地区（CBD）と住宅地から成るものとする。すべての生産活動は

CBDで行われ、労働者は住宅地からCBDまで道路を通って通勤する。企業は

規模に関して収穫一定な技術を用いて同質な財を生産し、投入要素は労働のみ

である。都市には2種類の企業が存在する。一方はフレックスタイム制を採用

しており（タイプ1）、他方は固定的始業時刻制を採用している（タイプ2）。各

企業はフレックスタイム制または固定的始業時刻制のいずれかを選ぶ。収穫一

定なので各企業の行動は、次の式で表されるような労働者一人当たり利潤の最

大化として記述できる。

　　　πゴ＝｝り一wゴ・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－1）

ここに、添え字’Q＝1，2）は、企業のタイプを表す。また、耳とwゴはそれぞれ

タイプ∫の企業における一人当たり生産額と賃金である。

　各労働者は自分の労働力を供給すべき企業のタイプを選ぶが、その際、企業

間の移動は費用をかけずに行うことができると仮定する。各労働者の目的は純

所得の最大化であり、これは賃金から通勤費用を差し引いたもの、すなわち

嗜一qとして定義される。ここにC∫はタイプ’の企業に勤める労働者の通勤費用

である。

　タイプ1と2の労働者数をそれぞれNlとN、で表す。都市内の総労働者数ノ〉は

外生的に与えられ、1＞1＋ノ＞2＝2＞がという関係が成り立つものとする。均衡解を

CBD内のタイプ別企業数の分布によって分類すると、

　〔ケースA〕すべての企業が固定的始業時刻
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　〔ケースB〕すべての企業がフレックスタイムを実施

　〔ケースC〕一部の企業がフレックスタイムを実施

ここで、ケースCは内割解であり、AとBは端点解となる。

　均衡は、各労働者が勤務する企業のタイプを変えるインセンティブを持たな

いと同時に、各企業が始業時刻制度を変えるインセンティブを持たなくなると

き達成される。両タイプの企業数が正であるような内点均衡では、各タイプの

企業に勤める労働者の純所得は等しく、また企業についてもタイプ問で利潤は

等しくならなければならない。すなわち

　　N1＊＞0，　N2＊＞0　⇒　　　一一w1＝｝～一｝ッ2　カ、つ　　wl－C1＝w2－C2＝w＊，　　　　　　　　　　　（4－2）

ここに1＞，＊は均衡においてタイプ」に勤める労働者数である。式（4－2）の二つの

式は、次のように一つの式にまとめることができる。

　　　Nl＊＞0，　N2＊＞0　⇒　　｝三一Cl＝ろ一C2．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－3a）

同様にして、端点解についても下記のように均衡条件が定義される。

　　　N1＊＝ハ乙N2＊＝0　⇒　 】隣一q≧1亀一C2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－3b）

　　　！＞1＊＝・0，！＞2＊＝N　⇒　　】『一q≦ろ一C2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－3c）

以下では、考一q（」＝L2）を私的純便益と呼ぶ。式（4－3a）、（4－3b）、（4－3c）はそれぞ

れ上に定義されたケースC、B、Aに対応する。各ケースごとの通勤費用qおよ

び生産額考の具体的な形はそれぞれ以下の4－3および4－4で説明する。

4－3　交通混雑と通勤者の出発時刻選択

　本章では、vickrey型のボトルネック・モデルを用いてラッシュアワーの混雑

を定式化する。ボトルネック・モデルは、道路を同時に利用しているドライバ

ーだけでなく異なる時刻に道路を利用するドライバーによって混雑水準が決ま

るような動学的な過程を記述することができる。

　住宅地とCBDは一本の道路で結ばれており、道路にはCBDの直前にボトル

ネックがあるものとする。車は自宅からボトルネック地点までを一定速度で走

行する。したがって、この区間の走行時間は一定である。待ち行列は交通量（＝

住宅地から出発する単位時間当たりトリップ数）がボトルネック容量を超過す

る場合に発生する。時刻’に出発した場合の走行時間7（りは、次のように定義さ
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れる6。

　　　　　　　M（り
　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　（4－4）　　　「（り＝乃＋

ここで、M（りは（車の台数で測った）待ち行列の長さである。第2項は待ち時

間を表す。本質的な結果に影響しないので、以下ではArnottら（1990a）にならい、

乃＝0を仮定する。

　時刻’に出発した人が経験する待ち行列の長さは次のように求められる。

　　　M（’）一rl［9（・）一卿・，　　　　　　　　（4－5）
　　　　　　9

ここに、’は待ち行列が発生する時刻であり、g（りは時刻∫に住宅地を出発する
　　　　9
トリップ数である。

　毎朝、N人の労働者が、道路を使って自宅からCBDの勤務先まで通勤するも

のとする。労働者は皆同質であり、一日に1時間勤務する。

　タイプ2に勤める労働者は、定められた始業時刻までに着かなければならず、

遅刻は許されないものと仮定する。このタイプの労働者にとって通勤費用は走

行時間費用とスケジューリングコストからなる。第3章のモデルと同様、スケ

ジューリングコストは、定められた勤務時刻より早く勤務先に着く場合に、始

業時刻まで待機する時間の機会費用である7。一方、タイプ1に勤める労働者は、

（フレックスタイム制を導入しているため）始業時刻を選ぶことができる。す

なわちフレックスタイム制の労働者にとってスケジューリングコストはゼロで

あり、通勤費用は走行時間費用のみになる。各労働者は、通勤費用を最小化す

るように出発時刻を選ぶ。

6第2章と3章で論じたように、このタイプのボトルネックモデルは交通流の動学モデ
ルを大胆に単純化したものであるが、現象の本質を損なうことなく解析を容易にする点
を重視して採用した。

7Henderson（1981）は、スケジューリングコストをもう少し広い意味で捉えていた。たと
えば、家族にとっての最適なスケジュールとの乖離による不便さなどである。本稿のモ

デルでも、’を個人の仕事以外の活動にとって最適な時刻であると解釈すれば可能である。
現実には、固定された始業時刻と個人活動にとっての最適な時刻は一致しない。この両
方を考慮したモデルを作ることは可能であるが、分析を複雑化するだけで新しい結果は
期待できない。
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　以下では、各ケース（A、B、　C）ごとに労働者の出発時刻分布と通勤パター

ンを求めることにする。

〔ケースA〕すべての企業が固定的な始業時刻の場合

　このケースは、早着を考慮していない点を除けば、第3章の3－3－2で示した

ものと同じである。すべての企業が固定的始業時刻制を採用しており、始業時

刻は2で統一されているとする。時刻’に出発した労働者の通勤費用は次のよう

に表わされる。

　　　C（り＝α7■（り＋β（’一∫一丁（り）　　　　　　　　プb7　’＋7（り≦’，　　　　　（4－6）

ここに、αは走行時間一単位の金銭的評価値、βは早着による待機時間一単位

の価値を表す。第3章と同様、α〉βを仮定する。

　均衡は、すべての通勤者が出発時刻を変更する誘因を持たなくなったときに

達成される。通勤者は同質であるので、どの出発時刻を選んでも通勤費は等し

くならねばならない・したがって∂ ｶ｝’）一・が成り立つ・式（4－4）・（4－5）を式（4－6）

に代入し、この条件を適用すると、

　　　　　　α〃～
　　　　　　　　　　　　　（’1≦’≦’2）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－7）　　　9（り＝
　　　　　α一β

ここに、’1は最初の通勤者の出発時刻、らは最後の通勤者（すなわち始業時刻

ちょうどに着く）の出発時刻である8。時刻∫1に出発する最初の通勤者は待ち行

列に遭わないため、この通勤者はスケジューリングコストのみを負う。したが

って、通勤費用は次のようになる。

　　　C（’1）＝！ヲ（’一’1）．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－8）

均衡時においてはCσ1）＝Cのが成り立つので、各時刻に出発する通勤者の走行

時間は次のように求められる。

　　　　　　β　　　　　　　　（’一’1）　　　　　（’1≦’≦’2），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－9）　　　r（り＝
　　　　　α一β

’1とらは次の二つの方程式を解くことによって得られる。

8実際には、’1は式（4－2）の㌔（待ち行列が形成され始める時刻）に等しい。
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　　N－rl卿　　　　　　　　 （4－10）

　　ら＋7（ち）＝2　　　　　　　　　　　　　（4－11）
式（4－10）は、’，と’，の問に家を出た通勤者の合計がノVであることを意味し、式

（4－11）は、時刻’2に出発（すなわち最後に出発）した者は2に着くことを意味

する。

式（4－10）、（4－ll）を解くことにより次が得られる。

　　’1－2一老　　　　　　　（4一’2）

　　∫。2一翌　　　　　　　　　　　　（4－13）
　　2　　　　α鷹

式（4－8）と（4－12）より、次のようにケースAのもとでの均衡通勤費が得られる。

　　ぴ。墾．　　　　　　　　　　　　（4－14）

　図4－1は累積出発台数と到着台数の時間的推移を示している。累積出発台数は

単位時間当たりα鷹の率で増加するのに対し、到着台数はボトルネック容量制
　　　　　　　α一β

約のため璽の率で増加するのみなので、待ち行列が形成される。台数で計った

待ち行列の長さは二つの曲線の垂直（縦軸）方向の距離に等しく、時間で計っ

た待ち行列の長さ（待ち行列の中で過ごす時間）は二つの曲線の水平距離に等

しい。
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累積出発・到着数

α略

α一β

唇一〃～

［待犠問→
待ち行列長（台w

↓

’1

’　　ら 2
時下

図4－1ケースAのもとでの累積出発・到着数の時間推移

〔ケースB〕すべての企業がフレックスタイム制の場合

典型的なフレックスタイム制度は、コアタイムという時間帯を設定し、その

時間帯に必ず勤務していることと、所定の時間数（；1）勤務するという条件を満

たせば、始業時刻を自由に選択できるという制度である。すべての企業が同一

のコアタイムを設定するものと仮定し、コアタイムの終了時刻から一日の労働

時間を引いた時刻をr，コアタイムの始まる時刻をアとする。図4－2には、フレッ

クスタイム制のもとでの始業時刻とコアタイムの関係を図示している。このと

き労働者は、［7，7］の間にオフィスに到着すれば直ちに仕事を始めることができ、

その場合スケジューリングコストはかからない。以下では、匡7’］の時間帯をフ

レックス通勤時間帯と呼ぶ。フレックス通勤時間帯の問は、勤務先に着く時間

にかかわらず走行時間費用が一定となるというのが均衡条件になる。一方、Z

よりも早い時刻に到着する労働者は、rになるまで仕事を始めることはできな

いので、β（’一’一7（り）に等しいスケジューリングコストを負う。この時間帯につ
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いての、均衡での単位時間当たり出発数（以下では出発率と呼ぶ）は、ケース

Aと同様である。

フレ・ックス
コアタイム

最早出勤者 ←一→一一思詰一一舟

三物出勤者 …一一一一草間一←一r

ア 戸 7＋1
7’・＋1　　日寺亥U

図4－2　フレックスタイム採用企業における勤務スケジュール

　出発分布は、総労働者類〉とボトルネック容量鷹、およびフレックス通勤時

間帯の長さ（’L’）により異なる。すべての労働者が時間帯匡7，］の間にボトルネ

ックを通過できるほどフレックス通勤時間帯が長い場合、すなわちノ〉≦〃～（’しり

が満たされているとき、待ち行列は発生しない。すなわち、すべての通勤者は

待ち行列とスケジューリングコストを回避できるような出発時刻を見つけるこ

とができる。一方、すべての通勤者が時間帯［ア，7’］の間にボトルネックを通過で

きないケース、すなわち2＞〉嵯（’L’）の場合、遅刻は許されないので一部の労働

者はrより早い時刻に出勤する必要がある。そのような労働者は時刻rになるま

で勤務を開始することができず、スケジューリングコストを負う。一方、Zと

ア1の問に到着する労働者は、スケジューリングコストがかからないが、それよ

りも早く到着する労働者の通勤費と均衡するために、待ち行列に加わることに

なる。

　本研究では、前者のケース（すなわちフレックスタイムの労働者が通勤して
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いる間に待ち行列が形成されない）にのみ注目する9。このケースでは、通勤時

間費用もスケジューリングコストもゼロとなる。すなわち、cB＝0である。

［7，ア1］の間にすべての労働者が到着すること、および出発率が嵯を超えないとい

う条件を満たす分布は無数に存在する。そこで代表的なパターンとして一様分

布を仮定する。すなわち、

　　　9（り一7窪7　　　　　　　（4－15）

　なお第2章や第3章で用いたような、ボトルネック以外の要因による混雑（す

なわちフロー混雑）も含んだモデルでは、一様な出発分布が均衡解として得ら

れる。ボトルネック混雑が生じない場合、走行時間が交通流転の増加関数とな

るので、この状況のもとでの一様な出発分布は、出発時刻に関係なく走行時間

が一定であるという均衡条件を満たす唯一の解となる。その意味で上のような

一様分布は現実的にも妥当である。あるいは式（4－15）が無数にある出発分布の

平均と解釈することもできる。このケースではどのような出発分布であれ通勤

費用がゼロであることは不変なので、今の段階では出発分布を特定化する意味

はない。しかし後の4－4において企業の生産額を求めるためには上のような特定

化が必要である。

〔ケースC〕一部の企業がフレックスタイム制の場合

　ここでは、両タイプの労働者が共存する一般的ケースについて、均衡におけ

る出発分布を求める。

　タイプ2の始業時刻を2とし、ア＜2〈7，であるものとする。ケースBと同様、

タイプ1の通勤者が待ち行列に遭わないケースのみを想定する。これは、

（2＞1＋2＞2）≦瑳（7L7）、あるいはノ＞1≦呪（7L2）のいずれかが成立することを意味

するlo。このとき均衡における出発時刻分布について、可能な出発パターンは

図4－3のような2通りである。また図より、タイプ1とタイプ2が同時に道路を

9フレックス通勤時間帯に待ち行列が形成されるときの均衡での出発パターンはMun
and　Yonekawa（2005）に示されている。
lo　Mun　and　Yonekawa（2005）は、ケースCのもとで均衡出発分布が、フレックス通勤尋問

帯に待ち行列が形成される場合を含め4パターン存在することを示している。また、そ
こではそれぞれのパターンが均衡解として実現するための条件を具体的に導いている。
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利用することがあり得ないこともわかる。それは二つのタイプの均衡条件から

導かれる走行時間変動に関する条件が両立し得ないからである。すなわちケー

スBで説明したように、タイプ1が道路を利用する間は均衡条件として走行時

間が一定とならねばならない。一方、タイプ2が利用する間の均衡条件である

（4－9）によると走行時間が時間とともに増加せねばならない。また図4－3より、タ

イプ2の始業時刻2以前では、タイプ2がタイプ1よりも必ず2に近い時間帯に

通勤する。そうでなければ、両タイプとも出発時刻を変更することによって通

勤費用を減少できるので均衡とはならない。

　ケースC1となるかC2となるかは、タイプ1と2の最早出発時刻、すなわちZ

と’1の関係によってきまる。ケースC1（C2）となるのは、　rが∫1より早い（遅い）

場合である。タイプ2の最早出発時刻’1と最遅出発時刻らが次のように求めら

れる。

　　　ら一f一銑・　　　　　　（牛16の

　　　ち。2．βN・，　　　　　　　　　（4－16b）
　　　　　　α嵯

この2式は、ケースAの式（4－12）、（4－13）に対応する。均衡において、ケースC1

およびC2が実現する条件は、それぞれ以下のようになる。

　　　ケースCl：2＞2≦〃～（’一’）andノ〉≦〃～（’L∫）　　　　　　　　（4－17a）

　　　ケースC2ニノ＞2＞〃～（’一’）and瓦≦〃～（’L’）　　　　　　　　（4－17b）

　図4－4には、これら二つの出発パターンと6つのパラメータ（嬬、『、Z，、’、

ノ＞1、ノ＞2）の関係が示されている。

　タイプ1は、待ち行列に遭わないので通勤時間費用を負担する必要がなく、

スケジューリングコストも負わない。すなわち、均衡通勤費はゼロである

（cド＝o）。

　一方、タイプ2の均衡通勤費用は次のように求められる。

（4－18）
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累積出発および

到着数

z ’1

ち f 『1

トニー7洲←一一一一一一洲←一一一一→1

’

タイプ1 タイプ2

ケースC1

タイプ1

累積出発および

到着数

’l　　z ち £ 『1

孟

タイプ2 タイプ1

ケースC2

図4－3　ケースCにおける出発パターン
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　　　ノ＞2

〃「cﾐL’）

〃ち（∫一’）

ケースC2

ケースC1

他のパターン

ノ＞1

　　　　　　　〃～el一り　　　嬬（’L’）

図4－4　パラメータと出発パターン

　qC＝0、　C∫＞0なので、通勤費についてはフレックスタイムの方が固定的始業

時刻制よりも好ましいことが確かめられる。定義より、ノ＞2＝ノ〉一ノ＞1であるから、

式（4－18）は、固定的始業時刻制からフレックスタイムにシフトする企業が増え

ることにより、タイプ2の労働者の通勤費用が減少することを意味する。これ

は一種の外部効果である。フレックスタイムの導入を選ぶ企業は、それが他の

タイプ2企業の通勤費に及ぼす影響など考慮せずにそのような選択を行うので

ある。

　ケースClとC2について、タイプ1の出発率はケースBと同様の手順（式（4－15））

で求められる。

　　　ケースCl，9（’）一尋N，f。，7、，、ち。，£．，．7・（4－19。）

　　　　　　　　　　　　ヂー’一二L≧

　　　ケースC2・9（’）一遵2，f㏄2・’・ア1．　　（4－19b）

これら出発率はいずれも鷹よりも低いので、これがそのままCBDへの到着率
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になる。

　タイプ2の出発率についてはケースAと同様であり、式（4－7）により求められ

る。

4－4　フレックスタイムが生産性に与える影響

　企業はCBDに立地することにより、他の企業とのコミュニケーションに伴う

集積の経済を享受する。都市経済学では、同じ都市に立地する企業の数が多い

ほど集積の経済効果によって企業の生産性が上昇するという仮定にもとづいた

モデルが多く開発されてきた。Henderson（1981）は、このタイプのモデルに時間

の次元を導入し、ある時刻における企業の生産性はその時刻に都市で業務を行

っている労働者数に依存すると仮定した。本研究でも同様のモデルを用いてフ

レックスタイムが都市の生産性に与える影響を分析する。

　CBDには多くの企業が立地しており、各企業は規模に関して収穫一定で同一

の生産技術を有すると仮定する。このとき労働者数は企業数の代理指標となる。

時刻’における労働者一人当たり生産額は、次のような瞬時的生産関数で求めら

れる。

　　　ア（’）＝g（η（り）α，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－20）

ここにαは定数、η（のは時刻’にこの都市で業務を行っている総労働者数である。

またg（η（り）は集積の経済を表す関数であり、g’＞0，g”＜0であると仮定する。

　以下では、前節で定義された三つのケース（A、B、　C）について、企業の生

産額を求める。

〔ケースA〕すべての企業が固定的な始業時刻の場合

　ケースAのもとでは、すべての労働者は2に業務を開始し、鉾1に終了する。

また一日を通じて都市内で業務を行っている労働者数はNである。このとき一

日を通した労働者一人当たり生産額ジは、瞬時的生産関数を2から2＋1まで積

分することにより得られる。

　　　匹1野・・9（2＞）4’；αz9（ノ〉）　　　　　（4－21）
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〔ケースB〕すべての企業がフレックスタイム制の場合

　4－3で述べたように、本稿ではノ〉≦砺（アL7）のケースについてのみ検討する。

この場合、フレックス通勤時間帯における勤務先への到着率は式（4－15）により

求められる出発率に等しい。労働者はオフィスに到着するとただちに仕事を始

めるため、都市内で業務を行っている労働者数は時間とともに変動し、したが

って一人当たり生産額も変動する。時刻∫に勤務中の労働者の比率は平均で塑
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N

なので・時刻’における一人当たり生醐1ま嬰・（〃（’））・である・したがって一日

を通した労働者一人あたり生産額ブは、

献じ｛刀（り　　　　9（η（り）・｝の・（τ・・一7）9（N）・＋農｛聖9（・（り）・｝読（4－22）

となる。右辺第1項は朝の出勤時間帯における生産、第2項はコアタイムにお

ける生産、そして第3項は帰宅時間帯における生産額である。

　朝の出勤時間帯に業務についている労働者数は、式（4－15）の出発率を積分す

ることにより次のように計算される。

　　　・（り一〔卿一浩（’一り・f・・ア・’・71・　　　（4－23・）

また夕方の帰宅時については、次式のようになる。

　　　・（・）一脚一ノ）一7窪7（7・・一り・f・・ア…’・7…（4－23b）

〔ケースC〕一部の企業がフレックスタイム制の場合

　時刻’にこの都市で業務を行っているタイプ1、2の労働者数を、それぞれ

〃1（’）、η2（’）と表わすことにする。またタイプ1、2の労働者一人当たり生産額を、

それぞれ名。、｝チと表すと、それらは次のように計算される。

　　　ガー嘱（剛獅・　　麟）
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　　　瑠イ∬［9（・1（り・・、（り）・μ．　　　　　（4－24b）

ここで、式（4－24a）と（4－24b）の積分区間が異なっていることに注意されたい。タ

イプ1（フレックスタイム）の企業では、労働者は勤務先に到着してすぐに業

務を始める。タイプ1（フレックスタイム）の労働者は朝rからrlの間に勤務先

に到着し、夕方はτ＋ノからア曾＋1の間に帰宅するため、積分区間は1からr，＋Hと

なる。一方、タイプ2（固定的始業時刻制）に勤める労働者は、2より前に着

いたり、鉾1以降まで残っていたとしても、全員が2から2＋1まで業務を行う。

　刀1（り、η2（りの関数形は出発パターンによって決まる。これは、前節で求めたケ

ースC1とC2に対応する。詳細は付着4－Aに示してある。

4－5　均衡におけるフレックスタイム導入企業数

4－5－1　端点解の分析

　ここでは式（4－3b）、（4－3c）に示した二通りの端点解（それぞれケースA、　B）に

注目する。これら端点における両タイプの私的純便益を比較することにより、

企業が自発的にフレックスタイムを実施するような状況が均衡解として実現し

うるかどうかを調べる。

　以下では2ニ’，＋’を仮定する。これはフレックス通勤時間帯が従来の固定的始

　　　　　　　2

業時刻を中心として前後へ対称的に広がることを意味する。実際に行われてい

る、ほとんどのフレックスタイムの事例についてこの仮定が妥当する。たとえ

ば固定的始業時刻が9時に対し、フレックスタイムでは8時から10時までの

間に出勤すれば良いという場合がそうである。さらに、集積の経済を表す関数

の形を次のように特定化する。

　　　g（η）＝ησ　　　　　　　0＜σ＜1．　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－25）

　式（4－21）、（4－22）に式（4－25）を適用すると、ケースAとBの生産額は、それぞれ、

r∠＝α・1＞σ1 （4－26a）
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　　　ブー・・脚・7－7）・2α器7）・　　（426b）

となる。このことから、ただちに、

　　　匹匹・・σ・Nσ○σLア）．o．

　　　　　　　　　2＋σ

が得られる。すなわち、フレックスタイムのもとでの生産額は固定的始業時刻

制の場合より小さくなる。

　まず、すべての企業が固定的始業時刻制を導入している場合（ケースA）に

ついて検討する。Nl＝OJ＞、＝ノ〉において（名一Cl）一（ろ一C2）を評価すると、以下の

関係が得られる（導出については付論4－Bを参照）。

　　亙〈〃～（匹7）の場合

　　　（若一C1）告q）・・⇔寄一α（≒ρ砦忌門・・　（捌

　　N≧〃～（’一’）の場合

　　　（六一C1）一（ろ一q）・・⇔寄一去・（アL2）M・・　　（4鋤）

　三一q）一（ろ一C2）〈0は、ノ〉、＝OJ＞2＝ノ〉が均衡解として実現するための条件であ

る。逆にこの関係が成り立たないなら、すなわち侶一Cl）一（｝～一C2）＞0のとき、

ノ＞1＝0、ノ＞2＝ノ〉は均衡とはならず、企業はこの状況から逸脱する（すなわちフレ

ックスタイムを導入する）ことにより私的純便益を増加させることができる。

このことは企業が自発的に固定的始業時刻制からフレックスタイムへ移行する

インセンティブを持つことを意味する。式（4－27）に基づいて、このケースが実

現する可能性を調べることにより、次の命題が得られる。

命題4－1　初期にすべての労働者が固定的始業時刻であった場合（すなわち

2＞1＝0、1＞2＝N）、そこから自発的にフレックスタイムに移行する企業が出現す

るような状況は、（i）スケジューリングコストβが大きい、（ii）ボトルネック容量

％が小さい、（iii）集積の外部効果σが小さい、そして（iv）総労働者数ノ〉が大きい

場合に実現する。
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　次にもう一方の端点解である、すべての企業がフレックスタイム制を導入し

た場合（ケースB）について検討する。均衡条件の式（4－3b）が成り立つかどうか

を調べると、ノ＞1＝2＞、ノ＞2＝0のとき、以下の式が得られる（導出については付論

4－Cを参照）。

　　　　　　　　　　　α・2＞σ（7L7）（2＋σ一2σ＋1）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜0．　　　　　　　　　（4－28）　　　（名一Cl）一σ～一C2）＝
　　　　　　　　　　　　　2σ一1（2＋σ）（1＋σ）

　上の不等式は、次のことを意味する。

命題4－2　すべての企業がフレックスタイムを実施するような状況（すなわち

Nl＝ノ〉、！＞2＝0）は均衡解として実現しない。

上の二つの命題より、フレックスタイムを実施する企業が存在するような均衡

解が存在しうること、そしてそれは内点解としてのみ実現することがわかる。

4－5－2　均衡解のパターン

　内点解の場合（ケースCl、　C2）、4－3と4－4で示したように、各タイプの生産

額および通勤費用を計算する式は複雑であり、解析的に均衡解を求めることは

困難である。以下では仮想的パラメータを用いた数値計算により均衡解を分析

することにする。

　　数値計算に用いるパラメータ値を次のように設定する。

　　　β＝1900，　　1＝8，　　’＝9，　’＝8。5，　　　ズ＝9．5，　　　〃～＝3000，　α＝100

すなわち労働者は8時間勤務し、固定的始業時刻の場合は9時に業務が始まるが、

フレックスタイムの場合は8時30分から9時30分までの間に出社すればよい。

　均衡解のパターンは、図4－5に示すような三通り存在する。図はノ〉＝2000の場

合について示しているが、他のパラメータの組み合わせについても、この三通

り以外のパターンは見つからなかった。各図において、タイプ1（タイプ2）

の労働者数は右端（左端）から測った横軸の座標値で表される。図に描かれた

二つの曲線は、パラメトリックに与えた（N1，N2）に対し、タイプ1、2の企業が

達成する私的純便益をプロットしたものである。タイプ1の私的純便益曲線は

2＞2＝1500で屈折しているが、それはこの点で通勤パターンが変化するためであ
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る｡ すなわち上に示 したパラメータ値のもとでは､ Ⅳ 2≦1500のときにケースCl

とな り､ Ⅳ 2>1500の ときC2となる (式(4-17)を参照のこと) ｡ 図中の矢印は､

均衡に向けて調整す る方向を示 してい る｡ パターン 1 (図4-5(a))では､あら

ゆる(Nl,N2)の範囲でタイプ 2の私的純便益が上回っているので､均衡において

はすべての企業が固定的始業時刻 を採用す るo パターン 2 (図4-5(b))では､

複数の均衡解が生 じる｡この場合､私的純便益は内点均衡 においてより大きい､

すなわち一部の企業でフレックスタイムを実施 した方が経済厚生は大きい ｡ し

かしこのよ うな内点解 を市場･メカニズムにより実現す るためには､初期解が図

4-5(b)の点Sよ りも左側にある必要がある｡た とえば政府関係の職場で率先 して

フレックスタイムを実施す ることによ り初期解を左側に移動 させれば､市場の

力で左の均衡解を達成できる可能性がある｡パターン 3は多数の労働者がフレ

ックスタイムで通勤す るパタ-ンが唯一の均衡解 となるケースである. 命題4-

2で示 したよ うに､均衡は図の左端では達成 されない｡

均衡解に対応す る経済厚生の水準は､私的純便益の和である社会的総余剰に

よって評価できる｡

S(Nl,N2)-Nl(Y.-C.)+N2(Y,-C,)･ (4129)

ここでⅣ1-〟-Ⅳ 2より∫(〟-Ⅳ 2,Ⅳ 2)と書 けるので､これ を Ⅳ 2で微分 しⅣ 2=0で評

価すると､次が得 られ る｡

dSl 2~J(21'J-2-C,)(k(Tf-T)-N)aNl'J
dN2L,2=｡ k(2+J)

上の不等式 より次の命題 を得 る｡

>0

命 題 4-3 す べ て の企 業 が フ レ ック ス タイ ム を実施 す る よ うな状 況

(N.-N,N2-0)で社会的余剰が最大化 され ることはない｡

命題4-3を考慮すると､労働者のタイプ別構成 (Ⅳ1,Ⅳ 2)と社会的総余剰の関係

は､図4-6に示す ような三通 りのパ ターンに分類 され る｡ 具体的には

パターンR:すべての企業が固定的始業時刻制を採用 した場合に社会的総余

剰が最大化 され る､
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パターンM・醐パターンの変化する点・N、一讐’）で社会的余剰が最大化・
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パターンL・鑑一・と垢讐’）の中間点で社会的余剰が最大化・

　図4－7には、それぞれの均衡解のパターンが生じるパラメータの範囲を示し

ている。図でたとえばレRとなっているのは、均衡解がパターン1で、社会的総

余剰がパターンRになるケースを意味する。この場合、均衡においてはすべて

の企業が固定的始業時刻制を採用しており、このとき社会的総余剰は均衡点で

最大となっている。このパターンは集積の経済効果の強さを表すパラメータσ

が大きく、通勤者数1＞が小さいときに実現する。この結果は命題4－1と整合して

いる。なお、2＞＜嬬eL∫）のとき、ケースC1の通勤パターンのみなので、均衡

　　　　　　　　　2

解のパターン2と社会的余剰のパターンMは存在しないll。

　1－R以外の領域では、社会的総余剰が最大化される点と均衡解は一致しない。

多くの場合、均衡においてフレックスタイムを採用する企業の割合は（社会的

総余剰が最大化されるという意味での）最適水準より小さくなっている。例外

は2－Mと3－Mで、これらの領域ではフレックスタイム労働者の割合が最適水準よ

りも大きい。

　図4－8（a）には、スケジューリングコストの大きさを表すパラメータβが変化す

る場合に各タイプの私的純便益がどのように変化するかを示している。なお図

における●印は均衡解の位置を表している。人々の時間価値の増大にともなっ

てスケジューリングコストは大きくなるものと考えられるので、βを小さい値

から徐々に大きくする。初期の段階ではβの値が非常に小さく、β＝1500としよ

う。

ll

}4－7では、ノV＜1500の場合が該当する。
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図4－7パラメータと均衡解および最適解のパターン

　この段階では、すべての企業が固定的始業制を実施している場合に均衡が得

られる。βを大きくするとタイプ2の私的純便益曲線が時計回りに回転する。

一方、タイプ1回忌レックスタイムでスケジューリングコストがかからないの

で曲線の位置は変わらない。、βがある一定値（図ではおよそ1700）を超えると、

ノ＞2＝1400の周辺にもう一つの均衡解が出現する（図中崇で印した点）。図4－8（b）

より、新たに出現した測点均衡の方が初期の均衡点より社会的総余剰の値は大

きいことがわかる。しかし初期の均衡点が右端にあるため、内割均衡は実現し

ない。このことは、政府が何らかの介入を行い初期均衡を左方へと誘導するこ

とにより厚生が改善されることを示唆している。パラメータβの値がさらに大

きくなりある閾値（図ではおよそ2300）を超えると、右端の端点から左の方の

内点均衡にジャンプする。
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4－5－3　混雑料金の影響

　一部の企業がフレックスタイムを実施すると、そのような企業に勤める労働

者は混雑を回避するよう出発時刻（始業時刻）を調整するので、交通混雑は改

善される。しかし、命題4－2より、すべての企業がフレックスタイムを実施する

ような均衡は達成されない。さらに、タイプ2の企業に勤める労働者の通勤時

間帯には待ち行列が存在する。待ち行列がもたらす厚生損失を解消するために

は混雑料金を導入する必要がある。以下では、混雑料金の実施が経済厚生に及

ぼす効果を調べることとする。

　最適な混雑料金は、出発率をボトルネック容量鷹に等しくなるように誘導す

ることで、待ち行列の形成を防止する。第3章の3－3－2で示したように、時刻’に

おける最適な料金τ（のは、次の式で計算される。

　　　τ（’）＝ノ：ヲ（’一’1），　　　　（’1≦’≦’），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－30）

ここに、’1はタイプ2の最初の通勤者が出発する時刻であり、式（4－16）より得ら

れる。この料金システムのもとでは、料金が存在しない場合と同様、CBDへの

到着率がボトルネック容量％に等しくなる。料金を導入しても到着率が変わら

ないということは、料金が生産性に影響を与えないことを意味している。また

第3章の3－3－2で示したように、料金を導入しても均衡における個人の通勤費は

変わらない。したがって、混雑料金は、両タイプの私的純便益および均衡解に

影響を与えない。影響を受けるのは社会的総余剰の水準のみで、待ち行列によ

る厚生損失の減少分に等しい額の料金収入が社会にもたらされる。総料金収入

ρは次式で計算される。

　　　ρ一1き（り・〃～漉一∫1β（卜’1）％読一網・　　　　（牛31）

　図4－9は、3パターンの均衡において混雑料金が社会的総余剰に与える影響を

示している。各図でρは二つの曲線の垂直方向の距離に等しい。均衡解の位置

は、●印で示されている。
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　図4－9　混雑料金の効果
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　式（4－31）より、社会的総余剰の増加分はタイプ2の労働者数2＞2の増加にとも

なって大きくなる。したがって、図4－9（a）のように、混雑料金の収入は、フレ

ックスタイムの労働者数が小さいときに相対的に大きくなる。図4－9（b）のよう

に複数の均衡点が存在する場合、経済厚生の観点から見た解の順位は、料金が

存在する場合としない場合で異なっている。混雑料金が徴収される場合、右端

の均衡解（フレックスタイムを導入している企業が存在しないケース）で、罰

点解（フレックスタイムを導入している企業が存在するケース）よりも高い水

準の経済厚生が達成される。このことは、混雑料金を徴収している場合、フレ

ックスタイムの導入を促すような政策は不要であるということを意味する。す

なわち、ある状況下では、フレックスタイムと混雑料金は代替的な政策となる。

図4－9（c）の場合（フレックスタイム導入率が高いケース）、混雑料金がもたら

す社会厚生の増加は微々たるものである。これは、フレックスタイムを採用す

る企業の割合が高い場合、混雑の水準がかなり小さくなっているためである。

この場合、混雑料金徴収の費用が大きいと、料金制導入は経済厚生を低下させ

るかも知れない。

4－6　結論

　本章では、交通混雑と都市の生産性とのトレード・オフを考慮してフレックス

タイムを採用する企業数を内生的に求めるモデルを提示した。集積の経済に対

する依存度に比べて交通混雑による費用が大きい場合、企業が自発的にフレッ

クスタイムを導入する可能性があることを示した。しかしすべての企業がフレ

ックスタイムを導入するような状況は、均衡解として実現することはなく、ま

た社会的にも最適ではない。ほとんどの場合、フレックスタイムの実施状況は

社会的に効率的な水準よりも低い水準に留まっている。

　このモデルでは複数の均衡解が生じうる。一つの解は一部の企業がフレック

スタイムを導入するが、もう一つの解では導入する企業が皆無である。前者の

均衡解の方がより高い経済厚生の水準を達成できるにもかかわらず、初期のフ

レックスタイム労働者比率がある閾値以上にならない限り後者の解が持続する。

このことは、官公庁でのフレックスタイム導入や実施企業に対する補助など、
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フレックスタイムの労働者比率を高める政策的介入の必要性を示唆している。

その比率が閾値以上にさえなれば、市場メカニズムにより企業がフレックスタ

イムを採用する状況が均衡解として持続しうる。

　さらにここでは混雑料金の効果も調べた。混雑料金の実施はフレックスタイ

ムを実施する企業が少ない場合には有効である。上述の複数均衡解の場合、混

雑料金の有無によって、フレックスタイムに関する政策的含意が変化する。す

なわち混雑料金が実施される状況では、フレックスタイムを採用する企業が存

在するような解に誘導する政策は不要である。その意味でもフレックスタイム

は混雑料金が実施できない状況での次善の政策なのである。

付論4－A：時刻ごとのタイプ別労働者数

　ケースC1：

　図4－3（a）には、タイプ1の労働者が、匡’1］と［2，ア’］の時間帯に分かれて到着す

ることが示されている。そして、到着率は式（4－19a）に与えられている。タイプ

1の労働者は到着すると直ちに業務を始めるため、フレックス通勤時間帯のあ

る時刻’に勤務中の労働者数はその時刻までに到着した人数に等しい。これはr

から球での出発率（＝到着率）を積分することにより求められる。

・1（り一〔9（・）ぬ
（4A－1）

なお、タイプ2の労働者が通勤する時間帯である［’1，’］の問は、タイプ2の通勤

者のみが道路を利用するため、η1（りは一定である。また、コアタイム［ア曾，ア＋月で

は、η1（り＝1＞1となる。これらをまとめると、η1（りは次のようになる。
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T'-T-%

･t̂-% -T,

･t-% J ,

･T･･I-A -t,

(TLt̂)

(T'+I-i)

･T<t<t̂-卦

･t̂一語 <t<t̂)

(t̂<t<Tl)

(T'<t<T+I)

･T･I<t<t'･I-卦
(thI一生<t<t-.I)Wb
(t'+I<t<Tl+I)

(4A-2)

一方､タイプ 2の労働者は[t"t']の時間帯に続々 と到着す るが､業務は始めず

に待機 して､時刻 t̂に全員が一斉に業務 を開始す るため､n2(i)は次のようにな

る｡

つ
ん

o
Ⅳ

o

ケースC2:

上の場合 と同様の手順で､次を得 る｡

nl(i)=

蓋 (t-t'),
Nl,

(T<t<t̂)

(t̂<t<t̂+I)

(t̂+I<t<T'+I)

(t̂≦t≦TT)

(T.<t-'t̂+I) (4A-4)

A (T･･I-i), (t̂･I<t-<T.･I)

n2(i,-(."2 '(tを'.;'<tt'<IT',.I,

付論4-B: 式(4-27)の導出

(4A-5)

(4A-3)

すべての企業がタイプ 2､すなわち固定的始業時刻制 を導入 している場合､
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一人当たり生産額は式（4－26a）のジとして与えられている。また、通勤費は式

（4－14）のびである。したがって、タイプ2の私的純便益は、

　　　ろ一。，一。N・・」墾

となる。このとき、ある企業がフレックスタイムを導入したとする。この企業

の規模は小さいので、この行動がη1（りと〃2（りに与える影響は無視できる。この

企業の労働者は時刻2に働き始める必要はなく、2項目早く（または遅く）始め

てもかまわない。彼らは、タイプ2の通勤者が道路を利用している時間帯

卜％・2］には待ち行列が存在するので・それを避けるように出発時亥叫を選択

する。このときC1＝0である。4－3で示したように、パラメータ値に依存して二

通りの出発分布（ケースC1およびC2）が存在する。出発分布の相違は通勤費用

には影響を与えないが、各時刻における労働者数が変わってくるので、一日あ

たりの生産額には影響する。

　ケースClについて、式（4A－2）と（4A－3）を（4－24a）に代入し、瓦＝0，1＞2＝Nとおく

ことで、次を得る。

　　　名＝認・一α（7一曾一7）（7曾一アー2／V．／〃ち　4（7－1－7’一ノ〉’／〃ち））M

上の結果を（｝「一q）一（ろ一C2）に代入することにより（4－27a）が求められる。

　ケースC2については、（4A－4）と（4A－5）を代入し、上と同様の手順により（4－27b）

が得られる。

付論4－C：式（4－28）の導出

　すべての企業がフレックスタイム制を導入している場合、一人当たり生産額

は式（4－26b）のrBとして与えられている。また通勤費用はゼロである。したがっ

て、タイプ1の労働者一人あたり私的純便益は次のようになる。

　　　　　　　　　　　　　　　2α・ノ〉σ（’L’）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4C－1）　　　名一Cl＝γB＝α・Nσ（∫＋アーア1）＋

　　　　　　　　　　　　　　　　　（2＋σ）

　ある企業が固定的始業時刻制に変更したとする。このとき他のすべての企業
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がフレックスタイム制を導入していて出発分布が分散しているので、この企業

に勤める労働者も待ち行列なしで通勤でき、通勤費用はやはりゼロとなる。こ

の企業の労働者は時刻£に業務を開始し、2＋1に終了する。ここで、都市内にお

いて業務中の労働者の総数は式（4－23a）と（4－23b）に与えられている。したがって、

この企業の一日当たり生産額は次のように計算できる。

　　　恥Cg（・（’）励＋（7＋ノーP）9（N）・＋瑠9（・（’））磁

　　　　．。，脚＋アー7う＋2酬σ（7L7）（1一一1）　　　（4C．2）

　　　　　　　　　　　　　　　（1＋σ）、

なお、最後の式は2．Z亘の仮定のもとで得られる。上の結果を（名一C1）一（ろ一C、）

　　　　　　　　　　2

に代入することにより、（4－28）が得られる。
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第II部　都市空間
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第5章 単一中心都市におけるコー ドンプライシング☆

5-1 はじめに

交通混雑の程度は都市内の地点ごとに異なっている｡多 くの企業が立地 して

いる都心部では郊外部 よりも交通量が多 く､混雑が激 しいことが通例である｡

このような状況のもとで混雑料金を実施す る場合､どこでい くらの料金を徴収

すべきであろ うか｡ 第ⅠⅠ部では､様々な地点か ら発生 した トリップによって引

き起こされる交通混雑の空間的変動を考慮 した混雑料金体系の設計問題に着 目

する｡第1章で紹介 した伝統的な混雑料金の理論は一点経済を想定 していたので､

上述のような問題を取 り扱 うためには､分析の枠組みを空間次元に拡張す る必

要がある｡

都市空間における混雑の理論は､交通経済学 よりも都市経済学において研究

されてきた(た とえばKanemoto(1980),Sullivan(1983a),Fujita(1989))｡そこでは最

適な資源配分 (ファース トベス ト)を達成す るため､都市内のすべての地点で

各地点における混雑の外部効果に等 しい混雑料金 を徴収す る必要があることが

示 されている｡ このように各地点で異なる料金を課す るためには都市内のいた

る所にカメラを設置 し各車両を認識 して料金額 を計算す るようなシステムを構

築する必要がある｡情報技術の進歩により､そのようなシステムは夢物語では

なくな りつつあるものの､実施のための費用 を考慮すればまだ実用的な段階 と

はいい難い ｡ 利用者側でも料金負担を考慮 して合理的な選択をす るためには複

雑な計算を要す るが､そのよ うな機能を備えた情報システムをすべての車に装

備することが､ファース トベス トの料金体系を有効にす るための前提 となる｡

た とえ以上の条件が満たされたとしても､そのよ うな料金体系の導入に対す る

社会的合意を得 ることが最 も困難である｡ したがって都市空間において実際に

混雑料金を実施す る場合､最適でなくても､より単純な次善 (セカン ドベス ト)

*本章はMun(2003)に基づいている｡この論文の旧稿 に対 し､金本良嗣､松滞俊雄､佐々

木公明､RobinLindsey,MarvinKrallS､ErikVerllOefの諸氏か ら貴重なコメン トをいただい
た｡
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の料金システムを設計せざるを得ない。

　都市空間を対象とした次善の混雑料金として現実に採用されている方式はコ

ードンプライシング（Cordon　pricing）である（シンガポール、ノルウェーの3

都市、そしてロンドン）1。コードンプライシングとは、混雑の激しい都市中心

部を取り囲むようにコードンラインを設け、そのコードンを通過する車両に対

して一定の料金を課するものである。東京でも同様のコードンプライシングの

導入に関する検討が進められていることが報道された（読売新聞2000年1月26

日）。この方式は，上述のような都市空間モデルから導出されるような最善の料

金ではないが、次善の政策としては現在のところ最も実施が容易である。しか

し理論面では、コードンの位置をどこにすべきか，そしてその際の料金はどのよ

うに設定すべきかに関して経済学的分析は行われていない。したがって実際に

いくつかの都市で設定されているコードンの位置と料金水準が経済学的に果た

して望ましいものであるのかは明らかではない。このような次善の料金体系は、

様々な地点における歪みを考慮しながら設計する必要があるので、その点では

ファーストベストよりも複雑である。

　上で紹介した都市経済学の研究では、立地点ごとに異なる厳密な最適混雑料

金か、全く混雑料金を実施しないか、という両極端のケースしか考慮していな

い。最善ではないが実施可能な次善の料金政策に関する分析を、都市空間を考

慮したモデルにもとづいて行った文献は少ない2。一方、次善の政策として、道

路容量の調節に着目した研究はいくつか行われている（たとえばKanemoto

（1980））。これらの研究では、混雑料金がまったく実施できない状況を想定して

いる。

1正確には、ロンドンのシステムはコードンプライシングではなく、シンガポールで当
初採用されていたエリアプライシングである。しかしいくつかの特例や割引措置により、
実質的にはコードンプライシングとほぼ同様の方式といえる。
2Sullivan（1983b）およびKraus（1989）は例外である。　Sullivanは、次善の政策として、立

地点に関わらずすべての住民から単位距離あたり一定額の料金を徴収する政策（ガソリ
ン税と同じ）の効果を，土地利用モデルを用いて分析している。彼のモデルでも、これ
までの研究と同様、土地利用構造に及ぼす効果に焦点をあてており、トリップ数そのも
のは料金導入によって変化しない。Krausは、都市空間モデルにもとづいてコードンプラ
イシングを取り扱った最初の研究である。一方，都市空間を考慮しないモデルで次善の
料金政策を論じた研究は多く行われている（たとえばVerhoefほか（1996）など）。
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　本章では、単一中心都市を対象として、最適なコードンの位置および料金水

準を求める問題を検討する。そして最適なコードンプライシングが交通流と経

済厚生に及ぼす効果を分析する。その際、従来の都市経済モデルとは対照的に、

土地利用は与件とし、トリップ数を内生化したモデルを定式化する3。

　　　バ5－2　モアル

5－2－1　トリップ需要と費用

　都心を中心に広がる単一中心都市を想定する。都市内の各地点の属性は、都

心からの距離xのみによって表わされる。各地点には密度1で個人が立地して

おり、各個人は何らかの目的で都心に自動車トリップを行うものと仮定する。

トリップ需要は弾力的であり、各個人のトリップ回数はトリップ費用に依存す

る。トリップ費用が高くなれば、個人はトリップを断念するか、または公共交

通機関のような代替輸送機関を用いる。いまxをCBDからの距離とし、地点κ

に立地する一個人あたりのトリップ数をg（κ）とする。そしてトリップの逆需要

関数をp（g（x））のように定義する。P（g（x））の値はトリップの私的限界便益を表す。

　道路を単位距離あたり走行する費用はその地点での通過交通量g（κ）の増加関

数であり、’（g（x））で表すものとする。このような定式化は、すべての地点にお

いて道路容量が一定であることを意味する。このとき地点κからのトリップに

要する費用C（x）は、次のように定義される。

c（・）＝C’（9（ア））の・ （5－1）

すべてのトリップは都心に向かい、人口密度は1であるから、xにおける通過

3都市経済学における問題意識は、交通混雑の問題を解決するために交通需要の発生源で
ある土地利用の空間的構造を改変すべきというものであった。そのため混雑の外部性が
人々の立地選択を歪ませる問題を主として議論しており、それら，のモデルにおいて自動
車交通需要は非弾力的である。すなわち混雑料金を導入してもトリップ数に変化はない
と想定されているので、短期的には混雑対策の効果がまったく期待できない、現実には、
トリップの費用が高くなれば、頻度を減らしたり他の手段を用いるなどするので、短期
的にも交通量は変化することが予想される。この点で従来の都市経済モデルは非現実的
である。
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交通量g（κ）は、

9（・）イg（ア）の，
（5－2）

と定義できる。ここにBは都心から都市の外側境界までの距離である。

5－2－2　無料金均衡

　各個人は、私的限界便益が私的費用を上回る限りトリップを行う。したがっ

て均衡では、式（5－1），（5－2）とともに、すべての地点で次の条件が成り立つ。

　　P（9（x））＝C（κ）　　かall　x，0≦κ≦君，　　　　　　　（5－3）

ここでは需要関数と走行費用関数を、それぞれ以下のように特定化する。

　　1ワ（9（κ））＝α一69（x），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5－4）

　　’（9（ア））＝ノ＋09（ア），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5－5）

　ここにα、ゐ、∫、oは正の定数である。∫は交通量がゼロであるとき単位距離

を走行する費用（＝自由走行費用）、6は通過交通量がトリップ費用に及ぼす限

界的効果を表している。

　式（5－4）と（5－5）を（5－3）に適用し、その両辺をκについて微分することにより、

次が得られる。

　　一ゐg，（x）一’（（；～（κ））＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5－6）

ここにgl（κ）はg（κ）の一次導関数である。次に式（5－2）の両辺をxについて微分す

ると次が得られる。

　　（2’（κ）＝一9（x）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5－7）

さらに式（5－6）をもう一度んで微分し、式（5－5）と（5－7）を考慮すると、

　一将”（κ）＋09（κ）＝0，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5－8）

ここにg”（x）はg（κ）の二次導関数である。式（5－6）よりg，（κ）＜0、式（5－8）より

gl，（x）＞0であることがわかる4。すなわち、均衡において各地点から発生するト

リップ数は、都心からの距離とともに減少するが、その減少率は逓減する。

　各地点における均衡トリップ数をg＊（x）と表そう。これは式（5－8）の微分方程式

4後に示されるように、社会的最適およびコードンプライシングのもとでの均衡におい
ても、各地点の発生トリップ数に関する微分方程式は式（5－8）と同じ構造を有する。した
がって、これらのケースにおいてもgl（κ）＜0、　g”（x）＞0が成り立つ。
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の解であり、次のように求められる。

　　9＊（x）＝ろexp（ακ）＋ろexp（一α：κ），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5－9）

ここにα一 Pであり・ろ，ろは境界条件1・より定まる勝である・

　境界条件は二つ必要である。一つは、式（5－3）にん＝0を適用し、C（0）＝0を考慮

することにより・9＊ i・）一％のように与えられる・もう一つは・式（5－6）に・一・を

適用することにより与えられ、それは一寸＊，（0）＝！＋cg（0）である。これら二つの

条件式を用いて、λ1，うが次のように求められる。

　　・・xp圃一猛
ろ＝
　1ら（exp（α8）＋exp（一α8））’

　　　・・xp（鰯）％

ろニ
　ゐ（exp（αB）＋exp（一α8））’

5－2－3　社会的最適

　社会的最適とは、都市内の総社会的余剰を最大化するような地点別トリップ・

パターンとして定義される。目的関数は次の通り。

　　7－1驚）P（9）吻一C（・）9（・）｝批・　　　　　　（5－1・）

最適条件より、次が得られる。

　　P（9（・））一C（・）・総画ア））9（ア）の，　　　　　　　　　（5－ll）

上式の右辺第2項は混雑外部性を表している。これは、κからの追加的な1ト

リップが、xから0に至るすべての区間で同区間を利用する全車両の速度をわ

ずかずつ低下（所要時間を増加）させることによる損失の合計である。式（5－11）

は、地点κからの追加的なトリップによる社会的限界便益と社会的限界費用を

等しくすべきという、社会的効率性の条件である。このような社会的に効率的

な道路利用を分権的に達成するためには、各トリップに対し、混雑外部性に等

しい料金を徴収する必要がある。このような料金システムのもとでは、地点ご
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とに異なる料金が課されることになるが、これを現実に実行することは困難で

ある。本研究では社会的最適を達成する料金システムを代替的政策として考慮

するのではなく、次善の政策であるコードンプライシングの相対的効果を評価

するための参照点として位置づける。

　式（5－ll）に対して、式（5－4）と（5－5）の特定化を適用すると次が得られる。

　　・一勿（・）一力・2・『9（ア）の・　　　　　　　　（5－12）

無料金均衡の場合と同様にして、上の式の両辺をxについて二回微分すると、

　　一ゐg”（κ）＋2（：g（κ）＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5－13）

が得られ、同様の手続きにしたがって上式を解くことにより、社会的に効率的

な地点別トリップ数go（x）が次のように求められる。

　　go（x）＝ηl　exp（μ）＋η2　exp（一μ），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5－14）

ここにγ一X、㌍ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　である。　　　　　　　　・　η2＝ゐ（exp（β）＋exp（一β））　　　　　　　　　　　ゐ（exp（β）＋exp（一声））

・・xp（一β）一
・・xp（β）・牙

5－3　コードンプライシングのもとでの均衡トリップ

　図5－1に示すように、都心から㌔の地点にコードンが設定され、コードンを

通過する車両に対してτに等しい料金が課されるものと想定する。コードンの

外側（x＞κ配）に立地する者にとって、トリップ費用は時間費用に料金を加えた

ものであるのに対し、内側に立地する個人はコードンを通過しないので時間費

用のみを負う。
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料金＝0

κ鰐

CBD

コードンライン

料金＝　τ

図5－1　コードンプライシング

　コードンプライシングのもとで均衡が達成されたとき、コードンの内側およ

び外側地域から発生するトリップ数を、それぞれg数κ）およびg数κ）と表すこと

にしよう。このとき均衡においては次の式が成り立つ。

P＠（κ））＝c（κ）

c（・）＝「∫（9、（ア）切

　　　0
　　　エ　　　　　　　　　　な
9、（ア）一『9警（・）砒・fgr（・）砒

　　　ア　　　　　　　　㌦

ノ∂70≦κ≦㌔ （5－15）
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P（gr（κ））＝c（κ）＋τ

　　　エ　　　　　　　　　　　　　　　ぬ
。（κ）＝1’（9、（ア）沁＋『’（2（ア）功

　　　O　　　　　　　　　　x
　　　　　　　　醜
　　　お9、（ン）＝『9『（・）砒

　　　κ肋

9」（x贋）＝9。（㌔）．

ノ∂7㌔≦κ≦君 （5－16）

（5－17）

式（5－15）と（5－16）は、それぞれx。の内側と外側にある各地点で成り立つ均衡条件

である。式（5－17）は、状態変数である二つの通過交通量関数2（x）とg。（x）が㌔に

おいて連続になることを表わしている。

　前節と同様」（g（ア））＝ノ＋og（ア）およびp（g（x））＝α一bg（κ）と特定化して、、微分方程

式を解く。このとき、コードンプライシングのもとでの各地点で発生するトリ

ップ数が次のように得られる。

　　9野（・）一μ1・⑳＋μ、・一餓，カ・0≦・≦㌔，　　　　　　　　（5－18・）

　　が　　90（κ）＝μ3θoκ＋μ4θ一〇κ，　ノb7　x切≦x≦」B，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5－18b）

ここにαは前節で定義したものと同様である。またμ1，μ2，μ3，μ4は未定係数であ

るが、これらを求めるため4つの境界条件が以下のように与えられる。

　まず、κ＝0において下の式が成り立つ。

　　猷（・））一C（・）一・，　　　　　　　　　　（5．19。）

　　　　ゆ　　P’吻衰0）一’＠（・））一・・　　　　　　（5－19b）

次にκ＝㌔において、式（5－15）、（5－16）に式（5－17）を代入することにより

　　P＠（・。））一p儲（・。））一・．　　　　　　　　　（5．19、）

さらに、都市境界Bにおいては次が成り立つ。

　　　　が　　P’吻瑳B）一如）一・・　　　　　　（5－19d）

以上4本の境界条件式を用いて、未定係数が次のように求められる。

　　　　一2f・2必鰯・・儲・靱・一・一・）

　　μ1＝　2ゐ（αB　一αBθ十θ）　・　　　　　（5－20a）
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μ2＝

2∠・2㏄鰯一・¢・・靱・一・一軌・）

α

，μ3＝

2ゐ（θ鰯十θ　αB）
，

一2z・厩鰯一・¢・・耽・＋・一α・・刈

　α
，

（5－20b）

2b（08－08θ十θ）
（5－20c）

　　　　2z・2㏄　一・¢・・靱・＋・一α・・囁・）

　　μ・＝α　2わ（αB　一αBθ十θ）　・　　　　　（5’20d）

コードンの位置と料金水準の外生的変化が、地点別トリップ数に及ぼす影響は

以下の通りである。

　　∂宴）一一四面鰐（8一・・）xθ雄一θ燃θ一昭））…か…≦㌔・　（521の

　　饗）＝　咽←傷誤鰐一諮＋～噸の…か㌔・・≦刀・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5－21b）

　　∂ゲ（・）上＋・畷θα（軌）一・緬蹴））．。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノbγ　0≦x≦x醒，　　　　　　　　　　（5－22a）
　　　δτ　　　　　　　　　　2わθ　αB＋θαβ　　　　　　　　　　’

　　∂9藷）一即！垢1≦譜＋～鵤）…か㌔・・≦B・　（5鯛

（5－21a）と（5－21b）によると、コードンの位置が外側に移動することにより、均衡

トリップ数はすべての地点で減少する5。また（5－22a）と（5－22b）によれば、料金が

上昇することにより、コードンの内側の地点ではトリップ数が増加し、外側で

は減少する。これは内側（外側）では無料金均衡のときよりもコードンプライ

シングのもとでの均衡トリップ数がより多い（少ない）ことを意味する。図5－2

5厳密にはすべての地点で減少するわけではなく、コードンの外側直近地点㌔では均衡

トリップ数が増加することになる。その地点はコードンが外側に動くことによって、コ
ードンの外側にあったのに内側領域に編入されることになるので、g。（κ切）からgゴ（㌔）へ

と変化する。なお式（5－23）に示されるようにg。（㌔）＜g，（㌔）である。
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にはこのことが示されている。コードンの外側の地点では料金負担の増加によ

り交通需要が減少するが、その結果、内側での通過交通量（混雑水準）を減少

させる。一方、コードンの内側では料金を払わずに通過交通量減少による混雑

緩和がもたらされるので交通需要が増加する。すなわちコードンプライシング

導入によって都心側利用者の消費者余剰は増加し、郊外側では減少する。

　（5－21a）は、コードンの位置が外側に移動すると、すべての地点で交通需要が

減少するにもかかわらず、都心側の地点での交通混雑が激しくなることを意味

する。このことを見るために、コードンが㌔から㌔＋ぬ醒へとわずかに外側へ移

動したとき、地点x（0≦x≦㌔）における交通量の変化を調べる。

　　∂象ω一礫ン）の・↑∂護（ン）の・猟）イω　　　　（5必）

　　　　　κ　　　　　η2　　　　　　　　x　　　　　　η軍　　　那

　上式の右辺第1項、第2項は、式（5－21）より負であるが、第3項は第4項よ

りも大きい。すなわちコードンが外側へ移動することにより、㌔から㌔＋ぬ。の

間に立地する個人は料金を払わなくてすむようになるので、トリップ数を

g数㌔）からg1＊（κのへと増やす。この増加分がすべての地点でのトリップ数減少

の総和を上回るほど大きいのである6。以上より、コードンが外側に移動すると

それによって課金を免れるようになる地点の利用者のみが消費者余剰を増加さ

せ、それ以外のすべての利用者の余剰は減少する。

6これは、下に示すように、式（5－23）の右辺を展開することにより確かめられる。
∂9、ω．α←・別邸・α（2耽）一・姻・・α帆））．。

∂gr配 2（1＋θ20β）
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図5-2 無料金均衡とコードンプライシング均衡

5-4 最適なコー ドンプライシング

最適なコー ドンプライシングとは､次のよ うに定義 され る社会的余剰 を最大

化す るよう,コ- ドンの位置 xmと料金水準 Tを設定する政策である｡

V-x.Tmlqf)p(q,d q -C(x,q(x,]dxIrimlqf'p (q,dq-C (x,q(x,Fx･

この問題には､コー ドンプライシングのもとでの均衡条件である式(5-15)か ら

(5-17)が制約条件 として与えられ る｡ しかし均衡における地点別 トリップ数は､

前節 でqz**(x)､qow(x)として明示的に解かれている7. したがって､式(5-18)およ

び(5-19)を目的関数に代入すれば､制約付 き最適化 問題 として取 り扱 う必要は

ない｡

7 その意味では､q,～(x)とqo**(x)を､それぞれ q7**(x,I,Xm)とqo**(x,7,Xm)のように表記すべき
であるが､ここでは省略す る｡
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xmとTに関す る最適化の-階の条件は､それぞれ次の通 りであるo

qz"r'ormxm)p(q,dq-C(x-,qz#(xm,-lq7m'p(q,dqIC(xm,q=*(xm,]
Irlp(ql*(xm,)-C(x,-E(x,]管 か t[p(qow(x,)-C(x,-E(x,]警 塩-0 ,
O xm m

(5-24a)

xrmb(q,.*(x))-C(x)-E(x)]警 塑dkIfb(qo**(x))-C(x)-E(x)]警 % x-0, (5-24b)O xm

ここに､

E(x職 霊崇 ;ydi.Ixxmt･(Qo(,,bo(,,dy, fro.r,Ox:x<Sxx<mi. (5-25,

E(x)は､地点 xにおける一台の トリップ数増加がもた らす混雑の外部性､すな

わち ガから Oに至るすべての区間で､同区間を利用す る全車両の速度をわずか

ずつ低下 (所要時間増加) させ ることによる損失の合計に等 しい ｡

式(5-24a)の左辺第 1項 と第 2項は､コー ドンの位置 xmがわずかに移動 したこ

とによる社会的余剰の直接的変化 を表す｡すなわち料金の支払いを免れ るよう

になった者の消費者余剰の増加分か ら料金収入の減少分を引いたものであ り､

これ ら二項の差は正 となる8｡式(5-24a)の第 3項および第 4項は､コー ドンが外

側-移動 したことによる トリップ数の変化が社会的余剰に与える間接的影響を

空間について集計 (積分) したものである｡ これ らの間接効果は次善の状態に

おける死重損失の変化である｡第 3項はコー ドンの内側 における変化 を示 し､

8 コー ドンの位置が外側-移動することにより､ xmに立地す る個人の私的費用は

C(xm)+Tか らC(xm)- と減少す る｡式(5-24a)の第 1項 と第 2項は次のように書き換えら
れる｡

ll.ql"'x-)p(q,dq-C(xm,qz**(xm,H l.q:''xm'p(q,dq-(C(xm,･7)qo**(xm,]-qo..(Xm,･
最初の二項における日は､それぞれ､コー ドンのす ぐ内側 と外側 に立地す る者の消費者余

剰を表す｡ したがって､ xmに立地する個人の消費者余剰は増加す る｡第 3項は､コー ド

ンのす ぐ外側 にいる者が払 う料金であり､これはコー ドンが移動 したことにより失われ

る収入である｡
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式（5－15）、（5－21a）より正である9。これはコードンの移動により、その内側領域

で死重損失が減少することを意味する。以上の議論から、式（5－24a）が成立する

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　がには・第4項韻にならねばならないが・式（5－21b）より∂ｶ（κ）・・であることを

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　切
考慮すると、第4項における積分内の□は、㌔から君の間の少なくとも一部の

区間で正の値を持たねばならない。

　一方、式（5－24b）の左辺第1項は、式（5－22a）、（5－15）より負である（すなわち

料金を上げると、コードンの内側で死重損失が増える）。この式が成り立つため

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　がには第2項が正となる必要がある．ここで式（5－22b）より∂9芸ω．・であるから、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0τ

積分内の［］は、㌔からBの間の少なくとも一部の区間で負の値を持たねばなら

ない。

　二つの式に関する以上の考察を総合すると、コードンの外側の区間すなわち

㌔とBの間では、p（g数x））一C（κ）一E（x）が正の値を持つ区間と負の値を持つ区間

が存在する。式（5．16）からp（弟（κ））一C（κ）一E（κ）＝τ一E（κ）と表されること、および

E（x）はんについて単調に増加することを考慮すれば、τとE（x）は図5－3のような

位置関係になるはずである。すなわち、ある地点努が存在し、τ一E（κ）の値は㌔

と7の間では正、驚の外側では負となる。

・式（5－15）より、P（9野（・））一C（・）一・であるから、式（5－24・）、右辺第・項の積分内の1】は

一E（x）となり、負である。また、式（5－21a）より

項は正の値を持つ。

　が∂91ω．。である．したがって、第，
∂ワr吻
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x

図5－3　地点ごとの外部費用と最適料金の関係

　図5－4は、代表的な三つの地点について、コードンプライシングのもとでの

資源配分の状況を示している。ここでC（κ）＋E（x）は、地点κから発生するトリッ

プ数の限界的増加による社会的費用の増加分であるから、社会的限界費用と解

釈できる。コードンの内側（κ＜x　　脚）では、社会的限界費用が限界便益を上回っ

ているのでトリップ数が過大である。同様に、㌔＜κ＜驚では過小であり、

努くx＜Bでは過大である。これらの歪みに起因する死重損失は図において斜線

で示された領域の面積に等しい。死重損失の値は、コードンの位置と料金水準

を変化させることにより、一部の地点では増加し、他の地点では減少する。

　表5－1は、コードンの位置および料金が最適水準から変化したときの死重損

失の変化の方向をまとめたものである。表において、符号＋（一）は対応する

変数の値（κ吻　またはτ）が最適値からわずかに増加したときに、死重損失が

増加（減少）することを意味する。たとえば㌔を増加させる（コードンの位置

を外側に移動させる）と、0≦κ〈㌔の各地点において死重損失は減少する。最

適なコードンプライシングでは、死重損失を増加させる効果と減少させる効果
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が相殺するようにコードンの位置と料金を設定するのである。

　　　　　　　表5－1　コードンプライシングによる死重損失の変化

0≦x＜κ
　　　朋

立　　地

κ吻くん＜κ 7〈x≦B

κ陶

τ 十

● 十

十
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5－5　経済厚生の評価

　ここでは数値シミュレーションにより、最適なコードンプライシング・無料

金均衡・社会的最適のもとで、それぞれ達成する社会的余剰の水準を比較する

ことによって、コードンプライシングの導入が経済厚生の面でどのような効果

を持つかを調べる。社会的余剰の大きさは、（最適）〉（コードンプライシング）

〉（無料金均衡）であることが明らかなので、まったくの仮想的パラメータに

よる計算によって、特に新しい知見が得られるわけではない。そこで現実のデ

ータを用いて、正確でないとしても大きくかけ離れない程度のパラメータ値を

求め、それに基づいて大まかな定量的評価を試みる。

　大阪府のデータを用いてモデルのパラメータ値を次のように設定した（設定

方法については付論を参照）。

　B＝50，　α＝130，　ゐ＝498，　　0＝052，　∫＝1．2．

　表5－2には、上のパラメータ値（基本ケース）を与えた場合の計算結果を示

している。最適なコードンの位置は都心から7．54km、時間で測った料金は29．42

分であった。時間評価値を2000円／時とすると、料金ゐ額は980．7円となる。

また、表には三通りのシステムのもとでの社会的余剰が時間の単位で示されて

いる10。表において社会的余剰の右側に記された0内の数値は、社会的最適のも

とでの社会的余剰の水準に対する比率を示している。これより、コードンプラ

イシングのもとでの社会的余剰は、無料金均衡の場合より12％大きくなるが、

社会的最適よりもα7％小さいだけである。コードンプライシングは単純なシ

ステムであるにもかかわらず、料金徴収に多大な労力を要する社会的最適解と

比べてもほとんど遜色ない効果を達成している。

10パラメータ値はモデルの仮定に基づいて設定されている（例えば、単一中心であるこ
とや人口密度が1であるといったものである）。したがってここで計算された社会的余剰
の値は、代替的な料金システムの比較においてのみ意味がある。
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表5－2計算結果の詳細

基本ケース 需要がより弾力的　　道路容量が大きい

需要関数のパラメータゐ

費用関数のパラメータ。

最適なコードン立地点

最適なコードン料金

社会的余剰

　無料金均衡

　社会的最適

　コードンプライシング

　498

　052

7．54㎞

29．42min

　748

　052

8．32km

25．63mh1

2335分（0．887）　　184．6分（0．918）

263．4分（1．000）　201．0分（1．000）

261．6分（0．993）　200．0分（0．995）

　498

　0．26

8．78㎞

22．65mh1

309．0分（0．939）

329．2分（LOOO）

327．9分（0996）

　上の結果は、ここで用いた特定のパラメータ値に依存するのであろうか。こ

のことを確認するため、異なったパラメータ値に対してシミュレーションを行

った。表5－2には、需要関数および費用関数パラメータに異なる値を与えた場

合の結果が示されている。ここで、ゐが大きいということはトリソプ需要の弾

力性が小さいことを意味する。また。の値が小さいということは、混雑の水準

が交通量の増加に対してあまり感応的でない、すなわち道路容量が全区間にお

いて大きい状況であると解釈できる。表によると、トリソプ需要の弾力性が小

さい場合、コードンの位置は都心からより遠くなり、料金水準は低くなる。o

の値が小さい場合には、コードンの位置が遠くなり、料金水準も低くなる。図

5－5と5－6は、様々なゐ、oの値に対して、それぞれ無料金均衡、最適なコード

ンプライシングおよび社会的最適に対する社会的余剰を計算してプロットした

ものである。
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　図を見ると、パラメ』タの値にかかわらず、最適なコードンプライシングの

もとでの社会的余剰の値が社会的最適にかなり近い水準になっている。これは、

広い範囲のパラメータ値に対して、コードンプライシングが社会的最適とほぼ

同等の経済厚生水準を達成できることを示している。

　では、なぜコードンプライシングが上に示したような良い結果をもたらすの

であろうか。コードンプライシングがいかにして混雑外部性を制御するのかに

ついてより詳しく調べてみよう。式（5－25）が示すように、混雑の外部性は各地

点における通過交通量、すなわちその地点よりも外側から発生したトリップの

総数に依存する。図5－7は、それぞれ無料金均衡、社会的最適およびコードン

プライシングに対する交通量g（κ）をプロットしたものである。定義（式（5－2））

より、すべてのケースで都市境界βでの交通量は0であり、それぞれの曲線の

勾配の絶対値は各地点で発生するトリップ数g（κ）に等しい。

7
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3

2
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壕
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図5－7料金制と通過交通量の空間分布
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　図より、コードンプライシングおよび社会的最適の交通量曲線がほぼ重なっ

ており、二つの曲線が中間地点で二度交差していることが見て取れる。図5－3

に示したように、最適なコードンプライシングのもとではコードンの内側でト

リップ数が過大、すぐ外側では過小、都市の外縁部では再び過大となっていた。

このことは、平中の二つの曲線の相対的な傾きに反映されている。すなわち、

コードンの内側ではコードンプライシングの交通量曲線がより急な傾きとなり、

すぐ外側でより緩やかになり、再び外縁部でより急な傾きになっている。コー

ドンプライシングは一ヶ所でのみ料金を徴収するというきわめて単純なシステ

ムであるが、都市空間を三つの領域に分け、各領域内から発生するトリップ数

（交通量曲線の傾き）を調節することにより、最善のケースにおける交通量か

らの乖離を最小化するのである。

5－6　おわりに

　本章では単一中心都市における交通混雑のモデルを用いて、コードンプライ

シングが各地点におけるトリップ発生および混雑水準に与える影響を調べた。

最適なコードンプライシングは、都市内の社会的余剰を最大化するようなコー

ドンの位置（CBDからコードンまでの距離）とそこで課される料金額の組合せ

である。最適なコードンプライシングのもとでは、コードン内と都市の外縁部

で発生するトリップ数は過大となるが、コードンのすぐ外側では過小となる。

日本のデータに基づいたパラメータによる数値シミュレーションでは、コード

ンプライシングが社会的最適の場合とほぼ同等の経済的厚生の水準を達成する。

　本研究では、分析の簡単化のため、様々な仮定を導入している。中でも最も

制約的なものが、単一中心都市の仮定である。この仮定のもとでは、すべての

トリップがCBDに向かうことになる。この仮定は次の章で緩められるが、コー

ドンプライシングが極めて有効であるという結果は修正される。また、長期的

な影響を知るためには土地利用の変化も考慮に入れる必要があろう。コードン

の内側から発生するトリップは料金が課されないため、コードンプライシング

のもとでは、中心部の立地がより魅力的になる。この結果、都市の土地利用構
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造は中心部が高密化する方向に変化するが、これは土地利用の効率性を改善す

ると考えられる。混雑を考慮した単一中心都市モデルの研究（例えば

Fujita（1989）やKanemoto（1980））では、都市圏域がコンパクトになると効率性が

改善されることが示されている。しかし、単一中心の仮定を緩めると、さまざ

まな土地利用パターンが想定可能である。企業や個人はコードンの外側に移動

すれば、コードンを通過しないようなトリップを選択することにより料金支払

を避けることができる。すなわちコードンプライシングの導入により、単一中

心都市のもとで予想される集中化と異なり、都市の空間構造の分散化をもたら

す可能性がある。この問題は将来的に検討するに値するものである。Anas　and

Xu（1999）は、次善の価格政策を考慮していないものの、この問題の分析に有効

な枠組みを提供している。また、本研究ではコードンプライシングの設定に要

する費用を無視していた11。当然のこととして、そのような費用は、コードン

が都市の外側に移動すると、コードンを通過する道路の本数が増加するので増

加する。したがって、最適なコードンの位置は、本研究で得られたものより中

心に近くなるだろう。他にも、将来的に研究されるべき重要な問題として、道

路容量に対する投資の問題がある。Kanemoto（1980）が無料金のもとでの次善の

政策として投資政策を分析したが、次善の料金と容量への投資を組み合わせた

場合の分析も望まれる。

修論＝シミュレーションのためのパラメータ設定

　京阪神都市圏第3回パーソントリップ調査（1990年）の個票データを、大阪

府内の67市区町村ごとに集計し、各市区町村から大阪市都心2区（北区、中央

区）へのトリップ数と、それらトリップに要した平均所要時間を求めた。さら

にトリップ数を各市町村の人口で割ったものを、1人当たりトリップ数とした。

都心までの空間距離は、各市区町村の中心から大阪市役所までの直線距離を地

図上で計測した。

　ここで求めるべきパラメータは、β，α，わ，o，ノである。

11Kraus（1990）はこの費用を数値計算に含めた。
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　まず都市圏の外側境界までの距離βを50kmとした。大阪都心から最も遠距

離にあるのは南部の岬町（59km）であるが、その隣…の阪南市が48kmで、その

間がかなり離れていること、および北部で最遠なのが能勢町（39km）であること

を考慮して決めたものである。

　需要関数のパラメータα，ゐは次のように求めた。まずαは需要がゼロになる

（すべての人がトリソプを断念する）ほどの禁止的トリップ費用の水準といえ

るが、大阪都心を目的地とするトリップの中で最長時間が120分であったこと

を考慮して、α＝130とした。そして需要曲線が、都心2区以外で最もトリップ

数の多い地区の（トリップ数、所要時間）の座標を通るように6を設定するこ

とによりわ＝498を得た。以上のように需要関数を設定することは、トリップ

の便益が時間（分）の単位で表わされることを意味する。したがって計算された

料金も分の単位になる。これらを金額の単位に直すためには別途推定された時

間評価値を乗ずる必要がある。

費用関数のパラメータの内、∫は自由走行時（混雑がない）の単位距離当たり

所要時間なので、自由走行時の速度を50km／hと仮定して∫＝L2とした。実際

の大阪都市圏は一次元でも、単一中心でもないが、本モデルの設定と整合的な

パラメータ。の値を求めるため、以下のような方法を用いる。

　まず上で既に求めたパラメータを式（5－9）に代入すると、g＊（κ）はんと6のみの

関数となる。さらにこれを式（5－2）に代入することにより、g（x）もんと。の関数

として求められる。いま地区’が都心からκゴの距離にあるものとしよう。この

とき本モデルの設定では、この地区から都心までの所要時間は次のT（xρo）のよ

うに計算される。

T（・。・）一函＋・『9（ア）の

そこで上のように計算されたT（κ．01，）が、実際に観測された地区’からの所要時

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　67　　　　　　　　　2
間τと最も適合するように、すなわち残差二乗和、Σレ（κゴ，o）一司を最小化する・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f＝1

を探索する。以上のように求めた値は、o＝0．52である。

139



第6章　非単一中心都市への拡張士

6－1　はじめに

　第5章では、単一中心都市における最適なコードンプライシングを求める問

題を検討した。そこではコードンプライシングが最適に設計された場合、ほぼ

社会的最適と同等の経済厚生を達成することが示された。前章では解析的な結

論を得るため、単一中心都市、線形の需要関数、均一な人口分布、均一な道路

容量などの仮定を導入してモデルを単純化していたが、本章では上の仮定を緩

め、より現実的な設定のもとでコードンプライシングの効果を分析することと

する。

　モデルの定式化に関する最も重要な変更は非単一中心都市への拡張である。

単一中心都市では、都市内の各地点から発生するトリップがすべて都心を目的

地としていた。したがってコードンの外側から発するトリップは必ずコードン

を通過せねばならず、料金を課される。一方、非単一中心都市では、都市内の

各地点から発生したトリップが都市内のあらゆる地点に向かう。このときコー

ドンを通過しないよう（料金支払いを回避するよう）に目的地を選ぶことがで

きる点が前章のモデルと大きく異なっている。また、より現実的な需要関数を

用いるとともに、人口密度や道路容量の空間分布も考慮する。以上のようなモ

デルを用いて、都市の空間構造や様々なパラメータの変化が交通流動と混雑の

状態そしてコードンプライシングの有効性にどのような影響を与えるかを調べ

る。

　　　バ6－2　モアル

6－2－1　無料金均衡

　Solow　and　Vickrey（1971）と同様の線形都市を仮定する。この都市では長さ方

＊本章は、Mun，　Konishi，　Yoshikawa（2005）に基づいている。
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向のトリップのみが行われる1。図6－1のように、都市内の立地点は、都市の中

心を原点とする一次元空間上の座標値κとして表され、都市の境界は右端がB

で左端が一Bである。したがって都市の大きさは2βに等しい。都市には同質の

個人が立地し、人口密度は関数刀（κ）によって与えられる。人口密度は都心（κ＝0）

で最も大きく、そこから離れるにしたがって減少するものと仮定する。都市の

総人・はG・ω副・等しい・

9（x，）ノ） 9（κ，ア）

・B 　一㌔　ア，

コードン

0 κ　　　x吻

　コードン

y B

図6－1モデルにおける都市空間の設定

各地点に立地する個人が行うトリップの目的地は都心に限定されることはなく、

都市内に分散している。トリップの回数は、料金と時間費用の合計であるトリ

ップ費用に依存する。また時間費用はトリップ途上の混雑水準に依存して変動

する。

　いま地点κに立地する個人が地点アへ行うトリップ数をg（κ，ア）と表そう。無

料金均衡は、すべての0－D（出発地一目的地）の組合せについて、私的限界便

益とトリップ時間費用が等しくなるとき、達成される。

　　　1）（9（x，ア））＝C（κ，ア）　　　for　allκ，．ア　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6－1）

ここにP（g）は逆需要関数であり、トリップの限界便益を表している。またC（x，ア）

はxからアへのトリップ時間費用であり、次のように定義される。

　　　c“ア）一「ご’〔9（z）π（z）〕漉・　　　　（52）

1この仮定は分析上の都合で導入されたものであるが、一部の地域では現実的である（た
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ここにt(Q(Z)/W(Z))は､地点 Zの近傍で単位距離を走行す るのに要す る時間であ

り､Q(I)とW(Z)は､それぞれ地点 Z における通過交通量 と道路容量である｡ 関

数t(･)の値は交通量-道路容量比率 とともに増加す るもの と仮定す る｡ 通過交通

量は トリップ途上に地点 Z を含む 0-D トリップの総数であ り､次式のように定

義され る｡

Q(Z)-r_zBIzBn(x)q(x,y)dyd可zB∫_zBn(X)q(x,y)dydx (6-3)

式(6-3)の右辺第 1項は､地点 Zを左か ら右-通過す る トリップの総数 を表 し､

第 2項は右か ら左-の通過数であるZ｡

6-2-2 社会的最適

社会的最適では､各 O-Dの組合せについて社会的限界便益が社会的限界費用に

等 しくならねばならない ｡ すなわち

p(q(x,y))-C(x,y)+E(x,y), forallx,y (614)

E(x,y,-rxyt･(器 〕器 dz･ (6-5)

ここにE(x,y)は混雑外部性 を表す O すなわち地点 xで発生す る追加的 トリップ

が xか らJ‖こ至る区間で､同区間を利用す る全車両の速度をわずかずつ低下 さ

せることによる損失の合計である｡ 社会的最適解は混雑外部性に等 しくなるよ

うに料金を課す ことで達成 されるが､前章に述べたように料金徴収に多大な労

力を要す ることや他の理 由で実行は困難である｡本研究ではこのケースを代替

的政策 として考えるのではなく､次善の政策であるコー ドンプライシングの効

果を相対的に評価するための参照点 として用いる｡

6-3 非単一中心都市における最適なコー ドンプライシング

とえばTongandWong(1997))0

2 本稿では､一日の交通混雑について扱っている｡q(x,y)はxからy-のトリップ数を表
しているが､同じ目に同じ数のトリップがyからxに戻る必要がある｡ 式(6-3)のような

Q(Z)の定式化は､一方向について往路と復路のトリップが含まれることを意味するO た
とえば右側車線についてみると､式(6-3)の右辺第 1項と第 2項は､それぞれ往路と復路
のトリップを表している｡ 左側車線については逆である｡
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コー ドンが ㌔ と 一㌔ に設定 され ､ 丁に等 しい料金がコー ドンを通過す る全車両

に課せ られるものとする｡ コー ドンプライシングのもとでの均衡は､次の条件

で表 される｡

P(q(x,y))=C(x,y)+V(x,y)I, forallx,y (6-6)

ここにV(x,y)は xか らy-の トリップ途上でコー ドンを通過する回数であり､

下記のように与えられる｡

V(x,y)-Ih(x)-h(y)I (6-7)

ここに､h(x)--1 for -B≦x<-xm

h(x)-0 for -xmSx<xm

h(x)-1 for xm≦x<B

一部の 0-D (例えば-xmの左側からxmの右側-の トリップ)については､ ドラ

イバーは料金を二回払わなければならない 3｡

最適なコー ドンプライシングは､下の社会的余剰を最大化するように料金水

準とコ- ドンの位置を定める政策である｡

讐 r_BBn(x)∫_BBlJ.q'x'y)p(q)dq-C(x,y)q(x,y車 血 (6-8)

制約条件は均衡条件の式(6-6)と(6-7)である｡

前章 とは異な り､最適なコー ドンプライシングについて､解析的に結果を導

くことは困難なので､数値シミュレーションを行 う｡その際､制御変数が xmと

丁の 2つだけなので､格子点探索(GridSearch)によって最適解を求める.

6-4 シミュレーション

6-4-1 関数形およびパラメータ値の設定

トリップ需要関数を次のように特定化する4｡

3 一次元空間を想定 しているため､コー ドン周辺の迂回路のように､料金支払を回避で

きる経路を選択す ることはできない｡

4(6-9)のよ うな需要関数は個人の効用最大化問題の解 として得 られ るQ詳 しくは付論を
参照 されたい ｡
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　　　9（切一蝋ア）・xp（一わP（茂ア））　　　　　　　（6－9）

ここにα、bは正の定数である。また、畷ッ）は地点yでの経済活動の水準（例え

ば、人口）で、日的地のトリップ吸引力を表す。P（κ，ア）はんからアへのトリップ

費用であり、時間費用と料金からなる。κからyへの集計トリップ数は、

αη（x）畷ア）e琴p（一ろP個ア））として得られるが、これは指数型重力モデルと同じ形で

ある。上のような特定化のもとではトリップ目的地問の代替弾力性が0になる

が、目的地間の代替はシェアの変化を通じて間接的に表される。ある目的地へ

のトリップ費用が下落するとその目的地へのトリップが増加するが、ほかの目

的地へのトリップ数は不変である。このとき前者のシェアは増加し後者のシェ

アは減少する。需要関数（6－9）より、次のような逆需要関数（トリップの限界便

益）が導かれる。

P（9＠ア））一瀞膿〕
（6－10）

京阪神パーソン・トリップ調査の大阪府に関するデータに基づいてパラメータ

値を推定した結果、α＝1。48＊10－7，6＝0．0312が得られた。

　人口密度関数は多くの文献で用いられている（例えばMcDonald（1989））指数

型を採用する。

　　　・（・）一4・xp（一91・1）　　　　　　　　　　（6－11）

ここに4＝24500，g＝0．0854である。同様に目的地の吸引力〃1（y）は、以下のよう

な密度関数で表される。

　　　吻）一δ・xp（一γレ1）　　　　　　　　　　（6－12）

ここに、δ，γは、基本ケースではそれぞれ4、gに等しいと仮定する。

　道路容量研（κ）についても指数関数として特定化し、

　　　〃（・）一ん・xp（一咽）．　　　　　　　　　　（6－13）

道路容量については、道路面積一市街地面積比率を代理指標としてパラメータを

推定した。その結果、た＝0．24，v＝0．0446となった。

　単位距離あたり走行時間（単位は分）は、交通量一道路容量比率に対し線形で

ある5。すなわち、

5線形の走行時間関数は誘導型と解釈することができる。第3章の3－3－2で示したように、
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　　　〈謬鴇〕一〆・・〔網　　　　　（6－14）

ここに、ノ＝1．2，0＝0．00000552である。これらの値については、前章の付論で示

したものと同様の手法で推定した。最後に、都心から都市境界までの距離Bは

50kmとする。

6－4－2基本ケースの結果

無料金均衡、社会的最適およびコードンプライシングという、3通りのシステ

ムの相対的な効果を評価するため、数値シミュレーションを行う。基本ケース

では、〃2（ア）＝η（ア）とする。これは、Beckmann（1976）が分析したDispersed　Cityと

同様の設定であり、都市内のトリップの目的地が完全に分散していることを意

味する。基本ケースの計算結果については、以下の通り。

　　x＝13km　　τ＝19分
　　　吻
　　∬N。，。“＝7．731E＋08分

　　∬c。，4。。＝8．008日目08分

　　∬。磁。冴8．397E＋08分

　　最大の厚生改善．SS・一一SS－ll。。．。86

　　　　　　　　　　　　SSNo　toll

　　　コードン料金による厚生改善．SS・・ガSS－II。。．。36

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　SSN。め11

　　　コードン料金の相対的効果＝SS励n－SS｝岡1＝0．415

　　　　　　　　　　　　　　　　SSFir、t　be，t－SSNo　toll

ここに、∬N。，。Z～、∬C。。4。。、∬F励。。、はそれぞれ、無料金均衡、最適なコードンプラ

イシングおよび社会的最適のもとでの社会的余剰を時間単位で評価したもので

ある。最適なコードンの位置は都心から13kmで、時間単位で表した最適料金

は19分である。移動時間の価値を2000円／時とすると、料金は633．3円となる。

以下、二つの指標を用いてコードンプライシングの有効性を評価する。一つは

Vickrey型のボトルネックモデルでは、動的均衡のもとでのトリップ費用がラッシュアワ
ーにおけるトリップ総数と道路容量の比に比例する。式（6－14）におけるg（z）は、脚注2に
述べたように一日あたりの交通量を表すので、定義としても整合している。
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「コードン料金による厚生改善」で、これは無料金均衡と比べた社会的総余剰

の増加率で定義される。もう一つは「相対効果」で、これはコードン料金によ

る厚生改善と社会的最適による最大の厚生改善との比率である。相対効果は0

と1の間の値を取り、その値が1に近づくことはコードンプライシングが社会

的最適（ファーストベスト）に近づくことを意味する。基本ケースではコード

ンプライシングを導入することで、社会的余剰が無料金均衡よりも3．6％改善

され、これは最大厚生改善の41．5％に相当する。単一中心、密度1、線形需要

関数などを仮定した前章での結果に比べ、コードンプライシングによる厚生改

善はかなり小さい6。

　図6－2は、交通量一道路容量比率で表される混雑水準の空間的変動を示してい

る7。図では、明らかにコードンプライシングの導入によってコードン周辺での

混雑水準が低下している。ただし、他の地点については、コードンプライシン

グのもとでの混雑水準は無料金均衡の場合と大きく差がない。これは、個人が

コードンを通過するトリップを減らす一方で、コードンを通過しないトリップ

を増やしていることを示唆している。このことを確認するため、〇一Dトリップ

の変化について詳しく見よう。

6前章のモデルによる相対効果の値を、表5－2から計算すると94％になる。
7交通量と道路容量の単位が違うため、縦軸の値は大きくなっている。道路容量は道路
面積率で代用しているので、最：大値は式（6－13）より0．24である。これに対し交通量は一

日あたりのトリップ数である。
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図6－23通りの料金制に対する混雑水準の空間的変動

　表6－1（a）、（b）には、コードンプライシングと無料金均衡および社会的最適の

もとでの0－Dトリップ数を比較したものである。表には、いくつか代表的な地

点を選び、それらの間の0－Dトリップ数の差異が示されている。代表的な地点

として、1（都心）、6（都心周辺）、12（コードンのすぐ内側）、14（コードンの

すぐ外側）、25（近郊部）、そして35（外縁部）を選んだ。表中の各セルには下

の式により計算された交通量変化の符号を示している。

　　　表6－1（・）・（ゲ（切一ゲ（獄））

　　　表6－1（b）・（9聯（切一go（荊ア））

ここに、g＊ iκ，ア）、　go（κ，ア）、ゲ（茂ア）は、それぞれ無料金均衡、社会的最適、そし

て最適なコードンプライシングのもとでの、xからアへの0－Dトリップ数であ

る。

146



表6－1（a）　コードンプライシングと無料金均衡のもとでのOD交通量の差

　　　　　コードン内側領域

コードン

内側領域

O
D

一35

－25

－14

一12

－6

1

6

12

14

25

35

一35　－25　－14

　十 十

十　　十

十十

一12　　－6　　1　　　6　　12

一

142535

鼎

淵

鞘

閣

胴

甜

關ノ’

噛

一

甲

淵

榊

欄

一

輔

研

＿＿二＿＿＿＿
一一 竅Y幽一一一
弾物，IP＿＿＿＿

　　　　一　　 一　
，媚

　　　　冊　　 戸　　 一

　　　　闘　　 榊　　 淵

　　　　＿＿二
　　灘∴；、一

＿＿ C二囲　＋＋
動一一 C甥’一十　十

＿＿ S．一＋＋

表6－1（b）コードンプライシングと最適な料金のもとでのOD交通量の差

　　　　　コードン内側領域

コードン

内側領域

一35 一25　－14 一12 一6　　1 6　　12 14 25 35

一35 十　　十 幸 十　　十 ’苧　　乎 十 十 十

一25 十 十 岸 拳、十
”　　　　　　ノ

轣@　÷ 十 十 十
’

’事
一14 十 十 一

一　　　　　　　　　　　一 弓・　季 十 十 十
、

一12
二十

周　　　　　　　一 手 ÷ 手

ノ

、

ノ

’

一6 夢
十　　楠・　’’ 番 十 壷

♂

二

1 十 申　　轍 料 重 つや
’穿

6 十 十　　尭 一 十 手

12 事十 十　　十 一　’一
÷

14 十 十　　十 十 十　　一 繭　　　　　　　一 十 十

25 十 十　　十 噸 寺’　キ 牽　　一
F’
G’

十 十

35 十 十　　十 十 十　　十
，　ノ

?@　秦 十 十
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　表6－1（a）は、コードンプライシングと無料金均衡の差を示している。これは

初期に無料金均衡が実現している状況でコードンプライシングが導入された場

合の0－Dトリップ数の増減を表すものである。正の符号は、コードンプライシ

ングのもとでのトリップ数が、無料金のケースより多いことを表している。表

より明らかなように、コードンプライシングの導入によってコードンを通過す

るODトリップはすべて減少しているのに対し、通過しないODトリップは増

加している。これは、個人が料金の支払いを回避するために、日的地を変更し

ていることを意味する。こういつた個人の反応を集計すると、コードン周辺の

通過交通量が社会的最適のもとでの交通量をも下回るほど減少するのである

（図6－2）。

　表6－1（b）では、コードンプライシングと社会的最適のもとでのトリップ数の

乖離が示されている。正の符号は、当該0－Dペアについてトリップ数が過大に

なっていることを意味する。表より、コードンを通過する短距離のトリップ数

は過小である一方、他のタイプのトリップ数が過大となっていることが分かる。

この結果は、単一中心都市を想定した第5章の分析結果と整合している。なお

ここではコードンを二回通過するトリップについて料金が二回徴収されるもの

と想定している。ところが表を見るとそのようなトリップは料金を二回支払わ

なければならないにもかかわらず、なお過大になっている。コードンを二回通

過するトリップは長距離なので、その途上で及ぼす外部効果は料金の2倍より

もまだ大きいことを意味する。シンガポールでは、本研究の設定とは異なり、

コードンを二回通過するトリップに対する料金徴収は一回分に留めている。し

かし上の結果は、料金を2回徴収して長距離トリップを抑止することの方が、

効率性を改善するためには有効であることを示唆している。

　以下では、コードンプライシングがいかなる場合に有効（あるいは無効）で

あるかを明らかにするため、都市構造や様々なパラメータの影響を調べる。

6－4－3　都市の空間的構造による影響

　本モデルでは、トリップの発生および吸引の要因である、経済活動の空間的

分布がそれぞれ密度関数〃（κ）、畷κ）で表される。これら二つの密度関数の勾配を

変化させることを通じて、都市の空間構造が与える影響を分析する。η（x）の勾
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配を一定とし、畷x）の勾配が大きくなったとしよう。この変化は、都市の空間

構造が単一中心に近づくものと解釈できる（図6－3）。η（κ）と畷x）の勾配は、そ

れぞれ式（6－11）と（6－12）のパラメータgとγで表されるので、〃gが増加するに

つれ都市の単一中心性が高まると考える。極端な例として、前章のようにすべ

てのトリップがCBDに向かうとき、都市は完全に単一中心となる。これは、γ

が非常に大きい値をとるケースとして表される。

畷κ）

畷κ）

η（κ） η（x）

都市A　　　　　　　　　　　　　　　都市B

　　都市Bは都市Aよりも単一中心都市に近い

図6－3　都市空間構造の表現

η（κ）のパラメータを基本ケースと同じ値に固定したもとで、畷κ）のパラメータ

・の値を変化させ・それに対する解を計算する・その際藍瞭）ぬの値が一定

となるように砥x）におけるもう一つのパラメータδの値が調整される。これは、

トリップ吸引力の全体的な水準が変化するという規模の効果を排除し、トリッ

プ目的地の空間分布の変化のみに焦点をあてるためである。

　表6－2と図6－4にシミュレーションの結果を示す。
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表6－2都市の空間構造による影響（1）．〃2（κ）の勾配

基本ケース 10γ 50γ

コードンの位置 13 3 0

料金 19 28 25

∬蜘勿〃 7731E＋08 3985E＋08 1621E＋08

∬σσ伽 8008E＋08 4603E＋08 1917E＋08

∬乃競鷹 8397E＋08 4．864E＋08 1。939E＋08

最大の厚生改善 0086 0，220 0196

コードン料金による厚生改善 0036 0155 0，182

コードン料金の相対的効果 0415 0703 0，931

1
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濤
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図6－4　都市の空間構造とコードンプライシングの効果

150



図より、トリップの目的地が中心部に集中すると、コードンプライシングの相

対的効果が増加する。このことは、都市構造が単一中心に近くなるほどコード

ンプライシングがより有効であることを意味する。非単一中心都市では、コー

ドン通過を回避するようにトリップ目的地の選択を調整することができたが、

単一中心都市ではすべてのトリップが都心に向かうため、そのような調整が不

可能になるからである。

次に全体的な人口密度勾配の変化、すなわちη（x）と用（κ）の勾配がともに変化す

る場合の影響を調べる。表6－3にその結果が示されている。コードンプライシ

ングによる厚生改善と相対的効果はともに、密度勾配の上昇に伴い増加してい

る。最適なコードンの位置は、密度勾配の上昇とともに都心に近づく。これは、

コードンを通過する車両をより多く捕捉するためである。

表6－3都市の空間構造の影響（2）：全体的な人口密度勾配

0．59 基本ケース 1．59

コードンの位置 23 13 8

料金 18 19 19

凧酬 7．505E＋08 7．731E＋08 8．119：E＋08

∬απ伽 7．743E＋08 8。008E＋08 8．452E＋08

∬　乃r3晒召3f 8．093E＋08 8．397E＋08 8．878E＋08

最大の厚生改善 0，078 0，086 0，093

コードン料金による厚生改善 0，032 0，036 0，041

コードン料金の相対的効果 0，405 0，415 0，438

6－4－4パラメータの効果

トリップ需要の弾力性の影響を調べる。式（6－9）のように関数形が特定されてい

るので、トリップ需要の価格弾力性εは、次のように定義される。

　　　。一一心高一ゐP

　　　　　4P9
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上の式よりパラメータみの値が大きくなるほど弾力性が高くなる。表6－4は、

三通りのろの値に対応した結果を示している。表より、最大の厚生改善とコー

ドンプライシングによる厚生改善のいずれもが、ろの値の上昇に伴い減少して

いる。すなわち弾力性が低いほどコードンプライシングがより有効となる。こ

れは、Santos，　Newbery，　and　Roj　ey（2000）で導かれた結果と反対である。実際の

ところ、わが厚生改善に及ぼす影響は曖昧である。厚生改善はみの変化に対し

増加することもあれば減少することもある。これはみが極端に小さい場合、大

きい場合のいずれにおいても、料金政策による厚生改善が小さくなることから

理解できる。本分析で想定したパラメータのもとでは、みの上昇にともなって、

コードンプライシングによる厚生改善の方が最大の厚生改善よりも大きく減少

している。結果として、相対的効果がbの上昇とともに減少する。

表6－4　需要の弾力性の影響

0．5b 基本ケース 1．5ゐ

コードンの位置 10 13 13

料金 39 19 12

∬蜘ω〃 2．055E＋09 7．731E＋08 4．270E＋08

∬し蜘 2。148E＋09 8．008E＋08 4．395E＋08

∬伽，鷹 2．247E＋09 8．397E＋08 4．598E＋08

最大の厚生改善 0，093 0，086 0，077

コードン料金による厚生改善 0，045 0，036 0，029

コードン料金の相対的効果 0，485 0，415 0，380

表6－5は、道路容量の影響を示している。ここでは都市全域で道路容量が均等

に変化する状況を想定する。このような道路容量の増加は、式（6－13）における

パラメータんの増加によって表される8。道路容量が小さいほど、料金政策の効

8んの増加による影響は、式（6－14）における6の減少と同じ影響を与える。
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果はいずれも大きくなる。この結果は直感とも整合する。すなわち道路容量が

小さいほど無料金均衡における混雑が激しいので、料金政策による厚生改善効

果が大きくなるのである。

　同じ料金システムのもとで、異なる道路容量に対する社会的余剰の差は道路

容量拡大の便益を表している。コードンプライシングのもとでの道路容量拡大

便益は、無料金均衡および社会的最適のもとでよりも大きい。たとえば表6－5

によると基本ケースから50％増加した場合（1．5ん）、それぞれの料金政策のもと

で道路容量拡大の便益は、以下のように計算される。

　　無料金均衡：　　　　　8．627E＋8－7．731E＋8＝0。896E＋8

　　コードンプライシング：8。923E＋8－8．008E＋8＝0．916E＋8

　　社会的最適：　　　　　9．284E＋8－8．397E＋8＝0．887E＋8．

これより、コードンプライシングのもとでは道路容量拡大便益が他の料金政策

のもとでの値よりも大きくなる。その結果、コードンプライシングによる相対

的な厚生改善が大きくなるのである。

表6－5　道路容量の影響

0．5丸 基本ケース 1．5丸

コードンの位置 14 13 ll

料金 21 19 17

隅一 6．313E＋08 7．731E＋08 8．627E＋08

∬ピ。伽 6．547E＋08 8．008E＋08 8．923E＋08

∬　乃r3’わθ麗
6．964E＋08 8．397E＋08 9。284E＋08

最大の厚生改善 0，103 0，086 0，076

コードン料金による厚生改善 0，037 0，036 0，034

コードン料金の相対的効果 0，360 0，415 0，451
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6－5　おわりに

　本章では、トリップが都市内のあらゆる地点間で行われるという非単一中心

都市における交通混雑の空間モデルを構築した。そして3通りの料金政策（無

料金均衡、社会的最適、および最適なコードンプライシング）のもとでの経済

的厚生を評価した。数値シミュレーションで示したように、コードンプライシ

ングは常に有効というわけではなく、導入効果は都市の空間的構造やその他の

パラメータに依存する。

　シミュレーションの結果をまとめると、コードンプライシングが相対的に有

効となるのは次の場合である。

　　都市の空間的構造が単一中心構造に近い。

　　密度勾配が急である。

　　トリップ需要の弾力性が小さい。

　　道路容量が大きい。

　上の結果は、コードンプライシングが小規模な都市においてより有効である

ことを示唆している。都市経済学の理論によると、都市規模が小さい場合、都

市の空間的構造は単一中心構造に近づき、密度勾配は急になる。大都市では代

替的交通手段の利用可能性が高いが、そのとき自動車トリップの需要はより弾

力的である。ただ都市規模と道路容量の関連性に関しては十分な実証的根拠が

ない。いずれにせよコードンプライシングの導入を考慮する政策担当者は、対

象とする地域の諸条件を十分検討する必要がある。

付論：効用最大化と需要関数

式（6－9）の需要関数は、次の効用関数から導かれる。

　　　σ一z・号鑑∫鯉選民ブ）一高）〕h〔響ノ））レの

ここにZはトリップを伴わない合成財の消費であり、3（κ，ア，プ）はんに立地する個

人がアにあるノ番目の訪問先に向かうトリップ数である。上の効用関数は訪問

先の数が多いほど、個人の効用が高くなることを意味する。予算制約式は、
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　　　ノーz・麟（y）P（棚獅通の．

である。予算制約のもとでの効用最大化の条件により、次のような関係式が得

られる。

　　　3（κ，ア，ノ）＝αe）ζP（一わP（κ，ツ））

目的地アへ向かうトリップの総数g（x，ア）は、アにある訪問先ノについて8（κ，ア，ノ）を

集計することにより求められる。

　　　9㈲一『ω・（蜘）ψ一・溺（ア）・xp（一ゐP（切）

上式は式（6－9）と同じものである。
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第III部ネットワーク
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第7章　交通量配分と次善の混雑料金

7－1　はじめに

　第1章で述べたように、経済学における交通混雑の標準的モデルは、単一の

しかも均質な道路区間を対象としていた。一方、実際の都市では様々な長さ、

容量を持った道路がネットワークを構成しており、道路ごとに混雑の水準も異

なっている。道路利用者は各道路の交通状況を考慮して経路を選択するが、そ

のような選択の結果として各道路の混雑水準が決まる。混雑を緩和するための

料金政策を検討する際には、それが利用者の経路選択行動に与える影響を考慮

して、どの道路でいくらの料金を徴収すべきかを計算する必要がある。

　第III部では、混雑料金がネットワークにおける交通量配分に及ぼす効果に

着目する。一般に混雑の外部性がある場合、ドライバーの自由な経路選択の結

果達成される均衡交通量配分は社会的に効率的ではない。効率的な交通量配分

を実現するには、すべての道路において混雑の外部効果に等しい額の料金を徴

収する必要がある（Smith（1979））。しかしすべての道路の分岐点や交差点にチ

ェックポイントを設けて料金を徴収することは不可能でないにしても、そのた

めに要する労力や資源の大きさを考えると合理的な手段とはいえない。そこで

次善の政策として、一部の道路区間においてのみ料金を徴収することにし、そ

の料金を調節することによりネットワーク全体の交通量配分の効率性を改善す

る可能性に着目する。たとえば日本では、東京の首都高速道路や大阪の阪神高

速道路ではいくらかの料金徴収が実際に行われている。有料の高速道路で料金

を上げると、一部の車は無料の一般道路を利用するようになる。このとき有料

道路における混雑は減少するが、一般道路では混雑が激化する。このように、

一部の道路でのみ料金を徴収する場合でもネットワーク全体に影響を及ぼすの

である。
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　本章では、二地点を結ぶ道路が複数存在するときに、一部の道路でのみ料金

徴収可能なときの次善最適料金を導出する1。そしてこのような料金がドライバ

ーの経路選択と混雑の緩和に及ぼす影響を分析する。さらにドライバーの時間

評価値が異なる場合についてモデルを拡張し、同様の分析を行うこととする。

道路1（有料道路）

道路2
A B

道路3

道路4

図7－1　分析対象道路システム

　　　け7－2　モアル

　最も単純な状況を想定する。図7－1に示すように、空間的に離れた二つの地

点A，Bの間に有料道路が一本、そして一般街路が∫一1本存在するものとする。

AからBへの交通需要はNであり、交通手段は自動車のみであると仮定する。

したがって各個人（＝ドライバー）は上記の1本の道路の内いずれかを利用し

て目的地へ向かう。トリップに要する費用は所要時間に比例する時間費用（走

行費用）と、道路料金の和として定義される一般化費用である。所要時間は通

過交通量の関数であり、4（9f）と表すものとする。ここに猛は経路’を利用する交

1本章は文（1993）に基づいている。Verhoef，　Nijkamp，　Rietveld（1996）、　Small　and　Yan（2001）

らによって同様の分析を行った論文が発表されたが、発表時期からもわかるように、本
研究はそれらとは独立に行われたものである。
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通量である。そして’，（のはgゴの増加凸関数であると仮定する。各ドライバーは、

トリップ費用の最小となる経路を選択する。そして均衡に達したとき、どのド

ライバーも経路を変更する誘因を持たないので、利用されているすべての道路

のトリップ費用は等しくなる。

7－2－1　無料金均衡

　有料道路を含め、すべての道路で料金が徴収されない場合、各ドライバーは

時間費用のみを考慮する。均衡が達成されたときに各経路で等しくなる時間費

用をC＊と表せば、均衡条件は次のように定式化される。

　グ91＞0，　・、（9、）一C＊　　　　　　　　　　　　　（7－1a）
　グ　　　9f＝0，　　　　（：，（9f）＞C＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－lb）

　　　
　Σ塑一N　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－2）
　f＝1

ここに

　o、（の＝α’、（9、）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－3）

であり、αはドライバーの時間評価値である。

7－2－2　最適な交通量配分

　最適な交通量配分とは、N台の車両がAからBまで走行するのに要する総費

用を最小化するよう、各道路の交通量を決めることである。

　解くべき問題は

　　　　
　ル伽Σ・、ω9、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－4）
　9‘　ゴ＝1

　　　　　　・吻・α’・Σ貯N　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－2）

　　　　　f；l

　　　　　　g、≧0，　　∫＝1，2＿，∫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－5）

である。上の問題の最適条件は次の通り。

91＞0，　　　　0ゴ（9ゴ）＋ol（gゴ）91＝co　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－6a）

gゴ＝0，　　　　01（（1，）＋ol（％）gゴ＞co　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－6b）
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および（7－2）。

　ここにCoは制約条件式（7－2）に関するLagrange乗数である。上の式の左辺の

第2項は、その道路を利用するある一台の車が、同じ道路を走行するすべての

車に及ぼす混雑の外部効果である。無料金の場合、各ドライバーはこのような

外部効果を認識せずに経路選択を行うために、効率的な交通量配分が達成され

ないのである。上の条件はまた、すべての道路で外部効果（＝左辺第2項）に

等しい額の料金を徴収すると、（時間費用＋料金）により定義される一般化費用

に関する利用者均衡のもとで最適な交通量配分が達成されることを意味してい

る。しかし、7－1年半述べたように、すべての道路に料金所を設置し、料金を

徴収することは困難であるばかりでなく、社会的に受容もされ難いであろう。

7－2－3　有料道路料金による次善の交通量配分

7－2－1で述べたような自由な経路選択による均衡では非効率な交通量配分をも

たらすことがわかった。一方、7－2－2で示した最適な交通量配分を実現すること

もきわめて困難である。そこで現実的な方策として、現在でもすでに料金徴収

の行われている有料道路料金を操作することを考える。これによって、最適と

はいかないまでも次善の交通量配分を達成することをめざす。一部の道路での

み料金徴収が可能な状況のもとでの次善の問題に関する理論的分析は、Verhoef，

Nijkamp，　Rietveld（1996）、　Small　and　Yan（2001）らによって行われているが、それ

らは2本の道路上の配分を対象としている。本モデルでは、経路が3本以上あ

る一般的な状況を考慮している。

　次善の問題では、有料道路以外の道路において等時間（費用）原則による利

用者均衡が達成されている点を考慮する必要がある。

　次善最適な交通量配分を求める問題は次のように定式化される。

　　　　
繋螺らω艦

5〃々ノθo”0　　9ゴ（oゴ（9ゴ）一C＊＊）＝0　　　∫＝2，3．．．，1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－7）

　　　　　　　　　　　ホ　　　　　　oゴ（gゴ）≧C　　　　　　　　　　’＝2，3＿，1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－8）

　　　　　and（7－2），（7－5）。

ここにC＊＊は有料道路以外の道路における利用者均衡時の走行費用である。すな
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わちこの問題は、7－2－2における最善の場合の問題に、有料道路以外の道路網に

おける利用者均衡（等時間）の条件（7－7），（7－8）を制約として付加したものである。

このような制約が付加されるため最善の交通量配分よりもいくらか劣った解し

か得られないという意味で「次善」なのである。

最適化の一階の条件は

01（91）＋ol（幽）％一λ＋η1＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－9）

・、（9、）・・1（％）％一λ・ρ、｛・、ω一（f・・1（9、）弘｝・μ、・1（吼）槻一・’一λ3，…，∫　（7－1・）

エ

Σ（μ＋ρf9∫）一〇　　　∫一L2，＿，1　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－11）
’＝2

ここにλ，ρ1，μ∫，η1は、それぞれ制約条件式（7－2），（7－7），（7－8），（7－5）に関する

Lagrange乗数である。これらの式を整理することにより、次が導かれる。

　　グ　91＞0，

　　　　　　　　　　　　　　　　・1ω＋・1（91）91一Σぢ・1（9，）9、＝♂　　　　　　　　　　　　　（7－12a）

　　　　　　　　　　　ゴ＝2

　　グ　91＝0，

　　　　　　　　　　　　　　　　・1（91）＋・f（91）9「Σぢ・！（猛）9、＞C継　　　　　　　　　　　　（7－12b）

　　　　　　　　　　　1＝2
　　グ　　　g’＞0，　　0，（（1∫）＝C＊＊　　ノ＝2，3，＿，1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－13a）

　　グ　　 9f＝0，　　0ゴ（gゴ）＞C＊＊　　1＝2，3，＿，1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－13b）

ここに

　　　　　1／ol（9ゴ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－14）　　　弓＝∬
　　　　Σ1／・差（9、）

　　　　々；2

式（7－12）の左辺第2項は有料道路における一台の追加的利用によって生じる混

雑の外部効果であり、第3項は他のすべての道路に関する外部効果の重み付き

平均である。重みは（7－14）式により計算される弓である。第3項は、一台の車が

有料道路を利用することによって一般道路の混雑が緩和される効果と解釈でき

る。

　次善の交通量配分を分権的に達成するための料金を導こう。有料道路でちに
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等しい料金が課 されているときに利用者均衡が達成 され るためには､上の計画

笥題の制約条件 として含まれていた式(7-2),(7-5),(7-7),(7-8)とともに､次の条件

が成 り立つ必要がある｡

ql(cl(ql)+71-C**)=0 (7-15a)

cl(ql)+I.≧C** (7-15b)

(7-12)を(7-15)に対応 させ ることにより､次善の料金は次の式によって求めら

れる｡

∫

71*-Cl'(ql)q1-∑qc,I(q,)q,
】=2

(7-16)

上の式 より､有料道路における次善最適料金は混雑の外部効果よりも低 く設定

されることがわかる｡ なお､利用可能な経路が 2本のみである場合､最善 と次

善の交通量配分は一致す る｡

上で示 した次善の最適化問題では､料金が計画変数 として含まれてお らず､

また有料道路 と他の道路 との間の利用者均衡のメカニズムも組み込まれていな

いが､最適条件 を利用者均衡の条件 に対応 させて解釈す ることによって(7-16)

式のような料金システムを導いたのである｡ 有料道路料金を含んだ利用者均衡

を明示的に組み込んだ形で､次善の問題を定式化 しても同様の解 を得 ることが

できる｡以下ではこのことを示す とともに､別の観点か ら資源配分の状況を分

析することにす る｡

料金を含めた利用者均衡の条件は､式(7-2)(7-5)(7-7)(7-8)(7-15)か ら成 る方程

式体系である｡ この方程式の解はTlに依存す るので､q,(Tl)と書ける｡ 次善の有

料道路料金は次の総 トリップ費用最小化問題の最適解 Tlである｡

∫

hLin ∑cz(qz(Tl))qz(Tl)7=1

最適条件を変形す ることにより､次が得 られる｡

(cl'q1-Tl)教皇cz'qz2 -oz-2

(7-17)

(7-18)

左辺第 1項は有料道路における交通量変化 を通 じた死重損失の変化､第 2項は

他の道路における死重損失の変化分である｡(7-2)(7-7)(7-8)(7-15)の体系を全微

分 し､整理す ることによ り､次が得 られ る｡
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二一
げτ1

　エ

1暴

一一V∫

OlΣ
　な＿1

盈．。、

溢
（7－19a）

上の結果を式（7－18）に適用して、箱について解けば、確かに（7－16）と同じ式が得

られる。

また・式（7－16）よ面諭）力凪・なることと・式（7－19）の結果を点すると・

式（7－18）の左辺第1項が正で第2項が負になることがわかる。すなわち有料道

路における料金上昇は、そこでの死重損失を減少させるが他の道路における死

重損失を増加させるのである。次善最適料金はこれらの二つの効果が相殺され

るように決定される。

7－2－4　有料道路における限界費用料金の賦課

　もう一つの有料道路料金の考え方は、有料道路においてのみ混雑の外部効果

に等しい料金を徴収することである。このような方法は経路選択を考慮しない

部分均衡的な分析、たとえば坂下・林山（1993）による研究において想定されて

いるものである。そこでは混雑料金を導入した揚合の有料道路における混雑緩

和便益の計測を試みているが、有料道路の利用を断念した車両が一般道路に転

換することによってそこでの混雑を悪化させる効果は考慮されていない。した

がって有料道路のみの効率性を追及して限界費用料金を徴収することは社会全

体としては最適な政策とはいえない。しかしこのような政策が検討対象として

取り上げられることは多いと思われるので、その帰結がいかなるものかを知る

ため、代替的政策の一つとして考慮する。

　有料道路において限界費用料金を徴収される場合の交通量配分は、次の条件

式

　　グ　　g1＞0，　　　　01（gl）＋ol（（11）g1＝C切　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－17a）
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lf q1-0, cl(ql)+C.'(ql)ql>cm (7-17b)

lf q,>0, C,(qz)-Cm i-2,3,...,I (7-18a)

lf qz-0, C,(q,)>Cm i-2,3,…,I (7118b)

及び(7-2)によって求められ るO ここに cmは均衡時に利用 されるすべての経路で

等 しくなる一般化費用であるO(7-17)式の左辺第 2項が有料道路において徴収

される混雑費用である｡

7-3 交通量配分方式の比較

1本の有料道路 と､ 2本の一般道路か ら成 る道路網 を考える｡ これ らの道路

条件は表 7-1の通 りである｡

表 7-1 道路条件

道 路 長 さ(km) 容量(台/時)

1(有料道路) 8.0 2500
2 10.0 1800
3 15.0 1800

また諸パラメータの値 を以下のように設定す る｡

総交通量 Ⅳ-4000 (育/時)

時間評価値 α-2000 (円)

自由走行速度 vj-60 (km/h)

また各道路の通過所要時間は次の式によって計算 され る｡

tz(qz,-ilo(1･0･2･62(若)50)
(7-19)

ここにtzOは自由走行時の所要時間であ り､これは (道路長/ 自由走行速度)

によって計算 され る. また町 ま道路iの容量である｡

計算結果を表 7-2に示す｡

まず表 7-2(a)に示 した交通量配分結果について見ると､混雑料金の導入によ

って有料道路の交通量が減少することがわかる｡ その分だけ一般道路-配分 さ
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れる交通量が増加 している｡ また最適 と次善の場合の有料道路交通量の差はわ

ずかであるが､次善の場合の方が有料道路の交通量が少ない｡

表 7-2(b)よ り､無料金均衡以外の配分方式では､(走行費用+料金) として定

義 され る一般化費用に関 して均衡が達成 されていることが確かめ られる｡ なお

最適の場合の混雑料金は､料金差のみが交通量配分に意味を持っので､最低料

金 との差を示 している｡

表 7-2(C)における総走行費用 とは､(7-4)式で表わ され る目的関数の値であ り､

時間費用の合計に等 しい｡一方､走行費用+料金 とは､これに総料金収入 (支

出)を加えたものであ り､実際に利用者が負担す る額の合計である｡ 総走行費

用は､最適の場合､均衡の場合 と比べ､約 10%減少 させ ることができる｡ しか

し一方で､実際に利用者が負担する総費用 (-走行費用 +混雑料金)は約 14%

増加す る｡ 混雑料金を課す ると社会的な効率性は改善 されるが､それ以上に利

用者の負担が増えるのである｡ さらにこのような効率性の改善は､上で見たよ

うに交通量を有料道路か ら一般道路に転換 させることによって達成 され る点に

も注 目されたい｡

表 7-2 配分方式の比較

(a)経路別交通量

道路 長 さ 容量 均衡 最適 次善 有料道路のみ限界費用料金
1 8. 2500.2023. 1767. 1740. 1506.
2 10. 1800.1307. 1194. 1353. 1419.

(単位 :育/時)

(b)経路 ごとの走行費用 と通行料金

509.35 389.78 194.45 380.64 162.07 322.12
509.35 445.34 138.90 542.70 0.00 599.38

(単位 :円)
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（c）各配分方式の評価

均衡 最適 次善 有料道路のみ限界
@　費用料金

　総走行費用

枕s費用＋料金
2037408．12

@　一

1827600．62
Q336925．25

1888893．12
Q170821．00

1979931．25
Q397531．50

（単位：円）

　次善の場合、総走行費用の低減効果は最適の場合に及ばないが、約7％に達

している。また利用者の負担は最適の場合よりも低いので、その点で利用者の

不満はいくらか軽減されるものと考えられる。

　有料道路のみ限界費用料金を課した場合、総走行費用は無料金均衡の場合よ

りも低減されるが、次善の場合には及ばない。さらにこの場合、利用者の負担

する総費用（＝走行費用＋料金）は最も大きい。したがって有料道路のみで限

界費用料金を徴収することは効率性の観点からも、また利用者の立場からも支

持は得られそうにない。

　なお、ここでの状況設定は、有料道路が最短距離の経路となっているが、そ

うでない場合、次善の有料道路料金はマイナスになることもありうる。

　ここで得られた結果は先に設定された特定のパラメータや道路条件のもとで

のものであるが、このような条件を様々に変更した場合についても分析を行っ

た。その結果、条件が変わっても定性的な結果には影響しないことが確かめら

れた。

7－4　ドライバーの異質性を考慮したモデル

　これまではすべてのドライバーが均質であり、同一の時問価値を持つものと

仮定された。しかし負傷したときなど緊急の用がある場合や、時間あたり賃金

の高い人などは旅行時間に対する評価値が高くなると考えられる。このような

場合、交通量配分や混雑料金はどのように変化するかを調べることとする。

ただし自動車の性能や一台の流入による混雑効果はドライバーのタイプに関わ

りなくすべて同一であると仮定する。その他の設定は上の分析と同様である。

　上の分析と同様、均衡、最適、次善の順に各方式の定式化を行うこととする。
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7一牛1　無料金均衡

　各ドライバーの自由な経路選択の結果達成される均衡の条件は次の通り

　　グ9、＞9・，（9、）＝（停，ノー1，2，一，」ノ＝1，乳…ノ　　　　　（7－20・）

　　ゲ％＝0，・，（9、）〉¢，ノー1，2，・・，」∫＝1，2，…，1　　　　　（7－20b）

　　ノ
　　Σ％一2　’一L2，．」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－21）
　　ノ＝1

　　　
　　Σ9，＝N、　プーL2，．．」　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－22）

　　∬＿1

ここに％は道路∫を利用するノタイプのドライバーの数、gゴは道路∫を利用する

総交通量、そして2＞ノはタイププの道路利用者の総数である。また。〆gゴ）はタイプ

ノのドライバーにとっての、道路’の走行費用であり、

　　　o存（g、）＝αノ、（2）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－23）

により定義される。ここにαはタイププのドライバーの時間評価値である。ま
　　　　　　　　　　　　ノ
た（7－20）式右辺のclは均衡時にタイプノのドライバー間で等しくなる走行費用

である。

7．4－2　最適な交通量配分

　複数タイプのドライバーが存在する場合の最適な交通量配分は次の問題を解

くことによって得られる。

　　　　エ　　ノ
　　M功ΣΣ・，（9、）9，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－24）
　　9び1＝1ノ＝l

Subject　to（7－21）（7－22）and

　　　％≧0　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－25）

最適条件は

　　　　　　　　　　　ノ　　グ　％＞0，・，（2）＋Σ・1（9、）9，一（ワ，　　　　　　　　　　　　（7－26a）

　　　　　　　　　　ノ＝1

　　　　　　　　　　　ノ　　グ　％一〇，・、（9、）＋Σ・1（2）9、〉（ワ，　　　　　　　　　　　　（7－26b）

　　　　　　　　　　ノ＝1
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および（7－21）（7－22）である。ここで左辺の第2項に等しい額の料金をすべての道

路で徴収することにより、最適な交通量配分を分権的に達成される。

7－4－3　有料道路料金による次善の交通量配分

　有料道路の通行に対してのみ料金を徴収できる場合の次善の交通量配分は次

の問題を解くことによって得られる。

　　　　　　　ノ
　　欝署苓・・（9・）％

　subject　to　9グ（oグ（9、）一Cグ）＝0　ゴ＝2，3，＿，1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－27）

　　　　　　％（2）≧cf，∫一乳3，…ノ　　　　　　　　（7－28）

最適条件は

　　　　　　ノ　　・1、（G）＋Σ4、（G）吼、一ろ＋砺一〇　　　　　　　　　　　　　　　（7．29）

　　　　　ノ＝1

　　　　　ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　　　　　　　　　　　　ノ
　　・・（9・）＋Σ・ム（2）％＋ρ，｛・、（2）一¢｝＋Σρ、・多（9、）％＋Σμ“・丑（9、）一ろ＋η、＝o

　　　　　ノ＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ＝1　　　　　　　　　ノ＝1

　　　　　　　’＝2・3・…・ζ　　　　　　　　　　　　（7－30）

　　　　　Σ（μ，＋ρ、％）一〇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7．31）
　　’＝2

ここにろ，ρ、，μ，，η，は、それぞれ希U約条件式（7－22），．
i7－27），（7．28），（7．25）に関する

Lagrange乗数である。これらを整理することにより次が得られる。

　　　　　　　　　　　　ノ　　　　　　　　　　　　エ　　　　ノ
　　グ　殉＞0・　・1、（91）＋Σぢ、（2）猛、一Σ弓Σ・多（9、）％一¢　　　　　（7－32a）

　　　　　　　　　　　　ノ＝1　　　　　　　　　　　　　　∫＝2　　　ノ＝1

　　　　　　　　　　　　ノ　　　　　　　　　　　　エ　　　ノ
　　グ　％一〇・　・1、（91）＋Σ4、（G）瓠、一Σ弓Σ・垂（9、）％＞Cグ　　　　　（7－32b）

　　　　　　　　　　　　ノ＝1　　　　　　　　　　　　　　∫＝2　　　ノ＝1

　　グ猛、＞0・　・，（2）一cl＊　’一2，3，…ノ　　　　　　　（7－33・）

　　グ弘、一〇・　・，（2）・cl＊　’一2，3，…，∫　　　　　　（7－33b）

ここに

　　　　　　　1〃1（9、）
　　　　弓＝　∬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－34）

　　　　　　Σ1〃差（9、）

　　　　　　ん＝2
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7－2－3と同様、（7－32）式左辺の第2項と3項の差に等しい額の料金を、有料道路

で徴収することにより次善の交通量配分が達成される。（7－32）式より、そのよ

うな料金がドライバーのタイプに依存しない点に注目されたい。したがって交

通管理者が料金を徴収する際に個々のドライバーの時間評価値を知る必要はな

い。これは料金政策の実行可能性という観点からは、好ましい性質といえる。

7－5　ドライバーの異質性と料金政策の効果

　最も単純なケースとして2種類の時間価値を持つドライバーが存在する状況

を想定する。道路の条件などは7－3と同様とし、各タイプの総交通量と時間評

価値を次のように設定する。

　ハr＝ノ〉　＝2000
　1　　　2

　αi＝2500，α2＝1500

ここで時間評価値の平均は、7－3におけるものと等しくなるようにした。これ

は同質なドライバーを仮定した場合との比較を可能とするためである。

7－5－1　交通量配分方式の比較

　数値計算の結果を表7－3に示す。均衡の場合、各道路におけるタイプ別構成

は一意には決まらないので、表には均等に混在する場合を示している。

表7－3　2タイプのドライバーが存在する場合の数値計算結果

（a）経路別交通量

タイプ 道路 長さ 容量 均衡 最適 次善

1

123 8．10．15，

2500．

P800。

P800．

1012．

U53．

R35．

1697．

R03．
O．

1691．

R08。

O。

2

123 8．10．15．

2500．

P800．

P800．

1012．

U53．

R35．

0．906．1093。 0．

P056。

X44．

（単位；台／時）
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（b）経路ごとの走行費用と通行料金

均　衡 最　　適 次　　善

タイプ 道路 走行費用 走行費用 料金 走行費用 料金

1

123

636．66

U36．70

U36．70

459．23

T66．O1

V60．41

223．24

P16．56

O．00

457．l1

U89．89

U89．92

232．75

O．00

O．00

2

123

382．00

R82．02

R82．02

27554
R39．61

S56．25

223．24

P16．56

O．00

274．26

S13．93

S13．95

232．75

O．00

O．00

（単位：台／時）

（c）各配分方式の評価

タイプ 均　衡 最　適 次　善

総走行費用

All
P2

2037374．62
P273359．12
V64015．56

1757393．75
X50706．25
W06687．50

1813758．62
X85945．81

W27812．87

走行費用＋料金

All
P2

一

2277197．25
P364852．00
X12333．94

2207414．25
P379601．25
W27812．87

（単位：円）

ただし、各道路の交通量g、は一意である。最適および次善の場合、有料道路は

タイプ1（時間評価値の高い）のドライバーによって占められ、最も距離の長

い道路3がタイプ2のドライバーによって占められる。すなわちタイプ別の分

離がなされる。なお、最適の場合のタイプ別構成比は、均衡の場合とは異なり

一意に決まるが、次善の場合、有料道路におけるタイプ別構成比のみが一意で

ある。

　総走行費用は、何等の対策を講じない均衡の場合と比べ、最適の場合で約13％、

次善の場合でも約11％低下する。これは、同質のドライバーを仮定した7－3に

おける結果と比べても、大きな改善であるといえる。しかしこれをさらにタイ

プ別に見ると、タイプ1の総走行時間が混雑料金の賦課によって大きく減少し

ているのに対し、タイプ2のそれは逆に増加している。混雑料金の賦課は、時

間評価値の低いグループをより不利にする。実際にドライバーの負担する費用

は走行費用に料金を加えたものであるが、これを見ると、いずれのタイプも混

雑料金の賦課によって実質的な負担は増加している。特に最適の場合、タイプ
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1よりもタイプ2の負担増が相対的にもまた絶対値としても大きい。次善の場

合では、負担の増加率は各タイプでほぼ等しくなり、タイプ2にとっての相対

的不便さの程度は軽減される。

　多くの場合、時間評価値は所得に比例すると考えられているが、それに従う

と、混雑料金の賦課は、低所得層により大きな負担を求める逆進的な政策とい

うことになる。しかし、第1章でも議論したように、低所得層にとっても急ぐ

用事のある場合もあり、その際の時間評価値は高所得層のそれよりも高くなる

可能性もある。

7－5－2　交通制御による効果との比較

　一部の都市高速道路では、交通制御として高速道路入り口のゲートの一部を

閉鎖して流入を制限することが実際に行われている。その際、高速道路へ流入

する車のドライバーを選別することができないので、時間価値の高い者も低い

者も同時に流入することになる。一方で、高速道路への流入を制限された車の

ドライバーたちの中にも時間価値の高い者と低い者が混在する。交通制御によ

って可能なことは台数の制御に限定される。

　いま流入制御を行うことによって、表7－3に示した次善の場合と等しい経路

別交通量配分が達成されたと想定しよう。ただし次善の場合と等しくなるのは

タイプについて合計した交通量g∫のみであり、タイプ別交通量％は異なる。流

入制御を行う場合の各経路におけるタイプ別構成は不定であるが、期待値とし

ては均等に混ざっている状態を考えることができる。その場合の総走行費用を

計算すると1，892，507円であった。一方、料金政策によって次善の交通量配分

が達成されたときには、有料道路がタイプ1のドライバーのみによって利用さ

れ、そのときの総走行費用は、表7－3によると1，813，758円であった。比較する

と流入制御の場合よりも約4．4％減少している。これは有料道路に流入すること

のできた時間価値の低い車と一般道路の利用を余儀なくされた時間価値の高い

車を入れ換えることによって総走行費用の低減が達成されたのである。入れ替

えによってさらなる改善がされなくなった状態が表7－3に示したタイプ別に分

離される交通量配分である。混雑料金を有料道路の入り口で徴収するようにす

れば、入れ替えを行わなくとも、各ドライバーの自発的な選択行動によって同
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様の結果を得 られ るのである｡ ドライバーにとっても､急 ぐときに流入制御に

よって有料道路の利用を排除されるより､高い費用を払っても早 く着 く可能性

を確保 される方が望ましいとい う考え方もあ り得るだろ う｡ 流入制御はそのよ

うな場合に､時間評価値の高い利用者 を排除することによって非効率な結果を

招く可能性がある｡

7-6 おわ りに

本章では道路料金が ドライバーの経路選択に及ぼす効果に着 目して､次善の

料金政策による混雑軽減効果について分析 した｡

ここで得 られた結果を以下に要約す る｡

(1)有料道路料金による次善の交通量配分を達成するためには､有料道路にお

ける混雑外部効果から､一般道路における混雑外部効果の重み付き平均値を控

除した額に等 しい料金を徴収すればよい｡

(2)ドライバー間で時間価値が異なる場合､次善の有料道路料金はタイプ間で

差別する必要はない ｡ また次善の料金による効率性の改善は､同質の ドライバ

ーを仮定した場合 よりも大きい｡ これは時間価値の高い者が有料道路を利用 し

て時間費用を節約 し､時間価値の低い者は一般道路を利用 して金銭的負担を避

けるという形で､道路別に利用者のタイプが異なる状況が実現す るためである｡

(3)流入制御などの工学的手段は､料金のように各道路の利用者タイプを選別

する機能を持たないため､効率性の面で劣る｡

本章で提案 したシステムにおける交通管理者の役割は､各 ドライバーに所要

時間などの正確な情報 と､そのときの最適料金を伝えることによって､ ドライ

バー自らの選択によって望ましい交通量配分の達成を図ることである｡ このよ

うなシステムは､情報技術の進歩によって夢物語ではなくな りつつあるが､情

報技術がいかに進歩 しても､完全な情報を与えることは不可能である｡ した

がって ドライバーの側でも与えられた情報の不確実性を考慮 しながら経路の選

択を行 うだろ う｡ 一方の交通管理者 もそのような ドライバーの反応を勘案 しな

がら料金を設定する必要がある｡ 第 8章では､不確実性のもとでの経路選択行
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動を定式化し、情報提供と混雑料金の組み合わせに関する分析を行っている。

　また本章の分析は、1組のODペアのみを対象としており、道路網の形状も

最も単純なものであった。第9章では

数ODを考慮した分析を行っている。

より一般的なネットワークにおいて複
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第8章　交通情報システムと混雑料金史

8－1　はじめに

　本書の他の章では、道路利用者がトリップ経路における交通状況について完

全な情報を持っており、それにもとづいて合理的な選択を行うものと仮定され

ていた。そこで導かれた混雑料金も、上のような想定が成り立つ場合にのみ、

予想された成果を達成することができる。ところが実際のところ、目的地へ行

くためにいくつかの経路が存在する場合、それぞれの経路の交通状況は日に

よって、あるいは時刻によって変動することが通常である。このとき各利用者

は、各経路の所要時間に関する不確実性を考慮しながら経路選択を行う。利用

者の選択の結果として道路ごとの交通量が決まり、それが混雑水準に反映され

ることから、所要時間の不確実性が内生的に決定されることにも注意されたい。

　情報技術のめざましい進歩は、交通情報システムの精度向上と費用の低下を

もたらし、現在、様々な方式で広範に交通情報が提供されている。交通情報が

提供されると、旅行時間の不確実性が減少する。このとき個々の利用者は混雑

する経路を避けて旅行時間を短縮することができ、社会全体としても混雑によ

る損失を減少させることが期待される1。インフラストラクチャとして整備が

進められている「高度道路情報システム（Intelligent　Transport　Systems，

ITS）」が50兆円の市場を創造すると試算されているが、その金額の妥当性は

ともかくとして、交通情報に大きな価値があることに異論はないだろう。交通

情報の価値を推定するためには、不確実性のもとでの交通行動を記述するモデ

ルが必要である。そして交通情報を通じて不確実性が減少したときに交通状況

がどのように変化するかを分析することによって、交通情報システムの経済効

果を評価することができる。

＊本章は文（1995）および文・小林・安野（1997）に基づいている。

1不確実性の減少は、個人が予定の時刻に目的地へ着けないリスクを考慮して必要以上

に早く出発するという行動を不要にする効果もある。
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　情報技術の進歩は混雑料金の実現可能性を大きく高めたことにも注目すべき

である。自動料金収受システム（ETC）はITSの主要プロジェクトの一つであり、

高速道路での普及が進んでいる。現時点においては、料金所における停車を不

要にすることで渋滞を解消する役割が重視されているが、普及が進めば、混雑

状況に応じて料金を変動させるようなシステムに用いることが可能である。す

でに、個々の車両を認識し、いかに料金を徴収するかというハードな技術的基

盤は整備されつつあるが、どの道路でいくらの料金を課すべきかというソフト

な問題に関する研究は十分に行われているとはいいがたい。

　本章では，混雑料金により不確実性下の利用者の経路選択を誘導する問題を

分析する．その際，交通管理者が道路料金を交通状況に応じて設定し，それを

事前に情報システムを通じて利用者に通知されると考える．この場合，道路料

金は利用者の経路選択を誘導する直接的なインセンティブを与えると同時に交

通状況の生起状態を利用者に通知する交通情報としての機能を果たす．

　ここでは、まず交通情報がない場合とある場合について利用者均衡配分を求

め、それらを比較することにより交通情報システム単体の経済効果を評価する。

次に、交通情報がない場合とある場合について最適交通量配分と混雑料金を求

め、それらの比較により交通情報と混雑料金の組み合わせが交通量配分の効率

化に及ぼす効果を評価する。

8－2　従来の研究

　ネットワーク均衡に関する研究の多くは完全情報を有する利用者の経路選択

を前提としていた．それに対してDaganzo　and　Sheffi（1977）、　Fisk（1980）らは、

利用者が認識する旅行時間が確率的に分布することを仮定した確率的利用者均

衡モデルを開発した。また赤松・桑原（1988）は確率的利用者均衡モデルにもと

づいて混雑料金を計算する方法について検討している。しかし確率的利用者均

衡モデルは、不確実性に対する利用者の反応行動を定式化したものではないの

で，情報提供の効果を経済理論と整合のとれた形で分析することは困難である．

飯田・内田（1993）は、旅行費用の不確実性を考慮した経路選択行動を分析し
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た。しかし情報提供を受けた利用者の選択行動が交通量配分に影響を及ぼし，

それが旅行費用の確率分布を変化させる効果を無視している．情報提供の効果

を分析するためには、上述したように利用者行動の結果である不確実性を内生

化したモデルが不可欠である，

　Arnott等（1991）は、不確実性下の意思決定に関する経済理論に基づいて，交

通情報の提供が交通混雑の緩和をもたらすかを分析した．この研究では、完全

に正確な情報を提供するようなシステムのもとでは、情報のない場合に比べて

必ず経済厚生が改善することが示された。しかし提供する情報が不完全な場合、

経済厚生がむしろ悪化する場合があることも示された。本研究では、完全な情

報のもとでも経済厚生を悪化させる場合があることが後に示される。このよう

な結果の相違は、混雑を記述するモデルの違いによるものといえる2。

　Kanafani等（1991）は経路誘導によって総費用最小化配分を達成した場合と利

用者均衡の場合の差額に基づいて経路誘導の便益を測定する方法を提案した．

しかし，総費用最小化配分をいかに達成するかに関しては不問に付した，管理

者が総費用最小化配分をめざして利用者に選択経路を指示した場合，一部の利

用者はより長時間の走行を強いられる．このことはいずれ利用者の知るところ

になり，管理者の指示に従わない利用者が現われるだろう，総費用最小化配分

を分権的に達成するためには利用者の誘因と整合的であるような手段を導入す

る必要がある．本研究ではそのための手段として混雑料金に着目する．

　　　け8－3　モアル

8－3－1　設定

　空間的に離れた2つの地点の問に1本の代替的な経路が存在する場合を考え

る．2地点間の交通需要はNでありその値は固定されている．各利用者は，上

記の∫本の道路のいずれかを通って日的地へ向かう．本研究では，道路ネット

ワークで生じる不確実性を，1（個の離散的な事象の生起により表現し，それぞ

れの事象に対応して各経路の走行時間関数が変化すると考える．各事象の生起

2Arnottらは第3章の3－2で紹介したボトルネックモデルを用いている。

175



轟率は外生的に与えられ るが､それぞれの事象に対応する状態変数 (すなわち

昆雑水準)は内生的に決定され る｡

i-3-2 不確実性下でのネ ッ トワーク均衡

利用者にとっては､どのような事象が生起す るかが判 らない不確実な環境で

経路選択す る場合 を考える.このとき各利用者は事象にかかわ らず同一の経路

を選択する.換言すれば,事象全体を通 じてある 1つの交通量配分が実現 して

いる･k番 目の事象 が生 じる確率 を方k(k-1,2,...,K)と表す.事象kが生 じた場合

の トリップ費用 czk(ql)を次式のように定式化す る.

C,k(qz)-I,k+α･tzk(q,) (8-1)

ここに申 ま道路料金､i,k(q,)は走行時間､αは時間価値､そ して qzは経路iの交
通量である｡走行時間は､交通量に関す る増加凸関数であると仮定す る｡

利用者は期待効用が最大 となる経路を選択す る.利用者は事象の生起につい

て正確な情報 を持たないが,経験を通 じて各事象の生 じる確率分布,及び各事

象が生 じた場合に実現す る経路走行費用 を知っていると仮定す る.経路iに対

す る期待効用 EU7を

EU,-ElU(C,k(qz))]-∑ 7TkIU(C,k(qz))
k

(8-2)

と表わす.ここでU(czk(q,))はC,k(qz)に依存す る効用であ り､次のよ うな性質を

持つ ｡

U'(C,k(q,))<O, U"(czk(qz))_<o (813)

なお､ U〝(C,k(qz))≦Oは､利用者が危険回避的 (等号の場合は危険中立的)であ

ることを意味する｡ 危険中立的の場合､利用者の行動は期待費用最小化 と等価

である｡すべての利用者が同質であると仮定す ると,ネ ッ トワーク均衡は

EU,-U* lfqz*>0 (8-4a)

EU,≦U* lfq,～-0 (814b)

;ql*-N (8-4C)

を満たす道路別交通量q,*であるo 上述のよ うに利用者 は事前に どの事象が起

きているか知 らず,事象に応 じて経路を変更す ることができないので､均衡交
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通量ゲは事象んに依存しないことに注意されたい。びは均衡における期待効用

水準であり、内生的に決定される。上の式は、利用者がどの経路を選んでも同

一の期待効用水準を達成することを表している。このとき各利用者は経路を変

更する誘因を持たないので均衡が達成される。

　社会厚生の水準を期待効用の単位で評価すると、それは次のように書ける。

　　　　　　　　　　　　ホ

　7＝ノ〉・σ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8－5）

8－3－3　完全な情報を提供した場合の均衡

　本研究では、完全な情報がすべての利用者に与えられる場合について検討す

る。このような状況は非現実的であるが、情報システムに関する技術開発の究

極の目標が達成された状況であると考えれば、このときに達成される厚生水準

を一つの参照点として求めておくことは有益である。

　完全な情報が提供された場合、各利用者はトリップを行う前にどの事象が起

きるかを知ることができるので、それに合わせて自らの効用を最大化すべく経

路を選択する。いま事象たが起き、交通管理者がそのことを利用者にメッセー

ジとして通知する場合、均衡において次の関係式が成立する。

　θ『（・’（9’））一θrr，ヴ9卜0　　　　　　（8－6a）

　σ（o汐（gf））≦σr，　　グ　g汐二〇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8－6b）

　Σザー2＞　　　　　　　　　　　　　　　　（8－6・）

　1
上の式において、効用は交通費用のみの関数なので、これは等費用原則による

交通量配分と同様である。このとき各利用者は、状況に応じて利用する経路を

選択するので、均衡交通量は事象κに依存するものとしてジのように表される。

完全な情報システムのもとでの総厚生水準は次の式によって計算される。

　　〆㌧2＞Σπ々・σ㌘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8－7）

　　　　　κ

8－4　最適な交通量配分と混雑料金

8－4－1　情報と料金システム

　料金システムとして固定料金と変動料金の2種類を考える．固定料金制とは
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そのときどきの状況に関わらず，各経路ごとに設定されたある一定の料金を利

用者から徴収する方式である．一方，変動料金制とはそのつどの事象の生起状

態に対応して異なる額の料金を徴収する方式である．混雑料金の価格情報とし

ての役割を考える場合，徴収する料金を経路選択の前に利用者に通知するのか，

事後に通知するのかが決定的に重要となる．利用者が経路選択を行う以前に徴

収する料金を通知する場合，料金自体が事象の生起状態に関する情報の役割を

果たすことになる．この意味において，固定料金のみの提示は交通情報として

の役割を果たさないが，変動料金は利用者に事前に告知されることにより交通

情報としての機能を果たす，本研究では料金が経路選択の事前に告知されるこ

とを前提として以下議論を進める．

8－4－2　不確実性下での最適交通配分と料金

　最適な交通量配分とは、N人の利用者の期待効用の総和を最大化することに

よって達成される。解くべき問題は

　ル血xΣ9，Eσ、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8－8a）
　9【　　f

　Σ9、一N　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8－8b）
　ゴ

　9、≧0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8－8c）

この問題の最適条件を求めると、次のようになる。

　　E砿＋珂σヒ’］9ゴ＝σo，グ％＞0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8－9）
　　E砿＋E［σ乞’】9｝≦σσ，ゲ9，＝0

および（8－8b）。

ここにE岡一
h驚であり・凹ま制約条件（酬・関するラグランジュ

乗数である。（8－9）式の左辺第2項は、道路iの交通量が一台増加した場合にそ

の道路を利用するすべての利用者の期待効用水準に及ぼす外部効果である。最

適な交通量配分を分権的に達成するためには、このような外部効果に応じた料

金を各道路で徴収すればよい。上の式は、効用単位で定義されているので、金

銭単位で料金を求めるためには、次の式を満たすようにτ、を求めればよい。
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　E砿＋珂σ乞’］92＝E［ひ（o汐＋τf）］　　　　　　　　　　　　　　　　　（8－10）

ここに猛。は上の最適条件を満たす道路別交通量である。最適な交通量配分の

もとで達成される社会全体の厚生は、上の目的関数の最大値であり、次の式に

より評価される。

　γF一ΣグE砿（¢）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8－ll）

　　　ゴ

さらに、利用者の厚生水準は、道路料金を支払わねばならないので、次のよう

になる。

　7「F＝2＞・σo　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8－12）

8－4－3　情報提供と変動料金の組み合わせ

　交通管理者が日々の交通状況を完全に把握し、その日の交通状況に応じた最

適な交通量配分の達成を図る場合を想定する。ある日、たという事象の起きる

ことがわかった場合、交通管理者の解くべき問題は、

　　惣κΣ9汐σ（・タ＠））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8－13a）
　　％　　ゴ

　　Σ（ガ＝ノ〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8－13b）

　　1
　　gゲ＞0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （8－13c）

上の問題の最適条件は

　σ（of（9声））＋σ’・o∫た・9タ＝ひ）『，　グ9野＞0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8－14）
　θ『（oタ（の）＋ぴ・ol彦・gl≦σ80，グ9声＝0

および（8－13b）である。このような交通量配分を分権的に達成するため、交通

管理者は、その日の交通状況に対する情報とともに経路別の料金を提示すれば

よい。そのような料金は、上と同様、次の式を解くことによって求められる。

　ひ（・声（9野oo）＋τ汐）＝θr20　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8－15）

ここにg鯉は上の最適条件を満たす道路別交通量である。このような設定のも

とでの社会的厚生は次式で評価される。

　ジーΣΣπ、9’ooσ（・汐（9汐oo））　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8－16）

　　　た　f
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また利用者の厚生水準は次の式により計算される。

　〆一2＞Σπ、σ∬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8－17）

　　　　彦

8－5　情報・料金システムの厚生効果

前節までに示した4通りの交通量配分によって達成される経済厚生の水準を比

較すると、以下のような関係を得ることができる。これらの内、（a），（b）につい

ては、優劣を確定できないことが重要な結論であるが、そのことは次節の数値

例によって示される，その他の証明は付論において与えられている。

（a）ブ：〆？

道路に料金が課されない場合、完全情報を提供したとしても、社会的厚生が改

善されるとは限らない。すなわち情報を提供することによって社会的厚生が悪

化するという逆説的結果が生じる可能性がある。

（b）　　　7＊＊⊇γF？

完全情報の提供のみの場合と、不確実性下の最適交通量配分の場合の社会的厚

生との優劣はつけられない。

（c）　ジ≧〆

不確実性下でも、混雑料金の導入によって、社会的厚生は改善される。

（d）　　　γ7≧γF

完全情報の提供と変動料金の組み合わせによる最適交通量配分は、不確実性下

の最適交通量配分よりも高い水準の社会的厚生を達成する。

（e）　ジ≧ブ

完全情報下では、混雑料金の導入によって社会的厚生が改善される。

　　FF＜7＊（f）

木確実性下において、混雑料金の導入は利用者の私的厚生を悪化させる。

　　Fμ＜〆＊（9）

完全情報下において、混雑料金の導入は利用者の私的厚生を悪化させる。
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8－6　シミュレーション

　数値シミュレーションの主たる目的は、前節の命題（a），（b）のように優劣が確

定的でない結果を具体的に示すことである。

　簡単のために、道路の数は二本であると仮定し、それぞれの道路に関する走

行時間関数を次のように特定化する。

　　　むここにち：自由走行状態における経路iの走行時間

　ここでは、不確実性を交通容量の変動によって表現する。各道路における交

通容量が日によって大きい場合と小さい場合があると仮定する。

　　環1一岬＋へ，〃；2〃1用一△、

ここに曜1，照2は、それぞれ、道路iにおいて容量が大きい場合、小さい場合の

交通容量である。さらに各事象の生じる確率は等しいと仮定する。

　したがって、全体的な事象の数は、以下の4通りである。

事象 道路1の容量　　道路2の容量　生起確率

1

2

3

4

大

大

小

小

大

小

大

小

0．25

0．25

0．25

0．25

　効用関数は、下記のように絶対的リスク回避度一定型と仮定する。

　　σ（o）＝一exp［一α（7－3・o）1

ここにα：絶対的リスク回避度、ア・5：パラメータ

　数値計算に用いるパラメータは次のように与えられる。

　α＝α2，7＝30，3＝1，4＝2．6，β＝5，

　△1＝△、＝10，ノ〉＝100
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　ここでは、道路条件（道路の長さ、容量）の代表的組み合わせとして、次の

4つのケースについて数値計算を行う。

　Case　l：　　’ρ＝5，∫2＝10，〃三解二80，〃7＝80

　Case　2：　　’ρ；5，ぢ＝10，〃γ＝60，〃7＝100

　Case　3：　　’fニ5，8＝10，〃1吻＝100，〃7＝60

　Case　4：　　’ρ＝7．5，’3＝7．5，〃γ＝100，〃γ＝60

図8－1では、Case　3のとき、〆＊＜7＊となっている。すなわち完全情報を提供し

た場合のネットワーク均衡は、情報のない場合よりも利用者の厚生が低い。こ

のケースは、2本の道路の内1本の長さが短くかつ容量が大きいという設定であ

るが、そのような組み合わせば現実にも十分野あり得ることであり、パラメー

タの数値も極端なものではない。このような結果は、それほど頻繁に起こるわ

けではないものの、完全情報のもとでも生じる可能性があることに留意された

い。情報を提供することによって社会厚生を低下させる可能性があるというこ

とは、情報システムの導入が交通混雑を改善するはずという一般的な期待を裏

切るものといえる。しかし第7章で議論したように完全情報下でも利用者均衡

が最適な配分と一致しないことを考えれば不思議なことではない。不確実性の

ある場合、利用者均衡のもとでの交通量配分は、混雑の外部性と情報の不完全

性という二つの要因によって非効率となる。これら二つの要因のはたらく方向

が反対である場合、交通情報の提供によって均衡配分と最適配分の乖離が拡大

する可能性は十分あり得る。効率性を抜本的に改善するためには情報提供だけ

では不十分であり，混雑料金のような施策を併用することが必要である。

　図では、γFとブの優劣が一概にいえないことも確かめることができる。ま

た、Case　4では、情報なし、完全情報のいずれの場合も、均衡と最適の厚生水

準が一致している。すなわち、自由走行時の走行時間（道路の長さ）が等しい

道路間では、料金政策の効果はない。
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　図8－2は、△＝20、すなわち交通容量の分散が大きくなった場合について同様

の計算を行った結果を示している。このとき、全般的に情報提供の効果が大き

くなることがわかる。

8－7　おわりに

　本章では、道路の交通状況が変動するという不確実性が存在する場合に、交

通情報の提供と料金政策の組み合わせが交通量配分の効率性や、利用者の経済

厚生に与える影響を分析した。具体的には、以下の4通りの政策のもとでの交

通量配分を求めた。

　［1］交通情報なし、料金も徴収しない

　［2］交通情報を提供、料金は徴収しない

　［3］交通情報なし、料金は状況にかかわらず固定

　［4］交通情報を提供、料金は状況に応じて変動

［1］と［2］のもとでの社会的厚生を比較することにより、交通情報システム導入

の効果を評価することができる。その結果、交通情報のみでは混雑緩和の効果

は十分でなく、逆に厚生損失をもたらす可能性があることが示された。［4］の

もとでの社会的厚生を他の場合と比較すると、情報提供と料金の徴収を組み合

わせることにより、交通量配分の効率性が必ず改善されることが示された。ま

た、［1］と［3］、［2］と［4］の比較により料金政策の効果を分析すると、同じ情報構

造のもとでは料金政策が必ず社会的厚生を改善することも示された。

　Verhoe£Emmerink，　Nijkamp　and　Rietveld（1996）は、本研究と同様の問題意識

で書かれた論文である3。そこでは上の4通りの政策に加え、次のような政策の

効果も分析している。

　［5］交通情報を提供するが、料金は状況にかかわらず固定。

その結果、［5］の方式のもとでは［4］とまったく等しい水準の経済厚生を達成す

ることが示された。すなわち、交通情報が提供されれば、道路料金を状況ごと

3本章は、文（1995）に基づいており、Verhoef他（1996）とは独立になされた研究である。
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に変動させる必要はない。このことは、より単純な料金システムで目標とする

成果を達成できることを意味するので、交通管理者にとって有益な結果である。

利用者にとっても意思決定の際に考慮すべき変数が少なくなるので受け入れや

すいであろう。

　ここで得られた結果は、いくつかの仮定に基づいた単純なモデルによって導

出されたものである。したがって、これらの結果の一般性を検証するとともに、

実用的な情報・料金システムの設計に役立てるため、今後さらに研究を発展さ

せる必要がある。たとえば以下のような研究課題が考えられる。

（1）本研究では、一組の0－D間を直結する道路から成る最も単純なネットワーク

を想定していた。このような設定のもとではリンク交通量と経路交通量を区別

する必要がないので、問題はきわめて単純な構造を持っていた。実際のネット

ワークを対象に、本稿と同様の分析が行えるよう、モデルの拡張を行う必要が

ある。特に実際のネットワークを対象とする場合、リンクごとに課される料金

が0－Dペア、あるいは経路ごとに一意であるかどうか明らかではない。一意で

ない場合、各卜、リップの属性に応じて料金を差別化する必要があるので、料金

の徴収はきわめて困難となる。したがって、この問題の検討は情報・料金シス

テムの実現可能性に決定的な影響を及ぼすものと思われる。

（2）本研究では、外生的に与えられた不確実性のみを取りあげている。実際に

は、利用者の行動そのものが不確実性の原因になっている。たとえば本章の分

析では総トリップ数を定数として与えているが、この総トリップ数の変動は、

交通状況に大きな影響を与える。総トリソプ数は個々の利用者がその日にト

リップを行うかどうか意志決定を行った結果として決まる変数なので、本来は

内生変数として取り扱うべきものである。

（3）本研究では、情報が提供される場合、その情報が完全なものであると仮定

していた。この仮定は単純化のためばかりではなく、情報システム開発の究極

の目標が達成された状況という、一つの参照点を求める意義もあった。しかし

実際には、完全な情報システムなど存在せず、提供される情報は不確実性の程、

度を（各事象の生じる確率分布のシフトを通じて）減少させるに過ぎない。こ

のとき設定される料金も不完全なものとならざるを得ない。このような不完備

な情報下での混雑料金の設定問題にアプローチする際、小林（1990）による合理
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的期待均衡モデルが有益な枠組みを与えている。

（4）交通状況は刻々と変化するが、これに対してリアルタイムの交通制御を行

うためには、混雑料金もリアルタイムに変化させる必要がある。この点は、渋

滞の対策を検討する際、特に重要な意味を持つ。渋滞は動的な現象であり、本

章のような静的モデルで分析することはできない。本書の第2章で議論したよ

うに、動学モデルを用いて最適な混雑料金を導出することは理論的に可能であ

るが、そのような料金の算定には現在の交通状況ばかりでなく後の時刻の交通

状況に関する情報をも必要となる。これは、現時点の利用者の経路選択が将来

の利用者の経路選択に影響を及ぼすという、動学的外部効果が存在するためで

ある。このような場合、情報システムは交通状況の予測まで行わねばならない。

各時点の交通状況に関する情報は、さらなる情報処理技術の進歩によって精度

を向上させることが可能と思われるが、予測的情報を求めるにはこれとは別な

技術が必要である。予測的情報をいかに求めるか、あるいは不完全な予測的情

報にもとづいて求めた料金が、果たして渋滞緩和に有効であるかどうか、など

検討すべき課題は実に多い。

持論：厚生水準の比較

（3）ジ≧rFの証明

（8－14）の最適条件を満たす道路別交通量ザoo，目的関数の最大値を

写0一Σ9卸0曜（9㌍0））と表わそう．変動料金と固定料金の下で達成可能な期待効

　　1

用の総和を比較する，g野ooが式（8－13a）の目的関数を最大にすることより，

ジーΣπ、㌘≧Σπ、写一ジが成立する。ここに，写一Σgfσ（・f（gf））である．

　　々　　　　　　　々　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

（4）γF≧ゾ，（5）ゾ≧ブも同様に示すことができる。

（6）7長陽の証明

均衡条件（8－4a）（8－4b）の左辺と最適条件（8－9a）（8－9b）の左辺を比較する．

θr’＜0，0’＞0より任意の猛∈［0，Mに対して必ずE［σb’］く0が成立する．したがって
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任意の％∈［0，N］に対して（8－4）の左辺は（8－9）の左辺より大きい値を持つ。

Σg，一ノ〉が2つの問題に共通なので、ブく〆が成立する。同様に，（7）〆くブが成
’

立することも示すことができる。
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第9章　大阪都市圏のネットワークを対象としたケーススタディ需

9－1　はじめに

　第7章では、一組のODが複数のリンクによって直結されるという最も単純

なネットワークを対象として、次善の料金の効果を分析した。このような単純

な空間設定は、問題のメカニズムを分析するために有益なものであったが、実

際の都市の問題に対して具体的な知見を与えるには不十分である。特に実際の

都市における交通は二次元の道路ネットワーク上を流れ、混雑の状況もネット

ワークの結節構造によって異なるものとなる。そして道路利用者は各リンクの

混雑状況を考慮して経路を選択する。本章では、以上のような状況を記述する

モデルを大阪都市圏の道路ネットワークに適用し、次善の混雑料金政策の効果

に関する定量的分析を行う。

　ネットワークにおける交通量配分に関する応用研究には膨大な蓄積があるが、

次善の料金政策に関する分析が行われるようになったのは、比較的最近のこと

である。May，　Milne（2000）は、英国ケンブリッジ市のネットワークを対象とし

てコードン、距離比例制、時間比例制、システム最適を計算し、それらの比較

を行った。コードン方式については、料金も料金徴収地点も与件であり、これ

は「次善」とはいえない。Santos，　Newbery，　Roj　ey（2001）は、英国の8都市でコ

ードンプライシングの効果を計算した。そこでは料金について最適化している

が、コードンの位置は固定していた。Verhoef（2002）はより一般的な問題を想定

し、ネットワーク中の課金すべきリンクと料金水準の最適な組み合わせを求め

る問題を定式化し、小規模の例題ネットワークを対象にアルゴリズムの検討を

行った。Zhang　and　Yang（2004）はネットワークにおける最適なコードンプライ

シング・システムを設計する問題を、最も厳密に定式化しその解法を提示して

いる。すなわちコードンラインを横切るリンクの集合を内生的に求められるよ

うにしている。そしてこの手法を上海のネットワークに適用し、コードンプラ

＊

　本章はAkiyama，　Mun，　Okushima（2004）に基づいている。その論文の旧稿に対し、　John

McDonald氏より有益なコメントをいただいた。
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イシングの厚生効果を計算している。

　ネットワークにおける次善の料金システムに関するこれまでの研究の関心は

コードンプライシングに集中している。コードンプライシングは実際に導入さ

れた実績もあり、実現性の高い方式であることが大きな理由である。しかしこ

れ以外にも代替的システムがないわけではない。日本の大都市においては、た

とえば東京の首都高速道路、大阪の阪神高速道路などのように、都市高速道路

が存在し、都市内交通のかなりの割合を分担している。

　本研究では、このような都市高速道路における料金を調節して都市圏全体の

交通混雑を制御する可能性に着目する。現在、都市高速道路の料金は均一料金

制を採用しているが、この方式は交通混雑の制御を目的として採用したもので

はなく、料金徴収のコストを抑えるためであった。現在、ETC（料金自動収受

システム）の導入が進められており、このシステムが十分に普及すれば、混雑

の水準に応じて、よりきめ細かに料金を設定するシステムを採用することが可

能である。

　高速道路における混雑料金は、上述のコードンプライシングに比べ、下記の

ような長所がある。第一には、社会的受容可能性は高いということである。コ

ードンプライシングでは、それまで無料であった道路において新たに料金を徴

収することになるが、高速道路における混雑料金は、すでに徴収されている料

金の水準を変更するのみである。後者の方が、はるかに利用者の抵抗が少ない

であろう。さらに後者は、利用者に無料の選択肢を残しておくことになるので、

その点でも受け入れやすい方式である。ロンドンでの経験からも明らかなよう

に、コードンプライシングの導入までには、長年にわたる議論と説得のための

努力を必要とする。日本では、混雑料金導入に関する議論が十分成熟している

とはいえず、第1段階として高速道路における料金システムの変更から着手す

ることは有望である。第二の長所は、コストが低いということである。コード

ンプライシングは、コードンを横切るすべての道路に検知装置を設置する必要

があるが、高速道路における料金徴収方式の変更は、高速道路の出入り口のみ

である。現在整備中のETCがその機能を果たすのなら、追加的費用はかなり小

さくなるだろう。

　本章では、交通ネットワーク均衡モデルを用いて、代替的な次善料金である
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コードンプライシングと高速道路における混雑料金の効果を比較・分析する。

そのため、9－2ではモデルについて説明し、9－3では次善最適の料金を求める問

題を定式化する。9－4では大阪都市圏を対象としたケーススタディの結果につ

いて示すことにする。

　　　り　9－2　モアル

都市空間は1個の離散的なゾーンに区分されており、それぞれのゾーン中心ノ

ードから交通需要の発生、集中がなされるものと仮定する。都市内の道路ネッ

トワークはゾーン中心を含むノードとそれらを結ぶリンクから構成されており、

ゾーン問の交通はネットワークに沿って流れる。ネットワークには五本のリン

クがあり、リンクαを流れる交通量をx、と表す。交通需要は弾力的であり、ゾ

ーン7から3へのトリップ数をg器とすると、逆需要関数がD訳螺）のように与え

られる。ゾーン73間には複数の経路が存在し、トリップの費用は経路上の走行

時間費用と道路料金の和（一般化費用）に等しいと仮定する。すなわち

　o羨＝α4＋τ孟　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9－1）

ここに4と嬬は、それぞれ、73間のノ番目の経路を選んだ場合の所要時間と道

路料金、そしてαは時間価値である。上式の右辺第1項は走行時間費用、第2

項は道路料金であるが、いずれも選んだ経路（どのリンクを使って行くか）に

よって異なる。紘は経路上の各リンクの通過所要時間の和であるが、各リンク

の通過所要時間はそのリンクを通る交通量の増加関数’。（κα）であると仮定する

（以下これをリンク走行時間関数と呼ぶ）。したがって

　4一Σ・惣。（κα）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9－2）
　　α∈R《

・譲一Σ嬉孟

　　σ∈R志

（9－3）

　x、一ΣΣΣδあ9毒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9－4）

　　　r　3　ノ

ここに嫉はODペア75間のプ番目経路を選択したトリップの数、δあはリンクα

がODペア73間のノ番目経路上にある場合1、それ以外は0の値をとる変数で
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ある。またτ。はリンクαに関する通行料金である。磁はrs間のj番目経路上に

あるリンクの集合である。τ。は料金政策によって異なるが、すべてのリンクに

ついて正の値を持つわけではなく、実際にはむしろゼロの値が与えられるリン

クの方が多い。

　いまODトリップ数敷が与えられたものとする。各ドライバーは費用が最小

となる経路を選択する。交通ネットワーク均衡は、どのドライバーも選択した

経路を変更するインセンティブを持たないような状態が実現したとき達成され

る。このとき各ODについて、使われている経路のどれを選んでもトリップ費

用はすべて等しい値となり、使われない経路の費用はその等しくなった費用よ

り大きい。このことは、4をODペア75間で利用可能な経路の集合と定義すれ

ば、すべてのノ∈4。について次の条件が成り立つことを意味する。

　9羨＞0　⇒　4＝C淫

　9《＝o　⇒　6菟≧砿

上の条件は、下記のように形式的に書き表される。

　o急一C淫≧0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　（9－5a）

　gん（　　　　　　＊oノーC　73　　　　75）＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9－5b）

　9「ゐ≧0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9－6）

また定義により次が成り立つ。

　9駕一Σ9羨　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9－7）
　　　ブ∈4。

上式より、ODペアγ5間のトリップに要する費用は（どの経路を選ぼうが）砿

に等しくなる。各個人は、トリップを行うことによる私的便益（支払い意思額）

がトリップ費用を上回る限りトリップを行うが、均衡においては、次の関係が

成り立つようにrs間の総ODトリップ数（みが決まる。

　1）ぎ（9。。）＝C蒐　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）

要するに、弾力的交通需要のもとでの交通ネットワーク均衡は、（9－5）一（9－8）を同

時に満たすリンク交通量、経路交通量、OD交通量、均衡交通費用の組である。

なお経路交通量は一意に決まらないが、リンク交通量が一意に決まればそれは

問題にならない。リンク交通量からゾーン間走行費用も一意に求まり、それに

よって交通流の状態と厚生を評価するための十分な情報が与えられたことにな
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る。

　本研究ではベンチマークとして無料金均衡、すなわちどのリンクにまったく

料金が徴収されないケースを考える。これは（9－3）式においてτ。＝0，ノb川〃α、と

書ける。

一方、社会的に効率的な道路利用は、次に示すような社会的余剰最大化問題を

解くことによって求められる。

　　！吻κΣΣ『糸D訳z）砒一wΣ㌔（xα）xα　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9－9）

　　9π∫　　　　γ　　∫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α

subject　to（9－6）（9－7）

最適化の1階条件より、次の関係が導かれる。

ρ認（9。．）一wΣ・脇｛㌔（鑑）＋4（㌔）鑑｝≦o

　　　　α

［D認（2，）一w：写δあ｛㌔（艦）＋帆）㌔｝］9潅一〇

（9－10a）

（9－10b）

この条件を利用者均衡条件（9－5）一（9－8）と対応させると、各リンクにおける料金が

　　　　ド　　τ。＝α∫。（κα）xα　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9－11）

のように設定されるとき、上の最適条件が分権的な利用者均衡のもとで実現す

ることがわかる。すなわち社会的に効率的な道路利用を達成するためには、ネ

ットワークのすべてのリンクにおいて、混雑の外部効果に等しい料金を課する

必要がある。このような料金を実行することは困難なので、実際には一部のリ

ンクでのみ料金を徴収するシステムを採用せざるを得ない。

9－3　次善の料金政策

9－3－1　一般的定式化

　道路管理者は、料金徴収に伴う技術的、社会的制約のもとで、社会的余剰を

最大化するよう、料金水準を定めるものとする。ここで考える次善の料金体系

とは、ネットワークの一部のリンクでのみ料金が徴収可能であるという状況の

もとで、それらのリンクで料金水準を最適に設定することである。なお料金が

徴収されるリンクの集合は与えられるものとする。
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　上の定義に従えば、次善の料金体系は形式的には次の問題を解くことにより

求められる。

　吻xΣΣ礁ωD認（・）彪一wΣ㌔（も（τ））艦（τ）　　　　　　　　　　　　（9－12）

　　　　r　∫　　　　　　　　　　　　　　　α∈濯

subject　to　τα≧0，．ノわ7α∈五1，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9－13a）

　　　・。ニ0・かα妊H　　　　　　　　　　　　　　（9－13b）
ここにτ＝（τ1，τ2，＿，τL）であり、Hは課金するリンクの集合（ただしH⊂オ）であ

る。またg。。（τ）、x。（τ）は、τのもとで利用者均衡条件（9－5）一（9－8）を解くことによ

り得られる。Hに含まれるリンク以外では（9－13b）のような制約が課せられてい

るので、上の問題の解はシステム最適よりも劣る次善の解となるのである。も

しH＝オであれば、上の問題の解はシステム最適と一致する。本研究では代替

的な次善料金方式として、単一コードンプライシング、多重コードンプライシ

ング、そして高速道路におけるゾーン料金制を取り上げる。以下ではそれぞれ

の方式に対応するHを特定化する。

9－3－2　単一のコードンプライシング

　単一のコードンプライシングでは、都市の中心部を取り囲むコードンを横切

るすべてのリンクが課金されるリンク集合Hの要素となり、それらのリンクで

はすべて同額デの料金が課される。したがって解くべき問題は次のように表さ

れる。

　ル終ΣΣ礁ωD忌’（・）彪一wΣ㌔（鑑（τ））艦（τ）　　　　　　　　　　　　（9．14）

　　　　r　3　　　　　　　　　　　　　　　α∈濯

subject　to　τ、＝デ。，ノわ7α∈H，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9－15a）

　　　τα＝0，ノb7α磋H　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9－15b）

9－3－3　多重コードンプライシング

　．M本のコードンラインが設定され、都市の中心部に近いものから1，2，＿，Mのよ

うに番号が付けられているものとする。課金されるリンクの集合丑は、M個の

部分集合傷〃2＝1，2，＿Mに分けられ、それぞれはm番目のコードンラインを横切

るリンクの集合に対応する。そして鳳に含まれるすべてのリンクでは同額の料
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金施が適用される。多重コードンプライシングの場合は、上の問題（9－14）にお

ける制御変数デが7傷へとM次元になり、制約条件が下記のように置き換わる。

　　　　　　　　　　　　レ　　τα＝7（吻，　ノわ7α∈乃切，　　U乃吻＝H　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9－16a）

　　　　　　　　　　　切＿1

　　τα＝0，　ノ～）7α¢H　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9－16b）

g－3－4　都市高速道路における均一料金

　この方式は現行の方式とほぼ同じものである。現行では700円の均一料金を

高速道路の入り口で徴収しているが、この水準は、高速道路ネットワーク全体

について建設費用と維持管理費用の合計が料金収入と均衡するよう設定された

ものである。したがって現行の料金に混雑制御を意図したものではない。ここ

では（9－14）式の目的関数を最大化するような均一料金水準を探索する。そして

そのような料金と現行料金のもとでの混雑水準を比較することにより、現行料

金の混雑制御効果を評価する。本研究で用いるネットワークには、高速道路の

オンランプが一つのリンクとして含まれている。従ってこの場合、問題は

（9－14）（9－15）と同様の形式になるが、Hはオンランプリンクの集合になる。

9－3－5　高速道路におけるゾーン料金制

　高速道路のネットワークを少数の領域に分割し、それぞれの領域を「料金ゾ

ーン」と呼ぶ。そして料金ゾーン溺に属する高速道路リンクを利用した場合に、

婿に等しい料金が課される。そのような料金は、自動車が料金ゾーン刑に属

するオンランプから高速道路に入ったとき、あるいは高速道路上で料金ゾーン

境界を横切るリンクを通過したときに課される。したがってこの問題の制約条

件は、形式的には（9－16）と同様であるが、馬は料金ゾーン配に属する高速道路

リンクの集合として定義される。

9－4　大阪都市圏における実証分析

9－4－1　ゾーン区分とネットワーク

　本研究では、大阪市内の27区とその周辺の市町村を集約した9個のゾーン
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の合計36ゾーンを対象とする。道路ネットワークは、阪神高速道路と一般道

路を合わせて、241ノード・630リンクから成る。これらの詳細については、図

9－1と図9－2に示している。またこれらの図には、後の分析で取り上げられるコ

ードンの位置を太線で示している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ギ　　　　　　　　　　　へ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　き　　　　　ヂ
　　　　　　　　　　　、…＼！・㍊～　＼
　　　　　　　　　　　　　　　お縁融　

＿　　　　　　　　　　　　　渡4、爺・薫三ジ

　　嚢麗
　　　　ぞ

　〆 ＼＿♂

図9－1　対象地域とゾーン区分

195



　　　　灘驚：：：…；鋸　　　　　　　　　　　姦

　菱

……2λいｭ・賜
27述レ27　2r～＼．ノ‘〉

ミ　＼＼　　1％≠・19

　　贈～一＝糟一鱒騨～　 ①

拶・…妻il唾壷鯵’§凱

辱難i；鋸舗隷；舞豊

、曽・・＝β・：・二＝…ヨ＝＝舜趨＝＝3・・＝’ 69 p…

　　　ロコロ　　　　　　ギポ轄＼……漕　ii茜き1ん＝：

　＼　　　　　　己　1：：㊥・＝・二4

軽譜iiiiiiiii糞繍ノ詮

　　藪　　《i蟹　　　　1疹・＝：⑭

　　　　　　　　ぐ4

擁臥（・）・寿騨騨

，．…一一一め（

　　｝　都心部エリア13号藁大線

　　　　　　　　　　　　　　　大阪市内エリア

　　　　　　　　　　　フらもリトも

轟こ撃麟騒惣一謡譜鐸
36／　o・

図9．2

　　　　三一㍗32
　　　　，垂㍉　

，メ）一7一　ζξ　．、、

　　　　　61
　　　　　／67
’，／属ヴム望レ・

　　71’Yヘザ17
　　　　　＼‘、、15

　’3635’　　　　　、35　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　34’　　　　　、34

（b）高速道路ネットワーク

　　計算に用いるネットワークとコードンの設定

　　　　　　196



9－4－2　リンク走行時間関数とトリップ需要関数

　各リンクの走行時間関数を次のように特定化する。

甑）一尋

ここに’2は自由走行状態でリンクaを通過するのに要する時間、耽はリンクa

の交通容量である。ここでは土木学会の交通需要予測小委員会が標準的な値と

して提案している、レ＝0．48，γ＝2．82を用いることとする。

　需要関数は次式のように特定化する。

D。（C。）一朔・・、佑・・即（一・・C。）　　　　　　　　　（9－18）

ここにん。，η。は、それぞれ発ゾーンrおよび着ゾーンsにおける昼間人口である。

4，θ，興はパラメータである。

　上のような需要関数はしばしば交通量予測に適用される重力モデルと同じ形

であるが、第6章で示したように、個人の効用最大化行動から得られた需要関

数を集計することにより導出することができる。逆需要関数は次式のようにな

る。

囎＝一去bg〔斎〕

　需要関数のパラメータ値は、観測値と適合するよう推定する。大阪都市圏に

おけるOD交通量の観測値は1994年の全国道路交通センサスデータから得た。

また時間費用と金銭的費用の和であるトリップ費用のデータは、以下のように

作成した。

　cドΣ｛α’。儒）＋デ。｝

　　　α∈4

ここに㌔ちは現状におけるリンク交通量の観測値と現行の道路料金（阪神高速

道路）、4は現状のリンク交通量と料金のもとでア3間の（時間単位の）トリッ

プ費用が最小となる経路に含まれるリンクの集合である。なお時間価値αは60

円／分・台を仮定する1。

1この値は阪神高速道路公団節約時間便益計算で用いられた値（80円／分）よりは低い
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　需要関数のパラメータ推定結果は次の通りである。

　4ニ0．000024　（15．0503）

　6も＝0．6055　（10．2505）　　　　　　　　　　　　　　　　　R2＝05430

　θ＝一〇．00074（一24。8606）

なお係数推定値の右側括弧内の数値はt一値を示している。

9－4－3　無料金均衡とシステム最適

　大阪都市圏における昼間人口とネットワークの条件、そして上のように求め

たパラメータをモデルに与えて、無料金均衡とシステム最適について計算した

結果を表9－1に示す。

表9－1　無料金均衡とシステム最適に関する計算結果

無料金 システム最適　　現行料金

総トリップ数

歯走行距離

総走行時間

平均トリップ長

平均旅行時間

平均料金支払額

消費者余剰変化

混雑料金収入

（台）

（台・キロ）

（台・時間）

（キロ）

（分）

（円）

（100万円）

（100万円）

混雑料金による厚生改善（100万円）

2352145
　，　　　　　，

22381331
　，　　　　　，

1183696
　，　　　　　，

　　952
　　30．2

　　　0

0

1919533　　　　2244128　，　　　　　，　　　　　　　，　　　　　，

16555751　　　　20，778，071
　，　　　　　，

　677124　　　　　1039374
　　，　　　　　　　，　　　　　，
　　8．62　　　　　　　　　9．26

　　21．2　　　　　　　　27．8

　　672　　　　　　151

　　－696　　　　　　－71

　　1291　　　　　　338
　　，
　　595　　　　　　267

システム最適は、各リンクにおいて混雑外部効果に等しい料金を徴収すること

によって達成されるが、そのとき消費者余剰は無料金時に比べて減少する。し

かしその減少分を上回る料金収入を上げることができるため、社会的余剰は増

加する。そのような厚生改善は、総トリップ数を18．4％削減することにより達

成される。また平均トリップ長が減少することにも注目されたい。トリップ長

が長いほど、その途上で他の道路利用者に混雑の外部効果を及ぼすが、それが

が、他の章で用いられた値（2000円／時＝33．3円／分）よりは高い。他の章では個人単
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内部化されない無料金均衡のもとではトリップ距離が過大となるのである。平

均トリップ時間は29．8％減少しているが、これと同じ率で速度上昇したことを

意味しない。速度変化を求めるにはトリップ長の変化を考慮して補正する必要

がある。すなわち無料金均衡時の平均速度は9．52km／30．2分＝18．9km／時、システ

ム最適時は8．62km／21．2分＝24．4km／時なので、平均速度は29．1％上昇したことに

なる。また「平均料金支払額」は1トリップあたりの料金額であるが、8．62km

のトリップについて672円支払うことを意味する（lkmあたり77．9円）。シス

テム最適に比べると、無料金均衡における社会的余剰の値は5億9500万円少な

いが、この値は交通混雑による一日あたりの損失額とみなすことができる。す

なわち混雑外部性が内部化されて効率的な道路利用がなされていれば達成され

ていた状況に比べ、無料金均衡ではその額だけ社会的に資源が浪費されている

と考えることができる。またこの額は政策によって改善可能な便益の最大値と

いえるので、次善の政策によって、どの程度までこれに近づけることができる

か、というのが評価の基準となる。

　以下で次善の料金政策の効果を評価する際には、次のように定義される指標、

「相対的改善」を用いることにする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　　　　　　　　83－38　　相対的改善＝
　　　　　　　　∬o＿∬＊

ここに∬＊ C∬o，∬＊＊は、それぞれ、無料金、社会的最適、次善の料金のもとでの

社会的余剰である。分子は次善の料金による厚生改善、分母はシステム最適に

より達成される厚生改善を表しているので、この指標は最大限可能な厚生改善

に対する次善料金の達成度を表しており、1に近いほど次善料金がより有効で

あることを意味する。

　表には、現行の料金（700円の均一料金）に対する計算結果も示している。

現行の料金のもとでは、無料金に比べて社会的余剰の値が2億6700万円だけ大

きい。上の定義により相対的改善を計算すると、社会的最適の44％に達する。

現行の均一料金が混雑緩和に果たす役割は小さくない。

位で定義されているが、本章では車両単位で定義されているためである。
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9－4－4　コードンプライシング

図9－1、9－2に示すように、内側から都心部コードン、都心周辺部コードン、大

阪市全域コードンという3通りのコードンを設定したが、まずはこれらの内一

つのみで料金が徴収されるという、単一コードン料金制について検討する。前

節の問題（9－14）（9－15）のように、社会的余剰を最大化するよう、それぞれの単一

コードンにおいて徴収する料金額を求める。これは一次元の最適化である。ま

た実際の適用を考慮すると料金額を厳密に1円単位で求めることは現実的では

ないので、100円単位で料金額を変化させて利用者均衡を計算し、それらの内

社会的余剰の最大となる料金額を探索することにした。大阪市全域コードンの

場合、料金額と社会的余剰の関係は図9－3のようになり、次善最適な料金は700

円である。
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　450

　400

臼二350

§300
覇

賢250

墾200

諜15・
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　　0

◆

◆
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図9－3　大阪市全域コードンにおける最適な料金

都心コードン、都心周辺部コードン料金制を実施した場合も同様にして最適な
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料金を求めた。それらの結果は表9－2にまとめられている。都心コードンで料

金を徴収する場合の最適料金は300円、都心周辺部の場合は500円である。社

会的余剰は大阪市全域を囲むコードンの場合が最大であり、相対的改善は

65．5％である。

　次に多重コードンの場合について検討する。上記の3通りのコードンで料金

を徴収する場合の料金の最適な組み合わせを求める。それぞれのコードンにお

いて0－2000円の間で料金水準を100円単位で動かすと、組み合わせの数は

203＝8000通りである。この程度の数なら不可能な数ではないので、総当りで計

算を実行した。社会的余剰の高いものから順位付けし、上位の組み合わせに関

する結果を表9－4にまとめている。表によると、上位の組み合わせ間で便益の

差は小さく、料金についてもかなり似通っている。最も内側の都心部コードン

で100－200円、都心周辺コードンで100－200円、そして大阪市全域コードンで

500－700円となっている。大阪市外から都心部に入るため3つのコードンを通

過すると、合計で900－1000円の料金を支払わねばならない。表の最下段に示し

た、相対的改善の値を見ると、システム最適に対して77％の厚生改善効果が達

成できる。

表9－2　三通りの単一コードンに関する結果の概要

無料金 都心コードン　　都心周辺コードン大阪市全域コードン

最適コードン料金

総トリップ数

総走行距離

総走行時間

平均トリップ長

平均旅行時間

平均料金支払額

消費者余剰変化

混雑料金収入

（円）

（台）

（台・キロ）

（台・時間）

（キロ）

（分）

（円）

（100万円）

（100万円）

混雑料金による厚生改善（100万円）

相対的改善

2，352，145

22381331

1，183，696

　　9．5

　　30．2

　　　0

0

　　300
2，202，034

20461383

1043001

　　9．29

　　28．4

　　148
　　－160

　　325
　　165
　27．74％

　　500
2070364

18，678，035

　913，443

　　9．02

　　265

　　276
　　－314

　　571

　　258
　43．26％

　　700
2068861

17，877，502

　809，984

　　　9

　　23
　　367
　　－369

　　760

　　390
　6558％
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表9－3　3重コードンのもとで上位の料金案に関する結果

1 2 3 4

都心コードンにおける料金　　　（円）

都心周辺コードンにおける料金　（円）

大阪市全域コードンにおける料金（円）

総トリップ数

歯走行距離

総走行時間

平均トリップ長

平均旅行時間

平均料金支払額

消費者余剰変化

混雑料金収入

混雑料金による厚生改善

相対的改善

（台）

（台・キロ）

（台・時間）

（キロ）

（分）

（円）

（100万円）

（100万円）

（100万円）

　　200　　　　　　100

　　200　　　　　　200

　　600　　　　　　600

1，876，692　　　　　1，925，830

15，624，439　　　　　16，223，493

　677，818　　　　　　712，530

　　8．33　　　　　　　　　　8．42

　　21．7　　　　　　　　　22．2

　　552　　　　　　511

　　－578　　　　　　　　　－530

　　1036　　　　　　984

　　458　　　　　　454

　76．87％　　　　　　　76．31％

　　200　　　　　　200

　　200　　　　　　100

　　500　　　　　　600

1，916，l18　　　　　1，936，784

16，194，679　　　　16，344，811

　717，560　　　　　　721，810

　　8．45　　　　　　　　　8．44

　　22，5　　　　　　　　　22．4

　　510　　　　　　499

　　－524　　　　　　　　　－514

　　977　　　　　　967

　　453　　　　　　453

　76．11％　　　　　　　76．07％

　単一コードンで最も大きな改善効果のある、大阪市全域コードンの結果を、

これまで行われてきた、類似の研究事例と比較しよう。まず本研究で得られた

結果を要約すると次の通りである。

　　総トリップ数13フ％減少

　　社会的余剰は390百万円（14．6％）増加

　　システム最適に対する相対的改善は65．6％

　Santos他（2000）は、英国の8都市を対象として、本研究とほぼ同様の手法に

よりコードン料金の効果を分析した。結果は都市によって大きな差があり、最

適な料金水準は0．25－3．5ポンドと求められた。そしてこのような料金を課した

結果、トリップ数は0．8－8．4％減少、1pcu・kmあたり社会的余剰が0．7－7．3ペン

スであるという結果を示している。社会的余剰に関する結果を比較するため、

本研究における社会的余剰の増加分を総走行距離で割り、さらに時間価値2で割

ることにより、時間単位でkmあたり余剰の増加分を求めた。英国の数値は

2Santosらは23．4ペンス／pcu・分、本研究では60円／台・分を仮定している。
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0．03－0．31分であるのに比べ、本研究は0．36分であり、英国の8都市における最

大値よりもさらに大きい。トリップ数の減少率についても同様に、本研究にお

ける結果がかなり大きい。

　Zhang　and　Yang（2004）は上海のネットワークを対象として、単一コードンお

よび二重コードン料金制に関する分析を行った。彼らはネットワークにおける

コードンラインの位置に関する最適化も行っている。ケーススタディでは朝の

ラッシュ時を想定してすべてのトリップが都心ノードに吸収されるものとして

おり、またコードンラインの外側から流入する場合のみ課金を行っている。計

算の結果、単一コードンについて最適化した場合に社会的余剰が0．93％の増加

にとどまり、システム最適に対する相対的改善率も28．3％であった。これは単

一中心性を仮定したことを考慮すれば、小さい値といえる。本研究では非単一

中心を想定しているにもかかわらず、Z坤ng　and　Yang（2004）の結果と比べて、

厚生の改善効果がかなり大きい。

　Sumalee（2004）は英国のエジンバラを対象として、単一コードンの位置と料金

の最適な組み合わせを求めている。ここではシステム最適に対する相対的改善

率はさらに小さく、20，5％であった。

　第6章で示したように、料金政策の効果は都市構造、需要の弾力性、ネット

ワークの整備水準などに大きく依存する。実際、Santosらの研究では、同じ分

析手法を用いても料金政策の効果が都市ごとに大きく異なっていることから、

本研究における効果が異常に大きいものなのか判断することは困難である。考

えられる要因として次の点が指摘できる。

（a）本研究では、コードンを横切る方向にかかわらず一定の額の料金を徴収する

ことにしている。他の研究では、都市の外側から内側に流入する方向のみに料

金を課している。

（b）本研究において推定された需要関数は、トリップ費用に関する弾力性が大き

い。（9－18）式によれば需要の価格弾力性はεC”により求められる。本研究で得ら

れたパラメータ推定値と平均トリップ費用（平均トリップ時間3α2分×時間価

値60円／分）を適用すると、弾力性値は1．34となる。この値は他の研究で用い

られている値に比べてかなり大きい。しかし最近、Shaffer　and　Santos（2004）はロ

ン’hンの混雑課金の前後で弾力性値を推定したが、その結果、1．32から2，1と
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いう高い値を得ているので、本研究で用いた値が異常に高いというほどではな

いQ

9－4－5　高速道路における混雑料金

　まずは現行のシステムと同じ高速道路の均一料金制のもとで社会的余剰を最

大化するような料金水準を求める。表9－4の第2列に示すように、最適な料金

水準は900円であった。このことは現行の料金（700円）が、混雑を制御するため

には過小であることを示唆している。

　次に高速道路におけるゾーン料金制については、先に設定した三通りのコー

ドンラインの内一つを料金ゾーン境界とし、内側と外側で異なった額の料金を

徴収するという、2ゾーンシステムについて検討する。ここでは、CBDコード

ンを境界にするケースをゾーンシステムA、都心周辺コードンを境界にするケ

ースをゾーンシステムB、大阪市全域コードンを境界とする場合をゾーンシス

テムCと呼ぶ。表9－4に示すように、ゾーンシステムCが最も効果的であり、

相対的改善の水準は53．8％に達する。この値は、コードンプライシングにおい

て達成される効果（最大で76．87％）に比べると小さい。この結果は、次のこと

を考慮すれば妥当と思われる。コードンプライシングでは、高速道路であろう

が一般街路であろうが、都市の中心部に流入するすべての車両が課金の対象に

なるのに対し、高速道路のみで料金を徴収する場合には、課金を回避するよう

な経路選択が可能であるからである。制御の対象となるトリップが少ないと、

効果が限定的にならざるを得ない。一方、料金制導入による消費者余剰の変化

を見ると、ゾーン料金制による消費者余剰の減少は、コードンプライシングに

よるものよりもかなり小さい。たとえば表9－2における都心周辺コードンのケ

ースと表9－4におけるゾーンシステムAのもとで達成する便益は、それぞれ258

と292（百万円）で、ほぼ同じ水準である。しかしこれらのケースにおける消

費者余剰の減少分は、前者が314（百万円）であるのに対し後者は95（百万円）であ

る。すなわちゾーン料金制のもとでは、同じ水準の混雑緩和便益を実現するた

めの消費者余剰の減少は少なく済むのである。

　次に、前節で設定した3本のコードンラインを料金ゾーンの境界とする、4

ゾーンシステムについて検討する。1位から4位までの料金案に関する結果を、
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表9－5に示す。いずれも、都心やその周辺のゾーンにおける料金は低く、外縁

部に行くほど高くなっている。相対的改善の値は最良案に対して6L6％であり、

2ゾ「ンシステムの最良案に対する53。8％に比べると効果が大きい。にもかか

わらず消費者余剰の減少は2ゾーンシステムよりも小さい。

表9－4　高速道路における混雑料金（1）一均一料金と2ゾーンシステム

均一料金 ゾーンシステムA　　ゾーンシステムB　ゾーンシステムC

均一料金

内側ゾーンの料金

外側ゾーンの料金

総トリップ数

総走行距離

総走行時間

平均トリップ長

平均旅行時間

平均料金支払額

消費者余剰変化

混雑料金収入

混雑料金による厚生改善

相対的効果

（円）

（円）

（円）

（台）

（台・キロ）

（台・時間）

（キロ）

（分）

（円）

（100万円

QOO万円

（100万円）

900

2，182，796

19，816，894

　991，673

　　9．08

　　27、3

　　185
　　－128

　　403

　　275
　46．18％

　　600
　　200
2，216，391

20232568

1，009，733

　　9，13

　　27．3

　　174
　　　．95

　　386
　　292
　49．00％

　　500

　　200
2，228，534

19771329

　991，471

　　8，87

　　26．7

　　182
　　－102

　　405
　　303
　50．94％

　　600

　　500
2，202，561

19，243，220

　957，026

　　8．74

　　26．1

　　213
　　－149

　　469
　　321
　53．87％
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表9－5　高速道路における混雑料金（2）一4ゾーンシステムにおける上位料金案

1 2 3 4

都心部料金圏

都心周辺料金圏

大阪市内料金圏

大阪市外料金圏

総トリップ数

総走行距離

総走行時間

平均トリップ長

平均旅行時間

平均料金支払額

消費者余剰変化

料金収入

混雑料金による厚生改善

相対的改善

　　（円）　　　　200

　　（円）　　　　　0

　　（円）　　　　400

　　（円）　　　　500

　　（台）　　2，220，761

（台・キロ）　　19，036，987

（台・時問）　　　950，729

　（キロ）　　　　　857

　　（分）　　　　25．7

　　（円）　　　　215

（100万円）　　　　一lll

（100万円）　　　　477

（100万円）　　　　367

　　　　　　61．65％

　　100

　　100

　　300

　　500
2，230，874

19243268

　961，587

　　8．63

　　25．9

　　209

　　－102

　　466

　　364
　61．15％

　　　O

　　lOO

　　300

　　600
2，231，359

19，188，028

　957，930

　　8．60

　　25．8

　　207

　　－98

　　461

　　363
　61．08％

　　200

　　　0

　　300

　　600
2233407

19，208，542

　959，797

　　8．60

　　25．8

　　211

　　－110

　　471

　　361

　60．71％

　得られた数値に対するイメージをつかむために、表9－3、9－4、9－5における、

コー hンプライシング、ゾーン料金制のそれぞれの最良案について、無料金の

場合と比べた1トリップあたり得失を計算すると下記の通りである。なわ、無

料金の場合の1トリップあたり所要時間は30．2分である。

コードンプライシングの最良案

2ゾーンシステムの最良案

4ゾーンシステムの最良案

所要時間の変化

　　一8．5分

　　一4．1分

　　一45分

消費者余剰の変化

一　一308円

　　　一68円

　　　一50円

　上の数値を見ると、コードンプライシングによる混雑削減効果が大きいこと、

そしてゾーン料金制では消費者余剰の減少がかなり小さいことがわかる。2ゾ

ーンシステムと4ゾーンシステムの比較は、より詳細な料金システムを設計す

れば、利用者の損失を抑えながらより大きな混雑緩和効果を達成する可能性が

あることを示唆している。
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9-5 おわ りに

本研究では､ネ ットワークにおける混雑 と交通流動を記述するモデルを大阪

都市圏に適用 し､次善の料金政策の効果を実証的に分析 した｡都心部､都心周l

辺､大阪市全域を囲む 3通 りのコー ドン案について最適な料金を求め､社会的

余剰の改善効果を評価 した｡その結果､大阪市全域 コー ドンが最も高い厚生改

善効果をもたらす ことが示 された｡また 3コー ドンで同時に料金を徴収する 3

重コー ドン制のもとで最適な料金の組み合わせを求めた ところ､大阪市外か ら

都心に行く,ためにすべてのコー ドンを通過する場合､合計 900-1000円の料金を

徴収することが最適であることが示 された｡またそのとき､システム最適によ

る厚生改善の 77%もの効果を達成する｡

一方､高速道路におけるゾーン料金制のもとでは､コー ドンプライシングに

比べると厚生改善は小 さいが､同じ程度の厚生改善を達成する場合､利用者の

余剰減少は小 さいことが示 された ｡ また､より精微な料金システムを構築する

ことにより､利用者の損失を抑えつつ､より大きな厚生改善を達成す る可能性

が示 された｡

本研究で検討 した高速道路料金システムはまだ単純なものであ り､より複雑

なシステムを考案する余地は大きい｡ た とえば､ゾーン数を増やす､路線別に

料金を設定する､さらにはオンランプとオフランプの組み合わせに対 して差別

的な料金を設定する､などが考えられる｡ そのためには､膨大な数に達す る料

金の組み合わせの中か ら効率的に最適解を見つけるための計算手法の開発が必

要である｡一方､複雑な料金システムに対 して､各利用者が合理的な選択を行

うためには､様々な経路選択肢に対 して所要時間と料金額に関す る情報を提供

するシステムの存在が不可欠である｡ そ してほとん どの車両でそのシステムが

利用可能にならないと､複雑な料金システムの受容は困難だと思われ る｡その

ための技術的基盤はすでに実用段階にあるといえるが､各車両に搭載する機器

の普及がネ ックである｡それぞれの車の所有者が自らの私的動機で機器の購入

を決定するような状況では､機器の普及水準が過小になるものと思われる｡ こ

のように機器の普及を促進す るために公的介入が正当化 される場合､様々な政
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策手段に関する経済学的分析も今後の研究課題として残されている。
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